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第１章 決算の概要

第１節 決算の概況

日本経済は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響の下にあるが、行動制限が段階的に緩和されてきたこと等

から、厳しい状況は徐々に緩和され持ち直しの動きがみられる。一方で、原材料価格の動向による下振れリスク、

新型コロナウイルスの新たな変異株の出現による感染拡大への懸念が生じており、国内外の経済への影響や金融

資本市場の変動などの影響等を注視する必要がある。

国においては、令和３年１１月１９日に閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を実施

するため、補正予算により必要な経費の追加等を行い、新型コロナウイルス感染症の拡大防止、社会経済活動の

再開と次なる危機への備えなどの施策を講じているところである。

本市においては新たな総合計画のスタート年として、基本姿勢である「自主・自立のまちづくりの市政運営」を

堅持しつつ、将来都市像「都市と自然のバランスのとれた住みよさ日本一の星ふるまち」の実現に向け、諸施策に

取り組んだ。

大型プロジェクトとしては「都市計画道路大海線道路新設事業」、「豊井地区まちづくり整備事業」、「旗岡住宅

建設事業（Ｂ号棟）」、「花岡公民館建設事業（講堂）」を着実に進めるとともに、平成３０年度より着手した「下松

小学校建設事業（第２期工事）」が完了した。

また、「防災ガイドブック改訂」、「洪水・土砂災害ハザードマップ作成」、「勤労者総合福祉センター施設改修」、

「救助工作車更新」など、ソフト・ハード両面での防災力の強化に努めた。

新型コロナウイルス感染症に係る事業は、国の施策として「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」、

「子育て世帯生活支援特別給付金」、「新型コロナウイルスワクチン接種事業」などを実施するとともに、市の

独自施策として「中小企業応援！下松市感染症そなエール補助金」、「下松市プレミアムチケット販売事業」、

「中小企業応援！下松市事業継続支援事業」、「地域応援くだまる商品券２０２１事業」などを実施し、地域経済の

下支えや消費の活性化を図った。

令和３年度の決算額（普通会計）は、歳入２５７億３，４３７万２千円（前年度比１２．０％減）、歳出は

２４５億２，２１０万４千円（前年度比１３．０％減）、形式収支は１２億１，２２６万８千円、実質収支は

１０億５，６５６万４千円となった。

歳入は、市税は主に法人市民税の減により、前年度に比べ８，２２６万円の減となった。市税以外の収入では、

普通交付税が再算定の実施よる増、国庫支出金が前年度に実施した特別定額給付金給付事業の完了による減などに

より、前年度に比べ３４億３，３２３万３千円の減となった。

歳出は、子育て世帯生活支援特別給付金などの給付金事業等により扶助費が増加したものの、旗岡住宅Ａ棟建設

事業の完了等に伴う普通建設事業費の減や、特別定額給付金給付事業の完了に伴う補助費等の減により、前年度に

比べ３６億５，０５０万１千円の減となった。

各種財政指標は、財政力指数（３ヵ年）は０．８７０、経常収支比率は８９．５％、実質公債費比率は４．１％、

将来負担比率は２１．６％となった。

第１項 一般会計の決算

予算額については、当初予算額は２１３億円で、その後１３回の補正を行い、補正後の予算総額は

２６２億４，６６４万７千円となった。これに令和２年度からの繰越分１１億７，６２１万６千円を合わせた

予算総額は２７４億２，２８６万３千円となった。

決算額については、歳入総額２５７億４，０８７万１千円、歳出総額２４５億２，８６０万３千円となり、

形式収支は１２億１，２２６万８千円、翌年度へ繰り越すべき財源１億５，５７０万４千円を除いた実質収支は

１０億５，６５６万４千円の黒字となった。また、本年度実質収支から前年度実質収支８億６，０６４万２千円を

差し引いた単年度収支は１億９，５９２万２千円の黒字となり、単年度収支に財政調整基金積立額・取崩額及び

繰上償還金を加減した実質単年度収支は４億４，５９８万５千円の黒字となった。

第２項 特別会計の決算

国民健康保険特別会計は、一般会計から４億２７２万１千円を繰入れ、形式収支は５億４，２３４万円の

黒字となった。

介護保険特別会計は、一般会計から７億７，９７２万３千円を繰入れ、形式収支は１億７，５５７万１千円の

黒字となった。

後期高齢者医療特別会計は、一般会計から２億６２０万８千円を繰入れ、形式収支は３，１２５万５千円の

黒字となった。

国民宿舎特別会計は、一般会計から２億７，４９２万３千円を繰入れ、形式収支はゼロとなった。
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○令和３年度会計別決算額

○一般会計決算規模の推移 （単位：千円）

翌年度へ繰越すべき財源
155,704千円

令和3年度

△ 3,653,296

(△ 12.0%)

△ 3,518,288

(△ 3.0%)

 差　　引
      　　　  　(Ａ)－(Ｂ)：(Ｃ)

 歳 　 出
               　　　   　　(Ｂ)

平成29年度

合 計
翌年度へ繰越すべき財源
155,704千円

 歳　　入
　　　　　　　　　　　　　　(Ａ)

令和2年度

国民宿舎特別会計

平成30年度 令和元年度

計

区　　　　　　　分

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

介護保険特別会計

第２節　　決算の総括表

（単位：千円）

会        計        名 歳 入 歳 出 差 引 備  考  

　一　　　般　　　会　　　計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

歳　　出

歳　　入

 実質収支
　　　　　　　　(Ｃ)－(Ｄ)：(Ｅ)

 翌年度に繰り越すべき財源
　　　　　　　　　　　　　  (Ｄ)

(△ 4.5%)
△ 965,344

△ 661,705

(△ 13.0%)

対前年度
増 減 額
(増減率)
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○款別歳入決算額

（単位：千円、％）

増減率

 (C)×100

市 税 △ 82,260 △ 0.9

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 2,317 △ 16.7

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金 △ 973 △ 6.6

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 3,590 △ 3.1

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 4,871,512 △ 47.7

県 支 出 金 △ 51,162 △ 3.1

財 産 収 入 △ 68,504 △ 27.4

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入 △ 16,950 △ 2.0

市 債

歳 入 合 計 △ 3,518,288 △ 12.0

（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が合わない場合がある。

構成比
款

令 和 年 度 令 和 年 度 増 減 状 況

決 算 額 決 算 額 増 減 額
構成比

− 2− − 3−



○款別歳出決算額

（単位：千円、％）

増減率

 (C)×100

議 会 費 △ 2,164 △ 1.1

総 務 費 △ 4,905,349 △ 59.1

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費 △ 420,538 △ 19.9

消 防 費

教 育 費 △ 320,782 △ 8.7

災 害 復 旧 費 △ 79,199 △ 81.0

公 債 費

諸 支 出 金

歳 出 合 計 △ 3,653,296 △ 13.0

（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が合わない場合がある。

○性質別歳出決算額

（単位：千円、％）

増減率

 (C)×100

人 件 費 △ 80,451 △ 2.3

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等 △ 4,901,576 △ 57.6

普 通 建 設 事 業 費 △ 450,125 △ 16.9

災 害 復 旧 事 業 費 △ 79,199 △ 81.0

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

歳 出 合 計 △ 3,653,296 △ 13.0

（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が合わない場合がある。

令 和 年 度 令 和 年 度 増 減 状 況

性 質 別

令 和 年 度 令 和 年 度 増 減 状 況

決 算 額 決 算 額 増 減 額

決 算 額 決 算 額 増 減 額

構成比 構成比

構成比 構成比

款
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第２章 一 般 会 計

第１節 歳 入

第１款 市税の状況

令和３年度の市税収入額は９５億６ ２９６万７千円で、前年度と比較すると８，２２６万円の減収となった。

この主な要因は、市民税（法人市民税）の減収によるものである。

１ 個人市民税

本年度の収入は３２億３６８万３千円で、前年度と比較すると１，６５４万４千円、０．５％の増収

となった。所得は全体的に伸びているが、所得金額の約８割を占める給与所得の伸びが増収の要因と思わ

れる。

所得の伸び （単位：千円、件、％）

区 分

令和 年度 令和 年度

所得金額
構成比

所得金額

前年度比

所得金額
構成比

所得金額

前年度比件 数 件 数

給 与 所 得

営 業 所 得

その他の所得 △

譲 渡 所 得 △

計

（注）この表は、各年度末の現年度分調定による。件数は、所得割の納税義務者数と一致しない。

特別徴収分と普通徴収分の構成比 （単位：人、％、千円）

区 分
納 税 人 員 市 民 税 額 県 民 税 額

市県民税合計
人 員 構成比 税 額 構成比 税 額 構成比

特 別 徴 収

普 通 徴 収

計

（注）この表は、令和 年度末の現年度分調定額等である。

２ 法人市民税

本年度の収入は５億７，２３３万６千円で、前年度と比較すると１億５，２２７万１千円、２１．０％の

減収となった。

納税義務者数は１，４８１社で、このうち、均等割のみの納税義務者数は７３３社である。

なお、均等割の収入は１億８，５７６万円で、前年度と比較すると２１８万円、１．２％の増収となった。

（単位：千円、％）

区 分 令和 年度 令和 年度 増減額 伸び率

主要法人分

その他法人分

滞納繰越分を含む 滞納繰越分を含む

△ △

計 △ △

（注）主要法人は、従業員 人以上の法人又は従業員 人以下であるが本市において

主要な位置にある法人 社分。
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３ 固定資産税

（１）純固定資産税

①土地

本年度の収入は１５億２，４８６万５千円で、前年度と比較すると滞納繰越分の収入増により、

３３０万７千円、０．２％の増収となった。

②家屋

本年度の収入は１６億７，９８７万６千円で、前年度と比較すると評価替えに伴う在来分家屋の減価に

より、５，７３３万円、３．３％の減収となった。

（令和２年新増築棟数 ３０６棟 ※前年比５棟減）

③償却資産

本年度の収入は１１億７，２７９万４千円で、前年度と比較すると設備投資額の伸びと滞納繰越分の収入

増により、７，７８１万７千円、７．１％の増収となった。

（単位：千円）

区 分
収入済額（現年課税分）

主要法人分 その他法人・個人分 計

土 地 （ ％） （ ％） （ ％）

家 屋 （ ％） （ ％） （ ％）

償却資産 （ ％） （ ％） （ ％）

計 （ ％） （ ％） （ ％）

※新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金

固定資産税減収補塡特別交付金として４６，８０６千円交付された。

（２）交付金

本年度の収入は７，９０４万９千円で、前年度と比較すると７１万７千円、０．９％の減収となった。

４ 軽自動車税

（１）環境性能割

本年度の収入は９２４万９千円で、前年度と比較すると８４万２千円、１０．０％の増収となった。

（２）種別割

本年度の収入は１億７，６０６万円で、前年度と比較すると四輪自家用乗用車の現行税率の台数が

増加したことにより、５２７万７千円、３．１％の増収となった。

５ 市たばこ税

本年度の収入は３億８，０８９万２千円で、前年度と比較すると全体の売渡し本数の減少を税率改定によ

る増額が上回り、１，９６１万７千円、５．４％の増収となった。

（単位：本、千円）

区 分 令和 年度 令和 年度

売渡し本数

税 額

６ 入湯税

本年度の収入は２２０万６千円で、前年度と比較すると、入湯客数の微増により、５万６千円、２．６％

の増収となった。

（参考）入湯税の使途 （単位：千円）

区 分 事業費
財 源 内 訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

国民宿舎特別会計繰出

（公債費元金繰出）
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７ 都市計画税

本年度の収入は７億６，１９５万７千円で、前年度と比較すると４５９万８千円、０．６％の増収となっ

た。収入の内訳は、土地が３億９，６７０万６千円で、家屋が３億６，５２５万１千円である。

※新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金

都市計画税減収補塡特別交付金として５，４８７千円交付された。

（参考）都市計画事業費とその内訳

都市計画税のほか、国県支出金や地方債等を財源として、下記事業を実施した。

（単位：千円）

区 分 事業費
財 源 内 訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算分

街路事業

うち繰越分

公共下水道事業

地方債償還

うち公共下水道事業分

→R 繰越分

街路事業

総計

（注） は令和 年度地方財政状況調査によるものである。

は繰越計算書ベースの金額である。

公共下水道事業は、一般会計からの繰出金のうち都市計画事業に係るものを計上した。

○市税収入額及び対前年度増減率の推移

（単位：千円、％）

年 度

区 分

令和元年度 令和 年度 令和 年度

収入済額
対前年度

増減率
収入済額

対前年度

増減率
収入済額

対前年度

増減率

市

民

税

個 人 分

法 人 分 △ △

計 △ △

固

定

資

産

税

土 地 △ △

家 屋 △

償 却 資 産 △

交 付 金 △ △

計

軽 自 動 車 税

軽自（環境性能割） 皆増

市 た ば こ 税 △

特別土地保有税

入 湯 税 △ △

都 市 計 画 税

計 △ △
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○市税賦課徴収の状況

現年度分の調定総額は９４億９，４４３万１千円、収入総額は９４億６，２００万９千円で、収納率は

９９．７％である。

税目別賦課徴収の状況 （単位：件、千円、％）

区 分
納税義

務者数
調定額 収入済額

収 納 率

年度 年度
市
民
税

個人分

法人分

固
定
資
産
税

土地

家屋

償却資産

交付金

軽自動車税

軽自（環境性能割）

市たばこ税

特別土地保有税

入湯税

都市計画税
土地

家屋

現年度 計

市 民 税

固定資産税

軽自動車税

都市計画税

滞納繰越分 計

合 計

○市税の滞納繰越額の状況

本年度中に納付がないため翌年度に繰越した額は９，１１０万６千円で、前年度と比較すると

８，０７５万７千円の減となった。

税目別市税滞納繰越額 （単位：件、千円）

税 目

① 現年度課税分

（令和 年度収入未済額）

② 滞納繰越分

（令和 年度収入未済額）

合 計

令和 年度調定額）

件 数 税 額 件 数 税 額 件 数 税 額

市

民

税

個人分

法人分

計

固定資産税・都市計画税

軽自動車税

計
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（１）現年度課税分の内訳 （単位：千円）

区 分
令和 年度

調定額

令和 年度純収入額

収入済額 － 未還付額

令和 年度

不納欠損額

令和 年度

収入未済額

市

民

税

個人分

法人分

計

固定資産税・都市計画税

軽自動車税

市たばこ税

特別土地保有税

入湯税

計

（２）滞納繰越分の内訳 （単位：千円）

区 分
令和 年度収入未済額

（調定額）

令和 年度純収入額

収入済額 未還付額

令和 年度

不納欠損額

令和 年度

調定増減額

令和 年度

未済額

市

民

税

個人分 △

法人分 △

計 △

固定資産税・都市計画税

軽自動車税

特別土地保有税

計 △

○市税の欠損処分の状況

市税で本年度中に不納欠損処分されたものは、次表のとおりである。

（１）現年課税分 （単位：件、円）

区分

税目

※ ※ ※ 計

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

市民税個人

市民税法人

固定資産税・都市計画税

軽自動車税

計

（２）滞納繰越分 （単位：件、円）

区分

税目

※ ※ ※ 計

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

市民税個人

市民税法人

固定資産税・都市計画税

軽自動車税

計

（注） 法…地方税法

※1…「法第 条の 第 項」滞納処分をする財産がないこと、処分をすることにより、生活を著しく窮迫

させること等の事由により、滞納処分の執行停止が 年間継続したとき納税義務は消滅する｡

※2…「法第 条の 第 項」滞納処分をする財産がないとして滞納処分を停止した場合に、その徴収金を

徴収できないことが明らかであるときは、直ちに納税義務を消滅させ得る｡

※3…「法第 条第 項」税の徴収権は、法定納期限の翌日から起算して 年間行使しないことにより、

時効により消滅する｡
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第２款　市税以外の収入の状況

(単位：千円、％）

令和2年度 令和3年度
決算額
（A）

決算額
（B）

増　減
(B)－(A)

増減率 備 考

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

特別とん譲与税

森林環境譲与税

△ 2,317 △ 16.7

交付率の引上げによる増

地方消費税率引上げの影響の平年度
化による増

△ 973 △ 6.6

新型コロナウイルス感染症対策地方
税減収補填特別交付金の増

普通交付税の再算定に伴う追加交付
による増

△ 3,590 △ 3.1

使 用 料

手 数 料 △ 708 △ 1.5

国 庫 負 担 金
新型コロナウイルスワクチン接種事
業負担金の増

国 庫 補 助 金 △ 5,322,230 △ 69.9 特別定額給付金給付事業補助金の減

委 託 金 選挙費委託金の増

県 負 担 金 私立保育所・地域型保育施設の増

県 補 助 金 △ 107,378 △ 19.9
認定こども園施設整備交付金・山口
県介護施設等整備補助金の減

委 託 金 △ 796 △ 0.6

△ 68,504 △ 27.4
中部土地区画整理事業地内の市有地
売却の減

ふるさと納税寄附金の増

市民公募債満期一括償還に伴う減債
基金取崩額の増

普通建設事業の減に伴う決算剰余金
の増

△ 16,950 △ 2.0

臨時財政対策債の増

△ 3,436,028 △ 17.5

諸 収 入

市 債

市税以外の歳入合計

国
庫
支
出
金

県
支
出
金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

使

用

料

及

び

手

数

料

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

地
方
譲
与
税

　市税以外の収入額は１６１億７，７９０万４千円で、前年度に比べ３４億３，６０２万８千円、１７．５％の

減収となった。この主な要因は、前年度に実施した特別定額給付金給付事業の完了による国庫補助金の減
（△５７億６，２９１万５千円）によるものである。

区 分
対前年度比較
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第２節 歳 出

第１款 議 会 費

第１項 議会

１ 議会開催状況（令和３年１月１日 ～ １２月３１日）

（単位：件）

会期別

区 分

第
１
回
臨
時
会

第
２
回
定
例
会

第
３
回
臨
時
会

第
４
回
臨
時
会

第
５
回
定
例
会

第
６
回
臨
時
会

第
７
回
臨
時
会

第
８
回
定
例
会

第
９
回
臨
時
会

第
１
０
回
臨
時
会

第
１
１
回
定
例
会

第
１
２
回
臨
時
会

計

付
議
案
件

カ
ッ
コ
内
は
付
託
の
み

議 案

認 定 （ ） （ ）

承 認

同 意

諮 問

計

審

議

結

果

原案可決

認定可決

承認可決

同意可決

適任可決

原案否決

継続審査 （ ） （ ）

計

選 挙

報 告

請 願 （ ） （ ）

一般質問者（人）

開催日数（日）

２ 政務活動費収支報告（会派等別）

政務活動費 １人 月額１１，０００円 （単位：円）

会 派 等 人 数 活動費 利 息 支 出 執行率 戻 入

新 生 ク ラ ブ 人

鐵 （ く ろ が ね ） 人

政 友 会 人

公 明 党 人

日 本 共 産 党 人

近 藤 則 昭 人

原 田 真 雄 人

計 人
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第２款 総 務 費

第１項 広報・広聴・シティプロモーション

１ 広報活動

（１）広報紙 … Ａ４判 ２１，９００部 月１回発行

広報アプリ「マチイロ」…登録ユーザー数３１０人（令和３年４月から導入）

（２）声の広報 … 視覚障害者用広報音訳ＣＤ 月１回発行

（３）市公式サイト… 年間アクセス数 １，０９３，１１６件

２ 広聴活動

（１）市民ご意見箱（開始 平成１２年度～）

年 度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

件 数

（２）市長へのたより（開始 平成１３年度～）

年 度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

件 数

３ シティプロモーション

（１）公式マスコットキャラクター活用事業等 １，５０５千円

下松市観光協会との協働事業として、「くだまるのうた」ダンス動画を制作した。また、くだまる着ぐる

み（２体目）を製作し、同協会に長期貸与した。

くだまるデザイン利用申請実績

年度 令和 年度 令和 年度

件数（営利）

件数（非営利）

（２）ふるさと納税推進事業 ５，７７０千円

ふるさと納税にかかる委託料、手数料、消耗品等の支出の合計

（単位：件、千円）

年度 件数 ふるさと納税額 備考

令和元年度

令和 年度

令和 年度

第２項 庶務・防災・人事行政

１ 庶務

（１）庁舎整備事業

庁舎北側の外壁の劣化、損傷等の打診調査を行った。また、駐輪場、屋外掲示板等の経年劣化の著しい

設備等について改修した。

本庁舎北面外壁調査業務委託 １，９０３千円

市庁舎 階中央トイレ洗面器水栓取替工事 ３５６千円

本庁舎１階中央トイレ洗浄便座設置工事 ５９４千円

本庁舎駐輪場屋根ほか改修工事 ９，４１６千円

（北側駐輪場屋根改修、屋外掲示板改修、屋上建具取替え、屋外床タイル張替え）

２ 防災事業

（１）防災情報伝達手段の整備

①防災メール配信システム

平成２１年度から、気象情報、避難所開設情報、避難指示等の避難情報、その他緊急情報を登録者の

携帯電話等へ電子メールで配信するシステムを運用している。

また、市の防災担当職員及び消防職員の参集システムとしても、同システムを利用している。

防災メール登録者数 件 （令和 年 月 日現在） ※前年度 件
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②防災ラジオ

コミュニティＦＭを活用した災害情報伝達ツールである防災ラジオを個人及び事業者に有償配布すると

ともに避難行動要支援者等への無償貸与を行った。

令和元年度 令和 年度 令和 年度

有償配布 台（ 千円） 台（ 千円） 台（ 千円）

無償貸与 台 台 台

（２）防災に関する啓発活動

防災に対する理解と関心を深め、 防災意識及び地域防災力の向上を図ることを目的として、

ハザードマップ、市の防災施策、家庭での災害への備え、自主防災組織の活動等に関する説明を行った。

令和元年度 令和 年度 令和 年度

講座・研修会（うち防災士派遣対応） 件（－） 件（ ） 件（ ）

参加者数 人 人 人

防災士派遣委託料（ 千円 回） － 千円 千円

（３）自主防災組織の育成支援

地域での防災・減災活動が効率的に行われるよう、下松市地域防災計画に基づく自主防災組織の育成、

支援を行った。

令和元年度 令和 年度 令和 年度

登録団体数（年度末時点） 団体 団体 団体

助成件数（助成金額） 件（ 千円） 件（ 千円） 件（ 千円）

（４）備蓄品等整備

下松市災害備蓄計画に基づき、備蓄品（食料・生活用品等）を購入した。

また、避難所等で必要となる防災用備品を購入した。

令和元年度 令和 年度 令和 年度

備蓄品（計画分） 千円 千円 千円

防災用備品 千円 千円 千円

（５）各種計画等

①下松市防災ガイドブック改訂版作成（委託料 ２，７５０千円）

市民の防災に関する意識を高めるとともに、防災情報や防災施策等の知識の普及を図るため、

防災ガイドブックを改訂した。

②下松市防災作文コンクール（報償費 ２８千円）

市民及び地域の力を結集した防災・減災への取組の一環として、市内の小中学生を対象に

防災作文コンクールを開催した。（応募総数２６８点）

≪表彰≫小学生：市長賞、入選各１点 中学生：市長賞１点、入選３点

③洪水・土砂災害ハザードマップ（事業費 ７，６６０千円）※令和２年度繰越事業

水防法の改正により県が指定した想定最大規模降雨浸水想定区域、土砂災害警戒区域及び最新の避難所

情報等を反映した下松市洪水・土砂災害ハザードマップを作成した。

≪事業費内訳≫委託料 ６，３１４千円 印刷製本費 １，３４６千円

（社会資本整備総合交付金 ３，４０５千円充当）
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３ 人事行政

（１）採用及び退職の状況

区 分 人数

新規採用職員

定年退職等職員

（注）職員数には上下水道局職員を除く。

（注）定年退職等の職員数には、普通退職者及び任期満了の再任用職員を含む。

（２）定員管理 （令和３年４月１日現在）

区分 人数

市長の事務部局の職員

議会の事務局の職員

教育委員会の事務局並びに教育委員会の所管に属する

学校及び学校以外の教育機関の職員

選挙管理委員会の事務局の職員

監査委員の事務局の職員

農業委員会の事務局の職員

消防職員

計

（注）職員数は、上下水道局職員を除く全職員

（市長、副市長、教育長を除く。派遣職員、再任用職員を含む。）

（３）組織・機構改革

効率的な行政運営を図るため、組織の見直しを実施した（主な変更は次のとおり）。

※該当の部分のみ記載

【令和３年４月１日】

①建設部地籍調査課を廃止し、同部土木課に「地籍調査係」を新設。

建 設 部 土 木 課 管理係・土木係・維持係・地籍調査係

【令和３年９月１日】

①情報統計課内に「デジタル推進室」を設置。

総 務 部 情報統計課 情報統計係

デジタル推進室

４ 人件費

（１）一般職

期末・勤勉手当の支給割合の改定

【期末・勤勉手当の支給割合】

区 分 支給割合

期末手当

月期 月 （ 月）

月期 月 （ 月）

計 月 （ 月）

勤勉手当

月期 月 （ 月）

月期 月 （ 月）

計 月 （ 月）

合 計 月 （ 月）

（注）（ ）内は再任用職員
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（２）職員（一般職、市長、副市長及び教育長）に係る給与費等の状況

（単位：千円）

区 分 一般会計 国保特会 介護特会 後期特会 計

給 料

諸

手

当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

単身赴任手当

特殊勤務手当

時 間 外 勤 務 手 当 等

管 理 職 手 当

管理職特別勤務手当

期末勤勉手当

退 職 手 当

計

共
済
費

地方公務員共済組合

公 立 学 校 共 済 組 合

計

合 計

（注）表示単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が合わない場合がある。

（注）会計年度任用職員を除く。

（３）職員（会計年度任用職員）に係る給与費等の状況

（単位：千円）

区 分 一般会計 国保特会 介護特会 後期特会 計

給 料

報 酬

諸

手

当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

時 間 外 勤 務 手 当 等

期 末 手 当

退 職 手 当

計

共 済 費

合 計

（注）表示単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が合わない場合がある。

５ 福利厚生

○健康診断等受診状況

区分 受診者数（人）

定期健康診断

人間ドック

がん検診

特別検診

特定業務従事者健康診断

ストレスチェック診断

○健康相談等の状況

区分 相談者数（人）

健康相談

職員心理相談

○一般職員の年次有給休暇の取得状況

平均取得日数 日

※対象期間：暦年（令和 年 月 日～令和 年 月 日）
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第３項 職員研修

職員研修については、市民全体の奉仕者としてふさわしい品位と識見を備えた有能な職員を養成し、市行政

の円滑な運営を期するため、地方公務員法第３９条第２項の規定に基づき、令和３年度は、延べ１，４９３人

の職員研修を次のとおり実施した。

区 分 主な内容 受講者数

一般研修 新規採用職員研修 人

特別研修
情報セキュリティ研修、交通安全講習、人権研修等 人

ハラスメント研修、メンタルヘルス研修等 人

派遣研修

市 セミナーパーク、市町村アカデミー派遣等 人

消 防 県消防学校、救急救命研修所派遣等 人

上下水道 下水道事業団研修センター、日本経営協会等 人

自主研修 通信教育 人

※所属長が所属職員に対し、日常業務を通じて行う職場研修については掲げていない。

第４項 戸籍及び住民基本台帳

世帯数、人口及び窓口取扱件数の状況は、次表のとおりである。

１ 世帯数（各年３月３１日現在）

（単位：世帯）

区 分 平成 年 令和元年 令和 年 令和 年 令和 年

本 庁
住
民
基
本
台
帳

久 保

花 岡

末 武

笠戸島

米 川

合 計

２ 人口（各年３月３１日現在）

（単位：人）

区 分 平成 年 令和元年 令和 年 令和 年 令和 年

本 庁
住
民
基
本
台
帳

久 保

花 岡

末 武

笠戸島

米 川

合 計

※外国人登録法の廃止により、平成 年 月 日以降、外国人を別に集計していない。
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３ 窓口取扱件数（有料分。コンビニ交付分含む。）

（単位：件）

区 分 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

住民票

住民票謄抄本

住基ネット広域交付

閲覧

戸籍

戸籍謄抄本（事項証明）

除籍・改製原戸籍

戸籍関係諸証明

戸籍附票

印鑑
印鑑登録

印鑑証明

その他

諸証明

臨時運行許可証明

通知カード再交付

個人番号カード再交付

計

手数料収入額（千円）

※個人番号通知カードの交付は令和 年 月で終了した。

４ パスポート発行件数

（単位：件）

区 分 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

申 請 件 数

交 付 件 数

※平成 年 月 日から権限移譲。

５ 通知カード及び個人番号カードの作成・送付

通知カード及び個人番号カードの作成・送付を国庫補助事業として地方公共団体情報システム機構に委任

し、これに要した費用を同機構に交付した。

（単位：千円）

区 分 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

通知カード・個人番号カード

関連事務交付金

６ 個人番号カードによるコンビニ交付サービス

平成３１年４月１日から、個人番号カードを利用して住民票等をコンビニで取得するサービスを開始した。

（単位：件）

区 分 令和元年度 令和 年度 令和 年度

住民票謄抄本

住民票記載事項証明書

印鑑証明

戸籍謄抄本（事項証明）

戸籍附票

計

手数料収入額（円）

  

− 20− − 21−



第５項 選挙 
１ 選挙の執行 

令和３年度に執行した選挙は、次のとおりである。 
 

（１）選挙 
執行年月日 選 挙 執 行 事 由 備 考 

令和 年 月 日
参議院山口県選挙区

選出議員補欠選挙
前任者の辞職による

下谷・温見・清若投票区を

統合し、米川投票区とした

令和 年 月 日
第４９回衆議院議員

総選挙
衆議院の解散による

令和 年 月 日 山口県知事選挙
令和 年 月 日任期

満了による

投票所入場券を 人 枚

から 人 枚に変更した

 
（２）投票の状況                            （単位：人、％） 

区 分 当日有権者数 投 票 者 数 投 票 率 
男 女 計 男 女 計 男 女 計 

参議院補欠選挙 
衆議院 
総選挙 

小選挙区 
比例代表 

山口県知事選挙 
 
（３）選挙の結果       （単位：人、票） 

区 分 候補者数 当選者数 投票総数 有効投票数 無効投票数 
参議院補欠選挙 
衆議院 
総選挙 

小選挙区 
比例代表 

山口県知事選挙 
 

２ 選挙人名簿登録者数                   （単位：人） 

区 分 登録月日 
（確定） 

登 録 者 数 
男 女 計 

永久選挙人名簿 月 日

 
第６項 統計 

令和３年経済センサス活動調査 
事業所及び企業の経済活動を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業を対象とする各種 

統計調査の精度向上に資する母集団情報を得ることを目的として実施されており、令和３年６月１日を基準日と 
して、調査員２１名と指導員２名で実施した。 

臨時統計調査費 ２，９４１千円 
 

第７項 企画 
１ 「下松市総合計画 子ども版」作成 

将来の下松を担う児童生徒がまちづくりの様々な取組に関心をもち、自分たちにできるまちづくりや 
未来の下松市を考えるきっかけになるよう「下松市総合計画 子ども版」を作成し、市内小学校６年生及び 
中学生を対象に配付した。 
 

２ 包括連携協定の締結 
大塚製薬株式会社と、健康増進・食育の推進、熱中症予防、スポーツ振興、災害支援、市民サービスの 

向上及び地域活性化などに関する包括連携協定を締結した。 
 

３ 「下松市公共施設等総合管理計画」改訂 
中長期的な視点で公共施設マネジメントを推進するため、平成２９年３月に策定した「下松市公共施設等 

総合管理計画」における公共施設等保有量の時点修正や各個別施設計画の反映を行うとともに、過去に行っ 
た対策の実績や長寿命化対策を反映した場合の見込み等の項目追加を行った。 

委託期間 令和３年７月２０日～令和４年３月３１日 
委託料 ４，６０９千円 
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４ 公共交通対策事業 
（１）路線バス維持対策 

防長交通株式会社及び中国ジェイアールバス株式会社に対して、次のとおり補助した。 
（単位：千円） 

区 分 起 点 経由地 終 点 補助額 摘 要

国庫補助

路線

徳山駅前 光駅 柳井駅前

徳山駅前
バイパス

夢ヶ丘
ゆめプラザ熊毛

県補助路線

徳山駅前 新岩国駅 岩国駅前

生活バス路線

対策事業費

（県補助金）

徳山駅前 バイパス 兼清

下松駅前
青葉台団地

久保団地
ゆめプラザ熊毛

下松タウン

センター前※ 室積公園口

市単独補助

路線

下松駅前 周南記念病院 東陽小前

久保団地

四丁目
周南記念病院 下松駅前

下松駅前
青葉台団地

久保団地
山田

下松駅前
周南記念病院

花岡駅前
切山上

切山上
久保団地

青葉台団地
下松駅前

下松駅前 本浦 深浦

周南記念病院

（花岡）
下松駅前・本浦 深浦

補助額合計

※ 中国ジェイアールバス株式会社の運行する路線 
 

（２）米川地区コミュニティバス運行業務等 １５，１２３千円 
中山間地域における交通弱者の移動手段等の確保のため、自家用有償旅客運送によりコミュニティバス

（米泉号）を運行した。また、運行車両体制の確保等を図るため、運行車両を１台追加購入した。 
運行日数 ２９３日 乗車人数 ２，６３４人 

 
（３）新たな地域交通モデル形成推進実証事業 ４０４千円 

交通空白地における高齢者の移動を支えるとともに交通事業者の生産性の向上を両立させる新たな制度

を検討するため、県との共同によるタクシー利用助成の実証事業を実施した。 
対象：生野屋・生野屋西・潮音町に住所を有する７５歳以上の人 
申請者数 １９８名 実利用者数 ８６名 

５ 電源立地地域対策交付金事業 
電源立地地域対策交付金（末武川水力発電所）を活用し、中学校給食センターの食器消毒保管庫・トレイ 

消毒保管庫（各１台）を更新した。 
（単位：千円） 

年度 事業名 対象事業費 交付金 
中学校給食センター設備等改修事業 
中学校給食センター設備等改修事業 
中学校給食センター設備等改修事業 

 
６ 財産管理 

笠戸島ハイツ解体事業として、笠戸島ハイツ解体のための実施設計を行った。また、市民や市内事業者を 
対象とした不要備品の即売会を開催した後、備品を処分した。 

 
費目 事業内訳 事業内容 金額（千円） 

委託料 解体実施設計等 笠戸島ハイツ解体実施設計 
委託料 備品処分 館内備品処分 
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第８項 市民活動支援

１ 東陽コミュニティーセンター管理運営業務

指定管理者の東陽コミュニティーセンター管理運営協議会に指定管理料を支出した。

・指定管理料 ２，３４２千円

２ 自治宝くじコミュニティ助成事業

（一財）自治総合センターによる全国自治宝くじの社会貢献広報事業を活用して、降松星太鼓保存会に太鼓

用具の更新や修繕に係る資金を助成した。

・事業費実額 ２，９００千円

・助 成 額 ２，５００千円（限度額２，５００千円）

３ 地区集会所建設等助成

自治会が行った地区集会所の改修に対して経費の一部を助成した。

・改修費実額 ２，６７７千円

・助 成 額 １，３１１千円（助成率１／２）

内訳 （単位：千円）

自治会等 集会所 事業内容 改修費実額 助成額

下香力自治会 下香力自治会集会所 床の修繕、トイレ改修

西町自治会 西町自治会館 外壁塗装、軒天の修繕

４ 自治会活動助成

（１）自治会助成金

環境美化などの自治会活動を支援するため、市内全２７３自治会のうち申請のあった２６８自治会に

対して活動費を助成した。

・各助成額 均等割３，０００円と世帯割（世帯数に５０円を乗じた額）の合計額と５，０００円と

のいずれか高い方の額。

・助成総額 １，９４１千円

（２）地区自治会連合会助成金

子どもの健全育成や文化及びスポーツの振興などを支援するため、地区自治会連合会が行った１３活動に

対して経費の一部を助成した。

・各助成額 活動費の１／２（ただし、１００千円を限度とする）

・助成総額 ３０７千円

５ 地域担当職員制度

地域との協働によるまちづくりの推進と職員の人材育成を目的として、新たに地域担当職員制度を導入し、

笠戸島の２地区（本浦・深浦）に各３名の地域担当職員を配置した。地域が抱える課題を共有する中で解決に

向けて共に考えるために、各地区において地域住民との話し合いを開始した。

６ 高等教育機関連携

（１）プロジェクト型課題解決研究事業 ２００千円

山口県立大学との協働事業として、下松市の魅力や課題を分析し、新たな関係人口の創出を図るための

仕組みづくりについて研究した。

（２）中山間地域づくり

米川ゆずの会及び徳山大学（現周南公立大学）と協働して、ゆず収穫とゆずみそ作りの体験会を実施し、

米川地区の活性化と米川産ゆずの知名度向上に努めた。

（３）開設大学等雇用助成 ３００千円

令和２年に開校した下松デンタルアカデミー専門学校の従業員雇用に対して奨励金を交付した。

７ 英語環境向上推進事業 ３，５３７千円

市内保育園、幼稚園等の園児を対象に外国人講師による英語講座を開催した。 
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第９項 情報化推進

１ 庁内外情報系ネットワークの無線化（第１期）

フレキシブルな職場環境を作り事務効率化を図るとともに、Ｗｅｂ会議や新型コロナウイルス蔓延時など

緊急的な対応が必要な場合、迅速に対応可能とした。

〇第１期施工箇所 本庁舎１階、ほしらんど

システム開発 ４，３３４千円、 保守料 ７０３千円、 リース料 １，５７３千円

２ ＡＩ－ＯＣＲの導入

事務効率化のため、申請書などの文字を読み取りデータに変換するシステムを導入した。

システム開発 ２７５千円、 保守料 １，６５０千円

主な経費  （単位：千円）

年度

区分
平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

システム開発

システム開発

（マイナンバー制度）

保守料  

維持管理

リース料

システム使用料

（自治体クラウド）

第１０項 地籍調査

地籍調査事業は、着手年度に地元説明会、一筆地調査、測量等を、次年度以降に原図作成、閲覧、地籍簿・

地籍図作成、県の認証等の作業工程で行っている。

令和３年度は、河内（字岡ノ原）周辺地区について県の認証を受け、当該地区の事業を完了した。また、河内

（字久保市）周辺地区の事業継続及び河内（字幸が丘）周辺地区の事業に着手した。

地籍調査実施状況

〔調査対象総面積： ㎢〕 〔令和 年 月 日現在〕

着手年度 実施地区
調査対象

面積 ㎡

調査面積

累計 ㎡

進捗率

（％）
備 考

～ 年度 大字切山地区 完 了

年度 来巻北周辺 完 了

年度 来巻西周辺 完 了

年度 来巻中周辺 完 了

年度 来巻東周辺 完 了

年度 来巻南周辺 完 了

年度 河内 字成川 周辺 完 了

年度 河内 字笠松 周辺 完 了

年度 河内 字黒杭・小野 周辺 完 了

元年度 河内 字岡ノ原 周辺 完 了

年度 河内 字久保市 周辺 実施中

年度 河内 字幸が丘 周辺 実施中

※実施中の調査面積・進捗率は未確定であり、変更が有り得る。
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第１１項 生活安全 
１ くらしの相談 
（１）市民相談 

市民からの各種相談に応じ、関係部署や関係機関と連携を取りながら役立つ情報を提供し、市民生活の 
安定を図った。 
・市民相談の状況 

年 度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

件 数 
 

（２）無料法律相談 
①山口県弁護士会周南地区会の弁護士による無料法律相談を、奇数月の第３水曜日のほか、令和３年度 
から６月・１２月にも追加し、年８回実施した。 

・弁護士無料法律相談の状況 
年 度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

件 数 
  

②山口県司法書士会周南支部と共催して、司法書士による無料法律相談（面談相談）を４月に２回実施 
したが、以後は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため代替措置として司法書士会による電話相談 
となった。 

・司法書士無料法律相談の状況（面談相談件数） 
年 度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

件 数 
 

③山口県行政書士会周南支部と共催して、行政書士による無料法律相談を４回予定していたが、新型 
コロナウイルス感染拡大のため１回のみ行った。 

 
（３）消費生活相談 

地方消費者行政推進事業費補助金を活用して消費生活センターの機能強化や消費生活相談員の相談能力 
の向上を図り、多種多様化する消費者トラブル相談等に助言やあっせんを行った。 
消費者問題の啓発、うそ電話詐欺や消費者被害の未然防止・拡大防止のため、若者から高齢者まで幅広い 

年代に向けて啓発活動を実施した。見守りネットワーク体制の強化を図るとともに、通話録音装置貸与事業 
を引き続き実施した（令和３年度新規貸与９件）。 

・消費生活相談の状況 
年 度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

件 数 
 

・商品・役務別件数（上位１０位） 
令 和 年 度 令 和 年 度

順位 商品・サービス名 件数 順位 商品・サービス名 件数

商品一般（架空請求等） 商品一般（架空請求等）

放送・コンテンツ等 健康食品

衛生サービス 書籍・印刷物

書籍・印刷物 衛生サービス

健康食品 他の金融関連サービス

融資サービス 化粧品

化粧品 レンタル・リース・貸借

インターネット通信サービス インターネット通信サービス

自動車 魚介類

他の金融関連サービス 融資サービス
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２ 交通安全対策 
（１）交通安全関係団体の育成と啓発活動 

春と秋の全国交通安全運動、夏と年末年始の県民運動、高齢者の交通事故防止県民運動などの期間を中心 
に、下松市安全会議加盟団体や関係機関と連携し、街頭キャンペーンなど啓発活動に取り組んだ。 

・市内交通事故発生件数  

年 総件数 人 身 事 故 物損事故 
件 数 件 数 死者数 負傷者数 

令和元年

令和 年

令和 年

 
（２）交通安全教育の展開 

交通ルールやマナーの周知など、年代に応じた実践的な教育活動を展開した。 
特に、幼児への交通安全教育として、市内幼稚園・保育園の先生及び保護者を対象に研修会を実施し、

高齢者に対しては、交通安全教室を開催するなど啓発活動を行った。 
 

（３）交通災害共済事業の実施 
交通事故被害者の相互扶助のため、交通災害共済事業を実施した。 
・加入状況等 

年 度 加入者数 金額（千円） 見 舞 金 支 払 額 
件 数 金額（千円） 

令和元年度

令和 年度

令和 年度

 
（４）高齢者運転免許自主返納記念品配付事業 

運転免許証を自主返納した６５歳以上の市民に対し、記念品を配付している。また、令和２年度からは 
記念品を選択方式とした。 

・記念品配付申請状況等 
年 度 申請者数（うち 歳以上） 

令和 年度 人（ 人） 
令和 年度 人（ 人）

 
・記念品内訳 

年 度 米泉号回数券 バスカード 防災用品 大城利用券 合 計 
令和 年度

令和 年度

 
３ 防犯対策 
（１）犯罪防止の組織的活動の展開 

下松市安全安心まちづくり条例（平成１７年４月１日施行）の趣旨に則り、従来の防犯パトロール隊・ 
地域見守り隊に加え、平成３０年度からわんわんパトロール隊、令和元年度からランランパトロール隊、 
令和２年度から事業所を対象にした「くだまつ安全安心パトロール」の募集を開始するなど地域防犯ボラン 
ティアの活動の推進、加入促進に努めた。また、下松市暴力団排除条例（平成２３年１０月１日施行）に 
基づき、関係機関や団体等と連携して、暴力団及び暴力追放の啓発活動を推進した。 

 
 ①地域防犯ボランティア登録状況（令和４年３月３１日現在） 

地域防犯ボランティア 登録者数 
防犯パトロール隊 団体 人

地域見守り隊 人

わんわんパトロール隊 人

ランランパトロール隊 人

くだまつ安全安心パトロール 事業所
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②刑法犯認知件数 

年 総 件 数 罪種別認知件数 
窃盗犯 粗暴犯 知能犯 その他 

令和元年

令和 年

令和 年

 ※窃盗犯…空き巣、万引き、自転車盗など 
粗暴犯…暴行、傷害など 
知能犯…詐欺、横領など 

 
（２）防犯灯設置助成 

自治会等が管理する防犯灯の新設や取替について設置助成を行った。 
なお、平成２３年度から進めてきた防犯灯のＬＥＤ化は令和元年度で完了した。 
・助成状況等 

年 度 自治会数 助成灯数 助成総数 ＬＥＤ化率 
令和元年度 灯 新規 取替 灯 ％

令和 年度 灯 新規 取替 灯 ％

令和 年度 灯 新規 取替 灯 ％

 
（３）犯罪被害者支援 

研修会、講演会に参加し、相談業務のレベルアップを図った。 
令和３年１１月２５日に山口犯罪被害者支援センターと共催で「犯罪被害者週間ｉｎ下松」を開催 

した。 
犯罪被害者週間に合わせ、市役所ロビーでパネル展を開催した。
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第３款 民 生 費

第１項 地域福祉

１ 地域福祉活動の推進

（１）社会福祉協議会活動への支援

本年度も地域社会福祉活動の中核的役割を担う社会福祉協議会の活動を財政支援し、所要の助成措置を

講じた。

（２）民生児童委員の活動

地域福祉活動に重要な役割を果たす民生児童委員の活動に必要な研修を実施した。新型コロナウイルス

感染拡大防止のため下松市民生児童委員協議会総会を中止し、一部地域では定例会が中止になったが、

感染症予防対策を徹底しながら活動を実施した。

（３）下松市地域交流センターの運営

平成１８年度から指定管理者による管理運営を行っている。令和３年度は、年間を通じて大部分の期間

が新型コロナウイルスワクチン集団接種会場となったため一般利用が制限されたが、利用者数については

ワクチン接種での利用に伴い大幅な増加となった。

（４）地域の見守り体制の整備

社会福祉協議会への委託により「米川あったか便」を運行し、見守り支え合い体制の充実に努めた。

（５）福祉健康まつりの実施（中止）

市民の社会福祉及び健康に対する意識の高揚・啓発を図り明るく生き生きとした社会の形成を目指す

ことを目的に開催されていたが、令和３年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とした。

（６）成年後見制度利用促進体制整備推進事業

地域の関係者、福祉関係団体、法律関係団体、家庭裁判所等が一体的に連携・協力し支援を行う地域

連携ネットワーク体制の整備を図るとともに、その中核機関の設置を図った。

①地域権利擁護ネットワーク協議会…５回開催（委員７名、オブザーバー２名）

②成年後見制度に関する研修会…１回開催（５８名出席）

介護支援専門員、相談支援専門員、医療ソーシャルワーカー出席

③成年後見支援センター設置 令和４年３月１日設置

２ 避難行動要支援者の避難支援体制づくり

（１）災害避難時タクシー利用助成

避難行動要支援者避難支援プラン提出者が避難時にタクシーを使用した際の利用料の一部助成を行っ

た。

申請件数 １件、助成額 １千円

（２）福祉避難所用備蓄品等購入事業

市指定の福祉避難所及び福祉避難所の設置運営に関する協定締結法人へ配備するため、防災資機材及び

消耗品を購入した。

防災資機材（発電機、簡易ベット、プライベートルーム等） ４，８８９千円

消耗品（非常食、衛生用品、救急箱等） ９２２千円

第２項 障害者福祉

地域社会における障害者の状況を的確に把握しながら、在宅または施設生活を支援しつつ、個別に必要な

福祉サービスを提供した。

令和４年３月３１日現在の本市の障害者数は、下表のとおりである。

①身体障害者手帳所持者数 （単位：人）

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計

肢体

視覚

聴覚・平衡

内部 － －

音声・言語 － － －

計

（ ）は内書で１８歳未満。重複障害者は主な障害かつ総合等級で計上している。
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②療育手帳所持者数 （単位：人）

Ａ（重度） Ｂ（中軽度） 計

（ ） （ ） （ ）

（ ）は内書で１８歳未満

③精神障害者保健福祉手帳所持者数等 （単位：人）

１級（重度） ２級（中度） ３級（軽度） 計 精神通院受給者数

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ）は内書で１８歳未満

１ 医療費等の援護

（１）障害者の保健の向上を図るため、重度心身障害者に対して医療費の助成を行った。また、腎臓や心臓

機能障害等の身体障害者に対しては、自立支援医療の公費負担を行った。

①福祉医療（重度心身障害者医療）費助成状況 （単位：人、件、千円）

年度 受給者数 レセプト件数 公費負担額 うち市独自助成 備 考

国民年金法施行令別表１級程

度の障害を有する者又は身体

障害者手帳３級以上、療育手帳

Ａ、精神手帳１級のいずれかを

所持している者に対して助成。

（ ）は内書で後期高齢者医療保険適用分

公費負担割合：県１／２、市１／２

②自立支援医療（更生医療）給付状況 （単位：件、千円）

年度 レセプト件数 公費負担額 自己負担額 備 考

身体障害者手帳の交付を受けている１８歳

以上の者で、その障害を除去・軽減する手術

等の治療により確実に効果が期待できる者

に対して提供される、更生のために必要な

自立支援医療費を支給。

公費負担割合：国１／２、県１／４、市１／４

③自立支援医療（育成医療）給付状況 （単位：件、千円）

年度 レセプト件数 公費負担額 自己負担額 備 考

身体に障害を有する児童で、その障害を除

去・軽減する手術等の治療により確実に効

果が期待できる者（１８歳未満）に対して提

供される、育成のために必要な自立支援医

療費を支給。

公費負担割合：国１／２、県１／４、市１／４

（２）身体障害者及び難病患者の身体の欠損又は機能障害を補うための補装具の購入費又は修理費の補助を

行うとともに、身体・知的障害者及び難病患者の日常生活を容易にするための日常生活用具の給付を

行った。

①補装具費支給状況（対象者：身体障害者、難病患者） （単位：件、千円）

年度 交付 修理 公費負担額 自己負担額 備 考

身体障害者及び難病患者に対して、義肢、

装具、座位保持装置、車椅子、補聴器等の

補装具の購入・借受け・修理費用の一部を

支給。

公費負担割合：国１／２、県１／４、市１／４
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②日常生活用具給付状況（対象者：身体・知的障害者、難病患者） （単位：件、千円）

年度 件 数 公費負担額 自己負担額 備 考

身体・知的障害者及び難病患者に対して、

介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、

在宅療養等支援用具、情報・意思疎通支援

用具、排泄管理支援用具、居宅生活動作補

助用具の購入費用の一部を支給。

公費負担割合：国１／２、県１／４、市１／４

③難聴児補聴器購入費等助成事業実施状況 （単位：人、千円）

年度 交付 修理 公費負担額 自己負担額 備 考

身体障害者手帳を所持しない１８歳未満の

児童に対して、補聴器の購入及び修理費用の

一部を支給。

公費負担割合：県１／２、市１／２

２ 障害福祉サービス等

障害の種別にかかわらず、障害者（児）が地域で自立した生活を送れるよう障害者総合支援法及び児童

福祉法の理念の基に、聴き取り調査や訪問を行い、各々のニーズを把握して障害福祉サービス及び障害児

通所支援事業、地域生活支援事業の支給決定をし、サービスの提供を行った。

①障害福祉サービス等の受給者数 （単位：人）

サ ー ビ ス の 種 類 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

障 害 福 祉 サ ー ビ ス

障 害 児 通 所 支 援

合 計

②障害福祉サービス等の利用状況

サ ー ビ ス の 種 類 
令和 年度 令和 年度

延 実 利用者数 実 績 延 実 利用者数 実 績

居 宅 介 護 ⓐ 人 時間 人 時間

同 行 援 護 ⓐ 人 時間 人 時間

生 活 介 護 ⓐ 人 日 人 日

自 立 訓 練 （ 機 能 訓 練 ） ⓑ 人 日 人 日

自 立 訓 練 （ 生 活 訓 練 ） ⓑ 人 日 人 日

宿 泊 型 自 立 訓 練 ⓑ 人 日 人 日

就 労 移 行 支 援 ⓑ 人 日 人 日

就 労 継 続 支 援 （ Ａ 型 ） ⓑ 人 日 人 日

就 労 継 続 支 援 （ Ｂ 型 ） ⓑ 人 日 人 日

就 労 定 着 支 援 ⓑ 人 人

短 期 入 所 ⓐ 人 日 人 日

療 養 介 護 ⓐ 人 日 人 日

共 同 生 活 援 助 （グループホーム ） ⓑ 人 日 人 日

施 設 入 所 支 援 ⓐ 人 日 人 日

地 域 相 談 支 援 ⓐ 人 人

特 定 障 害 者 特 別 給 付 費  人 人

計 画 相 談 支 援 ・障 害 児 相 談 支 援 
ⓐ

ⓒ 
件 件

児 童 発 達 支 援 ⓒ 人 日 人 日

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス ⓒ 人 日 人 日

保 育 所 等 訪 問 支 援 ⓒ 人 日 人 日

地域生活支援事業 

移 動 支 援 人 時間 人 時間

日 中 一 時 支 援 人 回 人 回

訪問入浴サービス 人 回 人 回

ⓐ：介護給付費、ⓑ：訓練等給付費、ⓒ：障害児通園等給付費により支出。地域生活支援事業は実利用者数 
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③相談支援事業・地域活動支援センター事業の利用状況 （単位：件）

委 託 先 区分 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

相談支援センター しょうせい苑 相

総合相談支援センター ぱれっと 相

地域生活支援センター ウイング
相

地

相談支援事業所Ｒｅｉｋａ 相 －

３ 社会活動参加促進等

軽スポーツの普及や交流を図るため、下松市で第５８回周南３市身体障害者ふれあいフェスタを開催する

こととしていたが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止した。

障害者の体力増進、交流、余暇等の有効活用に資するため、障害者団体に委託し、各種スポーツ・レクリ

エーション教室や障害者スポーツ大会を開催することとし、例年４団体に委託していたが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により事業が実施できなかった。

４ 経済的援助

障害者の経済的負担を軽減するため、各種障害者手当、見舞金の支給や心身障害者扶養共済加入者が納付

した掛金の半額助成を行った。また、障害者の就労を支援するため、就労訓練サポート費等を支給すると

ともに、外出を支援するため、福祉タクシー利用券の交付を行った。

①各種障害者手当等の支給状況 （単位：人、月、千円）

区 分 支給者数 支給延月数 支 給 額 備 考

特 別 障 害 者 手 当 月額 円

障 害 児 福 祉 手 当 月額 円

在 宅 障 害 者 見 舞 金 － 年額 円

在宅障害児介護見舞金 － 年額 円

扶養共済制度掛金助成 － 納付した掛金の 分の の額

各種障害者手当 公費負担割合：国３／４、市１／４

対象者

特別障害者手当：重度障害が２以上あり、常時特別の介護を必要とする２０歳以上の在宅者

障害児福祉手当：常時介護を必要とする２０歳未満の在宅者

在宅障害者見舞金：身体障害者手帳２級以上、療育手帳Ａ・Ｂ、精神障害者保健福祉手帳１級又は特定

疾患を有する２０歳以上の市内在宅者

在宅障害児介護見舞金：身体障害者手帳３級以上、療育手帳Ａ・Ｂ、精神障害者保健福祉手帳１級又は

特定疾患を有する２０歳未満の市内在宅障害児を扶養する者

扶養共済制度掛金助成：山口県心身障害者扶養共済制度に加入し、共済掛金を納付している者

②就労訓練サポート事業実施状況 （単位：箇所、人、千円）

年度 施設数 実利用者数 助成額 備 考

障害福祉サービス（就労系）利用者に対して、就労

訓練経費及び通所経費を支給。

訓練のための経費 １月あたり １５日以上３ １５０円 １５日未満１ ６００円

通所のための経費 １日あたり ２８０円を上限
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③障害者職場実習等支援事業実施状況 （単位：箇所、人、千円）

年度 施設数 実利用者数 助成額 備 考

障害者就業・生活支援センター等が行う職場実習の

利用者に対して、職場実習等支援金を支給。

実習経費支援金 実習等を行った日数×４００円 交通費支援金 実習等を行った日数×２８０円

④障害者就労訓練業務実施状況 （単位：箇所、人、千円）

年度 施設数 実利用者数
単価

（円 時間）
委託額 備 考

就労の機会を提供し、就労に必要な知識や

技能習得につなげるため、市役所内業務を

委託。

⑤福祉タクシー助成事業実施状況 （単位：人、枚、千円）

年度 交付者数 利用枚数 助成額 備 考

次の手帳の所持者で等級等が該当する者

・身体障害者手帳３級以上若しくは腎臓機能障害で

人工透析を受けている通院者

・療育手帳Ａ

・精神障害者保健福祉手帳１級

５ その他の主要事業 （単位：千円）

事業名 事業費 事業内容

視覚支援普及啓発事業

・先輩ママとの子育て勉強会

育児に悩む発達障害（疑）児の家族に対する支援

を目的として、視覚支援を利用した子育て勉強会を

開催した。

開催回数 回

（講師謝礼等： 千円、消耗品費： 千円）

公費負担割合：国１／２、県１／４、市１／４

意思疎通支援事業

・手話奉仕員養成講座

聴覚障害者等への理解を深め、手話によるコミュ

ニケーションができる奉仕員を養成するために講

座を開催した。（委託料： 千円）

・手話通訳者・要約筆記者派遣

聴覚障害者等の意思疎通を支援するために、手話

通訳者又は要約筆記者を派遣した。

（委託料： 千円）

・視覚障害者等情報支援事業

視覚障害者等のために、ごみカレンダー等の点訳

や拡大版の作成、市広報等の音訳を行い、点訳・音

訳奉仕員の募集や講習等を行った。

（委託料： 千円）

全て公費負担割合：国１／２、県１／４、市１／４

東京２０２０パラリンピック

聖火リレー

山口県聖火フェスティバル

下松市採火式

パラリンピックの聖火となる「下松の火」を、

市内の事業所等が作成した凹面鏡により採火した。

（講師謝礼等： 千円、採火式記録作成： 千円、

凹面鏡展示ケース： 千円）
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第３項 老人福祉

「地域包括ケアシステム」の深化・推進を図り、高齢者がいつまでも健康で生きがいをもって安心して

暮らせる社会を目指して次の施策を実施した。

なお、本市の６５歳以上の高齢者は、令和４年３月末で１６，７５１人（高齢化率２９．３％）であり、

前年より１５人の増となっている。

１ 高齢者保健福祉実態調査 （単位：人、世帯）

年度 ひとり暮らし高齢者 在宅ねたきり高齢者
７５歳以上高齢者

ふたり暮らし世帯
調査時点

月 日現在

月 日現在

月 日現在

月 日現在
※ 月 日現在

※令和 年度から、ひとり暮らし対象者の年齢を「６５歳以上」から「７０歳以上」に変更

２ 社会活動への参加促進と生きがい対策

（１）社会活動への参加促進

①老人クラブ助成 ２，３７５千円（５１クラブ）

②公共広場等清掃事業費補助 １，２５０千円

③老人クラブ連合会事務局設置費補助（単独事業） ３４１千円

④老人クラブ連合会活動費補助 ４８８千円

⑤福祉推進バスの運行（単独事業 ※運行先：老人福祉会館「玉鶴」６１８千円

（単位：人）

年度
定 期 運 行

計
花岡 久保 笠戸島

（２）生きがい対策

①高齢者スポーツ・健康づくり活動推進事業

・市シニアスポーツ大会 ０千円 ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

・老人スポーツ普及 ４５０千円

・ゲ－トボ－ル協会助成（単独事業） １９０千円

②高齢者文化活動振興事業

・健康長寿推進大会 ２４千円 ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

③老人集会所の運営（単独事業） １，０３０千円

④助け合い活動事業 ３８９千円
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⑤老人大学校設置運営事業

老人福祉会館「玉鶴」における各種行事

単位：人）

年度
老人大学講座 芸能の日

参 加 者登録者 延べ参加者 修了者

⑥敬老祝金の支給等（単独事業）

年度 受給者数 １人当たり支給額 支給総額

人 千円 千円

人 千円 千円

人 千円 千円
※

※ 人 千円 千円

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による緊急経済対策として、全市民を対象とした

商品券事業を実施したため中止とした。

※令和３年度から、対象者の年齢要件を「７５歳以上」から「７７歳、８８歳、１００歳以上」に変更

・敬老会の開催（単独事業） ９，１４３千円

対象者：７，７８２人（７７歳以上）

※式典は中止し、記念品の配付を各地区で実施

・長寿記念品贈呈 ８９１千円（タオルセット、お茶セット）

対象者：３４１人（８８歳及び１００歳以上）

⑦老匠位選奨事業 （単独事業 平成元年度開始）

（単位：人）

年度 健康・体育 芸術・文化 趣味・教養 生産・創作 社会奉仕 合 計

以前

総 計

３ 在宅福祉の充実

（１）食の自立支援事業 １２，６９８千円（平成９年７月開始）

年 度
昼食

利用者数

昼食

配食数

夕食

利用者数

夕食

配食数

自己負担額

／１食

市民税課税世帯 円

非課税世帯 円

市民税課税世帯 円

非課税世帯 円

市民税課税世帯 円

非課税世帯 円

市民税課税世帯 円

非課税世帯 円

市民税課税世帯 円

非課税世帯 円

※社会福祉協議会に委託
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（２）移送サ－ビス費助成事業 ３２千円（平成２３年４月開始）

年 度 利用実人員 実施回数

（３）はり・きゅう施術費補助 １，２６６千円

延利用人数 ４６０人

（４）在宅ねたきり老人等紙おむつ給付事業 ２，３９７千円（平成９年７月開始）

年 度 利用実人員 延利用者

（５）寝具乾燥事業 ６５千円

実人員 ８人 延利用人数 １２人

（６）高齢者訪問理美容助成事業 ２４千円

実人員 ７人 延利用人数 １２人

（７）介護見舞金 １，７７０千円

支給人数 ５９人

（８）福祉電話

設置台数 ４台 基本料金を負担 ９３千円

（９）緊急通報装置設置 ７，９８６千円

レンタル設置台数 ２７９台

（１０）生活管理指導短期宿泊事業 ４９１千円

実人員 ４人 延利用日数 １４４日

（１１）高齢者バス利用助成事業 １，７６０千円

交付人数 ５３３人 延利用回数 １７，５９７回

１乗車あたり、１００円の割引になる利用券を交付（最大１００枚）

※令和３年度から非課税要件を撤廃し対象者を拡大した。

４ 施設福祉

老人措置入所状況（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム） （単位：人、千円）

施 設 名 実人員 延人員 措置費 徴収金

きさんの里

周防長養園

久楽荘

特養やまなみ荘

計

※実人員は、令和３年度通年での在籍数で、延人員は各月１日現在の在籍者数の合計人数である。

※過年度分は含まない。

５ 訪問介護利用助成事業 ３３２千円

実人数 ２２人
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６ その他

・周南地区福祉施設組合分担金（きさんの里分） ６，４１４千円

・老人福祉会館「玉鶴」運営費 １０，７０６千円

・ふくしの里樹木伐採 １，９８０千円

７ 介護保険関連事業

（１）社会福祉法人利用者負担金軽減事業

社会福祉法人の社会的役割に鑑み、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人が、低所得者で特に

生計が困難である者に対して、利用者負担を減免する制度を本年度も引き続き実施した。

【利用者負担割合】通常の利用者負担額の３／４

（単位：人、千円）

年度 認定者 決算額

※社会福祉法人の負担が算定により一定割合を超えた場合、社会福祉法人に対して公費助成

（２）介護保険料低所得者軽減強化事業

低所得者の介護保険料に公費を投入して保険料の軽減を行った分を特別会計へ繰出した。

【負担割合】国１／２、県１／４、市１／４

（単位：人、千円）

年度 対象者 決算額

※平成２９、３０年度は第１段階、令和元年度以降は第１～３段階の被保険者が対象
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第４項 国民年金

国民年金第１号被保険者が国民年金保険料に上乗せして年金額を増やせる国民年金基金について、広報等に

より周知した。

１ 保険料と年金額 （単位：円）

年度
保険料

月 額

老齢基礎

年 金 額

障害基礎年金額 遺族基礎年金額

１ 級 ２ 級 基本額
加算額

子が 人
計

※老齢基礎年金額は、保険料納付期間が４０年の場合

２ 被保険者の状況（年度末現在） （単位：人、％）

年度

被 保 険 者 数

付加制度

加入者

保 険 料 免 除 者 数

第 号 任意 第 号 計 法定

申請免除計

全額、

半額、

学生

特例

納付

猶予
計 免除率

※徳山年金事務所資料より

（参 考

第１号被保険者…日本国内に住所のある２０歳以上６０歳未満の人

第２号被保険者…厚生年金保険の被保険者・共済組合の組合員

第３号被保険者…第２号被保険者に扶養されている配偶者

任意被保険者…６０歳以上６５歳未満の人、外国在住の２０歳以上６５歳未満の人など

３ 被保険者届出状況 （単位：人）

年度 新規・再取得 種別変更 氏名変更 転居 転入 転出 合計
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第５項 人権推進

１ 人権

人権の尊重を推進するため､研修会や啓発イベント等に参加し、資質の向上を図るとともに、国・県等の

関係機関と連携して、啓発活動に取り組んだ。

２ 男女共同参画の推進

男女があらゆる分野に共に参画し、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる

男女共同参画社会の実現を目指して、「第５次下松市男女共同参画プラン」及び「下松市女性活躍推進計画」

に基づき、セミナーや配偶者等からの暴力防止のための啓発活動等を実施した。セミナーは、それぞれ女性、

男性及び児童、事業所を対象として、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、オンラインで開催した。

３ 人権相談等

人権に関する相談等に対応し、関係機関と連携して、必要な支援を行った。

・毎月第２、４木曜日、人権擁護委員による人権相談を行った。

・職員と専任の相談員により、人権相談、ＤＶ相談及び女性相談を行った。

４ 中村総合福祉センターの事業内容

（１）隣保事業

①運営委員会

②社会調査・相談事業

③同和福祉援護資金貸付金償還業務

④保健健康教室の開催

⑤山口県隣保館連絡協議会との連絡調整、各種研修会参加

（２）コミュニティセンターとしての事業

①教養文化に関する事業

②中村センターまつり（新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止）

③地域交流の推進（中村地区の地域福祉活動の推進）

（ア）中村地区社会福祉協議会

（イ）中村春の小川（シニアクラブ）

（ウ）中村地区自治会連合会

（エ）末武川を愛する会

（オ）中村いいとも会（地域福祉ボランティア団体）

（３）生涯学習、人権啓発の推進

（４）室別年間利用者 （単位：件、千円）

室 名 利用件数 金額

第１会議室

第２会議室

第３会議室

第４会議室

料理実習室

老人集会所

ふれあいホール

計
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第６項 児童福祉・母子等福祉

子ども・子育てを取り巻く様々な問題に対して、社会全体で支援できる環境の整備を進めていくため、令和

２年度から令和６年度までの５か年を対象期間とした「第２期下松市子ども・子育て支援事業計画（くだまつ

星の子プラン）｣に基づき、具体的施策を実施した。

保育ニーズに対応するため、山口県東部ヤクルト販売株式会社による小規模保育施設「おおぞら保育園下松」

（１９人定員）が令和３年４月から新たに開所し、受入れ確保に努めた。

児童の家については、学童保育需要の増加に対応するため、久保児童の家２の建設事業を実施するとともに、

更なる質の向上と運営の安定化を図るため、市内すべての児童の家の民間委託を継続実施した。

下松市子ども家庭総合支援拠点において、子どもとその家庭及び妊娠中の人等からの相談に応じ、必要な支援

を実施するとともに、児童虐待に関する情報共有システムの整備を実施し、相談体制の強化に努めた。

また、安全安心でおいしい給食を安定的に供給できる体制を長期的に維持するため、潮音保育園の給食調理

業務への民間活力導入を進め、公募により、一冨士フードサービス株式会社を選定した。

市立保育園運営状況 （単位：人、千円）

区 分

園 名

職
員
数

定
員

入所人員 年度末 入所延べ人員
保育料

調定額
３歳

未満

３歳

以上
計

３歳

未満

３歳

以上
計

潮音保育園

あおば保育園

計

注：保育料調定額は、現年分のみ。

市外公立保育園への広域入所分として、委託料４，７２４千円あり。

私立保育園運営状況 （単位：人、千円）

区 分

園 名

職
員
数

定

員

入所人員 年度末 入所延べ人員

委託費
保育料

調定額
３歳

未満

３歳

以上
計

３歳

未満

３歳

以上
計

和光保育園

平田保育園

愛隣幼児学園

あい保育園潮音

あい保育園宮前

花岡保育園

くぼ保育園

ﾆﾁｲｷｯｽﾞ下松清瀬

市外の保育園

計

注：保育料調定額は、現年分のみ。

市外の保育園に市外公立保育園は含まない。

認定こども園施設型給付状況（２、３号認定） （単位：人、千円）

区 分

園 名

職

員

数

定

員

入所人員（年度末） 入所延べ人員
公定価格 保育料 委託費

３歳

未満

３歳

以上
計

３歳

未満

３歳

以上
計

認定こども園

末光幼稚園

認定こども園

下松慈光幼稚園

市外の

認定こども園

計
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地域型保育施設運営状況 （単位：人、千円）

区 分

園 名

職
員
数

定
員

入所人員 年度末 入所延べ人員
公定価格 保育料 委託費

０

歳

１

歳

２

歳
計

０

歳

１

歳

２

歳
計

太陽のテラス

ひだまり保育園

ﾆﾁｲｷｯｽﾞ下松末武

おおぞら保育園下松

市外の施設

計

保育所保育料収納状況 （単位：千円）

区 分 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

現年分

調定額

収納額

未納額

過年分

調定額

収納額

未納額

年度計

調定額

収納額

未納額

徴収率

（％）

現年分

過年分

計

不納欠損額

累計未納額

※令和元年１０月から「幼児教育・保育の無償化」開始。

待機児童数状況 （単位：人）

クラス

年度
０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計

助産施設等入所状況 （単位：人、世帯、月、千円）

年度
助産施設 母子生活支援施設

利用人数 委託費 利用世帯数 利用月数 委託費

子育て短期支援事業（ショートステイ）実施状況 （単位：人、日）

年度
共楽園（周南市） 海北園（防府市）

延利用人数 延利用日数 延利用人数 延利用日数

ファミリー・サポート・センター活動状況 （単位：人、件）

年度 会員数 利用件数

− 40− − 41−



病児保育事業実施状況 （単位：人）

年度

施設名

下松市 タツノ子ハウス

周南市

わんぱくの国

モーモーハウス

タムタム

パピー

光市

岩国市
キッズたかもり

ぶちはぴ

山口市 のせ・おおうち病児保育所

年間延利用者数

※タツノ子ハウスの分母値は、市外在住を含めた延利用者数（分子値は、市内在住の延利用者数）。

※タツノ子ハウスは、平成２７年１０月１日開所。

※令和元年度より、居住地にかかわらず、県内の病児保育施設の利用が可能。

学童保育事業実施状況（月平均利用児童数） （単位：人）
施設名

年度

下松 ･ 下松 ･ 久保 東陽 公集 ･ 花岡 花岡 ～ 豊井 中村 ･ ほがらか 合計

※ほがらか児童の家は、平成２７年７月１日開所。

※下松児童の家３及び花岡児童の家３は、平成３０年４月１日開所。

※下松児童の家４及び中村児童の家２は、令和２年４月１日開所。

※花岡児童の家２・３は、令和２年４月１日から第２花岡児童の家へ移設し、同所において花岡児童の家２～５

を開所。

児童手当支給状況 （単位：人、千円）

区 分 延べ児童数 支 給 額

被用者
０～３歳未満

３歳以上～中学校修了前

非被用者 －

特例給付 －

合 計

児童扶養手当支給状況 （単位：人、千円）

年度
全部支給 一部支給 ２子加算 ３子加算

合 計
延人数 支給額 延人数 支給額 延人数 支給額 延人数 支給額

※令和元年度は、支給回数変更に伴う調整年度のため、３か月分増額

母子家庭等援護資金貸付状況 （単位：件、千円）

年度 件 数 金 額
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乳幼児医療費助成状況 （単位：人、件、千円）

年度 区分 対象者数（ 現在） 受診件数 助成額

県制度

市制度

県制度

市制度

県制度

市制度

※平成２８年８月１日から所得制限を完全撤廃（市制度）。

子ども医療費助成状況 （単位：人、件、千円）

年度 区分 対象者数（ 現在） 受診件数 助成額

市制度

市制度

市制度

※平成２６年８月１日開始。

※平成２８年８月１日から対象者を小学校６年生まで拡充するとともに、所得制限を撤廃。

子ども医療費助成状況（中学生入院分） （単位：件、千円）

年度 区分 助成件数 助成額

市制度

市制度

※令和２年８月１日開始（所得制限なし）。

ひとり親家庭医療費助成状況 （単位：人、件、千円）

年度 区分 対象者数（ 現在） 受診件数 助成額

県制度

県制度

県制度

くだまる子育て応援アプリ「母子モ」登録者数状況

（単位：人）

年度 登録者数

※令和４年２月運用開始。

子育てのための施設等利用給付補助 １２，７７８千円（３２人）

令和元年１０月から「幼児教育・保育の無償化」が開始されたことに伴い、認可外保育施設等利用保護者に

対する補助を実施した（国１／２、県１／４、市１／４）。

保育所等整備交付金事業 ２，２７２千円

愛隣幼児学園の防犯対策強化に係る外構工事に対する補助を実施した。

保育所児童の健康支援体制強化事業 ２，１２０千円

保育所等に入所する児童の健康面における対策の充実並びに保育士の業務負担の軽減及び離職防止を図る

ために、平成２９年４月１日以降、新たに保育補助者として看護師等を雇い上げた場合に、その雇用に係る

費用の一部補助を実施した。

愛隣幼児学園：１，３６１千円 ひだまり保育園：７５９千円
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３ 各扶助費別生活保護費の状況

扶助別構成比は、医療扶助５４．９％、次いで生活扶助２３．４％となっており、依然として医療扶助

が占める割合が高い状況である。

医療扶助の割合が高い理由として、ジェネリック医薬品の普及指導や適正受診指導などの効果が一定数

表れたものの、被保護世帯の多くが高齢者または傷病・障害者世帯で占められており、入院・通院だけで

なく手術等に高額な医療費がかかるためである。

単位：千円、％

年度 区 分
生活

扶助

住宅

扶助

教育

扶助

医療

扶助

介護

扶助

その他

扶助

施設

事務費
計

金 額

構成比

金 額

構成比

金 額

構成比

金 額

構成比

金 額

構成比

４ 保護の開始、廃止の理由別の状況

前年度に比べると、開始件数は増加し、廃止件数は減少した。

保護開始の原因は、「世帯主の傷病」、「働きによる収入の減少、喪失」のほか、「その他」として預貯金

の減少により生活保護に至るケースが増えている。

保護廃止の原因は、例年どおり「死亡、失踪、転出」が最も多く、次いで「働きによる収入の増加、

取得」となっている。

（１）開始理由別世帯数 （単位：世帯、％）

区分 件数（前年度） 構成比（前年度）

世帯主の傷病

働きによる収入の減少、喪失

老齢のため働くことが困難

年金・仕送り等の減少、喪失

その他（預貯金等減）

計

（２）廃止理由別世帯数 （単位：世帯、％）

区分 件数（前年度） 構成比（前年度）

死亡、失踪、転出

働きによる収入の増加、取得

年金、仕送り等の増加

施設入所

引取り扶養

その他

計
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第４款 衛 生 費

第１項 保健衛生

１ 医療対策

日曜日や年末年始等の休日における救急医療体制を確保するため、１次救急医療（主に入院治療の必要が

なく、帰宅可能な患者への対応機関）及び２次救急医療（主に入院治療を必要とする重症患者への対応機関）

を実施した。

（１）１次救急医療

内科診療を文化健康センター内の休日診療所で提供し、外科診療は在宅当番医制により実施した。

（単位：人、日）

区 分 内科系（休日診療所） 外科系（在宅当番医） 合計

診療人数

１日当り平均人数

診療日数

（２）２次救急医療

周南３市による周南地域救急医療対策協議会を設置し、圏域内の病院群輪番制により実施した。このう

ち、徳山中央病院は小児救急医療拠点としての機能を有している。

（単位：人、日）

区 分
休日 夜間

診療日数 下松市 他市 診療日数 下松市 他市

徳山医師会病院

徳山中央病院

周南記念病院

光総合病院

新南陽市民病院

合計

小児救急医療拠点

（徳山中央病院）

※他市には、周南市、光市以外の地域の患者を含む

２ 母子保健対策

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画「くだまつ星の子プラン」に基づき、各種教育・相談指導事業、

各種健康診査、保健推進員活動等を実施した。

（１）教育・相談指導事業等 （単位：回、人）

区 分

事業名
実 施 回 数

参加 実施

実 人 員

参加 実施

延 人 員

母子健康手帳交付

母親学級
妊婦

妊婦の夫等

妊婦

妊婦の夫等

赤ちゃんランド 中止

育児相談

離乳食教室

元気っ子教室 組 組

育児サークルの育成 中止

ことばの相談

歯科相談

※中止…新型コロナウイルス感染拡大防止のため
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（２）健康診査

①妊婦健康診査 （単位：人）

実施回数 受診者数

１回目

２回目

３回目

４回目

５回目

６回目

７回目

８回目
検査なし

検査あり

９回目

１０回目

１１回目

１２回目

１３回目

１４回目

クラミジア検査

合 計

令和３年度中の妊娠届出数は４９０人であった。

②妊婦歯科健康診査 受診者数 ２４６人

③乳幼児健康診査 （単位：人、％）

区 分

種 別

対
象
者
数

一 般 健 康 診 査 歯科健康診査

受診者数

（率）

総 合 判 定

受診者数

（率）

異
常
な
し

要
観
察

要
精
査

要
治
療

医
療
管
理
中

１か月児 （ ） －

３か月児 （ ） －

７か月児 （ ） －

１歳６か月児 ） （ ）

３歳児 （ ） （ ）

（３）保健推進員活動 （単位：件、人）

区分 件数

研修
市主催の研修（報酬あり）

その他の研修（報酬なし）

家庭訪問 母子関係

妊婦

３か月健診勧奨（こんにちは赤ちゃん事業）

３歳児健診勧奨

「子育ての集い」関連訪問

業務協力
母子関係

健康診査

育児相談

母親学級・赤ちゃんランド

元気っ子教室

ママ☆スマイルさろん

成人関係 健康診査・健康教室
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（４）訪問指導 （単位：人）

種別
市保健師 パート助産師 合 計

実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員

妊婦

産婦

新生児

未熟児

乳児※

幼児

合計

※再掲：養育支援訪問事業として２３件（実人員）

（５）不妊治療費等助成事業 （単位：件）

助成区分 市・県事業
市事業

（所得制限無）
合計

一般不妊治療

特定不妊治療 －

（再掲）男性不妊治療 －

人工授精

不育症治療

６）５歳児発達相談事業

公認心理師、地域コーディネーター、言語聴覚士及び就学担当者等の専門職による発達相談

対象者数  人 
相談希望者 人

相談会開催日回数 回

相談会参加者 人

（７）未熟児養育医療助成事業

給付対象者数 人

給付延べ日数 日

３ 子育て世代包括支援センター事業

保健センター内の子育て世代包括支援センター「ハピスタくだまつ」において、妊娠期から子育て期までの

包括的な健康の保持・増進に関する支援を行った。

（１）産後ケア事業

区分 実人員 延人員 利用日数（平均）

宿泊型 日（ 日）

日帰り型 日（ 日）

アウトリーチ型 日（ 日）

（２）産前・産後サポート事業

①ママ☆スマイルさろん

実施回数２３回 実人員３１人、延人員８５人

※令和２年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、個別予約制にて実施

②産前・産後サポーター派遣事業

訪問介護事業所（４か所）に委託して実施

実人員６人、延利用日数３８日

※令和３年度から実施

③プレママ相談会ｉｎわかば

令和元年度試行的実施。令和２・３年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止
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（３）子育て支援センターとの連携

子育て支援センターへの出張育児相談

４か所、計１３回実施、延１６８人参加

（４）産婦健康診査事業 （単位：人）

受診者数

結果

フォロー不要
産科で継続

した支援

他医療機関

へ紹介
市での指導

産後２週間

産後１か月

４ 健康づくり・食育推進対策

（１）市民の健康づくりのための知識の普及・啓発事業 （単位：回、人）

事業名 内容 対象 回数 参加者数

食育

食生活改善講座 講話と調理実習 一般 中止

子ども・親子料理教室 講話と調理実習

小学 年生、 歳児

から小学３年生までと

その親

中止

講話と調理実習 ～ 歳代 中止

若い世代における食育の

普及啓発事業
試食 歳児とその親 中止

わが家の野菜レシピ募集
中学 年生、小学 年生、

幼児

「親子の日フェスタ」への

参画

試食、食育活動の

紹介
親子、一般 中止

食生活改善推進員育成支援 研修 食生活改善推進員

食生活改善推進員養成講座
食生活改善推進員

の養成
一般 中止

食生活改善推進員の

自主活動

健康講座 一般

おやこの食育情報

提供
歳児とその親

情報提供 一般

歯科・口腔

むし歯予防の啓発
園児に啓発グッズ

の配布
市内 園

親と子のよい歯の

コンクール

コンクール 歳児とその親 中止

表彰式 一般 中止

歯科保健啓発事業 啓発用映像制作 一般 － －

自殺対策

ストレス相談
臨床心理士による

相談
一般

ゲートキーパー養成講座 講話 一般等

たばこ対策

たばこの害の啓発
普及啓発 一般等

出前健康教育 児童

若い世代の健康診査

健康診査
～ 歳

結果説明会

若い女性のための

健康セミナー
講話、実技 ～ 歳代

その他

健康づくり作品の募集 児童・生徒

※中止…新型コロナウイルス感染拡大防止のため
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（２）わが家の野菜レシピ集の作成 ７，５００部

（３）健康づくり自主グループの育成

運動を中心とした健康づくりグループ ５グループ

食生活を中心とした健康づくりグループ １グループ

（４）くだまつ健康マイレージ事業

県との協働事業である「くだまつ健康マイレージ事業」の拡充に取り組んだ。

特典カード交付者 ４７人

５ 成人保健対策

（１）健康教育、（２）健康相談、（３）健康診査（被保護者等健康診査、肝炎ウイルス検査、胃がん検診、

大腸がん検診、肺がん検診、子宮がん検診、乳がん検診、前立腺がん検診等）、（４）訪問指導等を実施した。

（１）（２）（４）の６５歳以上向け実施した事業は、地域支援事業として別掲。

（１）健康教育 （単位：回、人）

年齢区分 開催回数 参加延人員

歳以上

注
再
掲

歳未満

歳以上

注 上記のうち 回は、 歳未満と 歳以上の混合開催

（２）健康相談 （単位：回、人）

年齢区分 開催回数 被指導延人員

歳以上

注
再
掲

歳未満

歳以上※

注 上記のうち 回は、 歳未満と 歳以上の混合開催

※もの忘れ相談（再掲） ５回実施 被指導延人員６人

（３）健康診査

①被保護者等健康診査 （単位：人、％）

対象者 受診者 受診率
指 導 区 分 別 人 数（ 歳未満）

情報提供 動機付け支援 積極的支援 受診勧奨

②肝炎ウイルス検診状況

４０歳以上の国保加入者で過去に肝炎ウイルス検査を受けたことがない者が対象。

特定健康診査（集団検診）時のみ検診が可能。

（単位：人）

受診者 判定結果

Ｃ＋Ｂ型 Ｃ型のみ Ｂ型のみ Ｃ型①②③ Ｂ型陽性

※Ｃ型肝炎ウイルス検診結果①②③は、感染している可能性が極めて高い場合に陽性と判定。

③歯周疾患検診状況（ 歳、 歳、 歳、 歳の人） （単位：人、％）

対象者 受診者 受診率
検診結果

異常なし 要指導 要検査
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④がん検診状況 （単位：人、％）

項目

種別

対
象
者

受
診
者

受
診
率

要
精
検
者

要
精
検
率

精 検 結 果 （
未
把
握
含
む
）

要
精
検
未
受
診
者

が
ん

が
ん
の
疑
い

そ
の
他

異
常
な
し

胃がん
Ｘ線

内視鏡

大腸がん

肺がん

子宮がん

乳がん

前立腺がん

※対象者は国の報告に準じ、該当年齢の全住民数とした。

※胃がん、子宮がん、乳がん検診受診率＝（「前年度受診者数」＋「当該年度の受診者数」－「前年度及び

当該年度における２年連続受診者数」）÷「当該年度の対象者数」×１００

⑤推定食塩摂取量検査 １９９人（延べ人数）

（４）訪問指導 （単位：人）

実人員 延人員

健診等の要指導者等

閉じこもり予防

寝たきり者

認知症高齢者

介護家族者

その他（含む多受診・重複受診）

合 計

再

掲

歳～ 歳未満

歳以上

（５）地域支援事業：一般介護予防事業

①介護予防普及啓発事業･･･前述の（１）（２）（４）の６５歳以上枠部分

②地域介護予防活動支援事業 （単位：回、人）

実施回数 実人員 参加者延数

ボランティア育成のための研修会

地域支援活動組織への支援・協力等

・認知症予防教室 脳ひらめき教室 市内２２か所（月１回）２９７ 人が活動中。

・「くだまつサンサン体操」の普及啓発のため、体操普及ボランティア交流会を１回実施した。

・くだまつサンサン体操自主活動グループが市内１９か所、３２９人の参加により活動中。

（６）肺がんＣＴ検診補助事業 （単位：人、％）

受診者
要精密

検査者

要精密

検査率

精密検査

受診者数

精密検査結果内訳

肺がん
その他の

肺疾患
肺結核 その他 異常なし
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６ 感染症予防対策

（１）定期予防接種状況 （単位：人、％）

区 分

接 種 名
対象者 接種者 接種率

四種混合（百日せき・ジフテリア・破傷風・ポリオ）

二種混合（ジフテリア・破傷風）

麻しん風しん（ＭＲ） ・ 期

日本脳炎

ＢＣＧ

ポリオ（不活化ワクチン）

子宮頸がん ※１

ヒブ

小児用肺炎球菌

水痘

Ｂ型肝炎

ロタウイルス ※２

インフルエンザ（高齢者）

高齢者肺炎球菌

※１ 平成２５年６月から令和４年３月まで積極的勧奨差し控え

※２ 令和元年１０月から定期接種開始

（２）長期療養者の定期接種の機会の確保（定期予防接種） ０件

（３）風しん予防接種費用助成

接種者数 ３９人 （単位：人）

ワクチン種別
麻しん風しん混合ワクチン

風しん単独ワクチン

接種者区分
妊娠を希望する女性

妊娠中の女性の配偶者

（４）緊急風しん抗体検査事業 （単位：人）

周知文発送者数

内

訳

～ 生まれ

転入者

抗体検査

予防接種

※国の緊急風しん抗体検査事業として、令和元～６年度の期間で実施

※対象者 ～ 生まれの男性

（５）インフルエンザ予防接種費用助成 （単位：人）

対象者（中学３年生） 助成人数

※令和２年度より開始

７ 保健センター利用状況 （単位：人）

室 名 事 業 名 利用者数

健診ホール 健康診査、育児相談、体操教室等

相談室 健康相談、もの忘れ相談、ことば相談、母子相談等

健康増進室 健康増進、機能訓練等

保健指導室 健康教室、母親学級、離乳食教室等

栄養指導室 健康教室等

合 計
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第２項 環境衛生

１ 新斎場周辺環境整備（道路橋りょう新設改良費・公園緑化費）

新斎場建設に伴い、地域住民及び周辺地域の生活環境の向上に資するため、環境整備事業を実施した。

・道路橋りょう新設改良費－道路改良（新斎場周辺環境整備） ３，１００千円

○中島町生活道改修工事 ※繰越明許（前払金のみ）

・公園緑化費－公園等改良（新斎場周辺環境整備） ５，０２７千円

○下松埠頭公園フェンス設置工事

２ 狂犬病予防対策

飼い犬の登録数は、２，７４０頭で昨年度に比べ若干増加した。狂犬病予防注射は、集合注射を４月に

市内２３会場で実施し、動物病院での接種を含め注射頭数は、２，３５２頭であった。

野犬の苦情に対応するため周南環境保健所と協力し、野犬１７４頭を捕獲した。

３ 市営墓地管理

樹木剪定（大谷第１墓地樹木剪定、大谷第２墓地樹木伐採）を行った。

・樹木剪定 １，１０１千円

市営墓地改修（旗岡墓地法面改修、旗山閣梁ほか補修）を行った。

・市営墓地改修 ４，１２５千円

各墓地敷地内の草刈やごみ置場のごみ回収を実施した。

第３項 公害対策

１ 大気

大気汚染防止については、いおう酸化物（トリエタノールアミン法１５ヶ所）で、降下ばいじん（デポジッ

トゲージ法７ヶ所）で毎月測定を実施した。測定結果については、いおう酸化物濃度、降下ばいじん量ともに

低い水準で推移している。

・大気分析委託（いおう酸化物及び降下ばいじん分析） １，３０９千円

２ 悪臭

悪臭の飛散防止については、市内の４事業場において調査を行ったが、全事業場で規制基準を満たしている。

・悪臭分析委託（アンモニア等の分析） ６８２千円

また、野焼きによる臭気や煙などの苦情が１５件あり、野外焼却抑制を指導した。

３ 水質

水質汚濁防止については、５河川及び公害防止協定を締結している６事業場における排水の水質調査を実施

した。

調査結果については、河川の環境調査では、大腸菌群数について、切戸川、末武川（末武橋）が高い数値で

あった（表１）。事業場排水の調査では、全ての地点で規制基準値以下であった。

・水質分析委託（河川及び事業場排水の分析） ６７１千円

表１ 河川の水質 （単位：BOD,SS mg/ℓ、大腸菌群数 mpn/100mℓ）

河川名

項目
平田川 切戸川

末武川

（末武橋）

末武川

（温見）
大藤谷川

清沢川

（上流）

清沢川

（下流）

ＰＨ

ＢＯＤ

ＳＳ

大腸菌群数

※ とは、定量下限値未満

また、地下水のテトラクロロエチレン等の汚染状況の監視のため、末武地区２ヶ所と駅南地区２ヶ所の井戸

で調査を行った。

地下水の追跡調査では、駅南地区の１ヶ所で環境基準値を超えたテトラクロロエチレンが検出されている

（表２）。

・地下水調査手数料（テトラクロロエチレン等の分析） ３６３千円
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表２ 地下水追跡調査結果（テトラクロロエチレン） （単位：㎎/ℓ）

調査年月日
末武地区 駅南地区

潮音町３丁目 潮音町２丁目 駅南２丁目 駅南ロータリー

－ －

－

－ －

－

※ とは、定量下限値未満

※環境基準値 ㎎/ℓ以下

４ 騒音・振動

騒音・振動の防止については、幹線道路の自動車騒音常時監視、道路交通振動測定及び環境騒音測定を実施

した。道路交通振動測定及び環境騒音測定結果は、環境基準値の範囲内であった。

自動車騒音常時監視は２区間の面的評価を行った（表３）。

・自動車騒音常時監視業務委託 １，２６５千円

表３ 自動車騒音常時監視調査結果

評価対象道路 評価区間
環境基準

達成率

評価対象

住居戸数

昼間・夜間

基準値以下

山陽自動車道 ％ 戸 戸

県道笠戸島線 ％ 戸 戸

県道笠戸島公園線 ％ 戸 戸

県道下松新南陽線 ％ 戸 戸

※面的評価とは幹線道路を一定区間ごとに区切って評価区間を設定し、評価区間内の代表となる１地点の

等価騒音レベルを測定することにより、評価区間内の道路端から５０ｍの範囲にあるすべての住居等の

等価騒音レベルを推計し、環境基準を達成した戸数や割合を評価するものである。

５ 不法投棄対策

廃棄物不法投棄対策については、市職員による環境パトロール及び市民からの通報により早期発見・早期

回収に努めた。また、ポイ捨て禁止及び飼い犬のふん害防止の看板を自治会等へ貸し出したほか、ラミネート

ポスターの配付を行った。

６ 地球温暖化対策

地球温暖化対策については、平成２０年度に設立された下松市地球温暖化対策地域協議会に助成を行い、

啓発活動を中心に取り組むとともに、小学校において環境学習等を実施した。

７ 高濃度ＰＣＢ廃棄物処分

公共施設で使用していた高濃度ＰＣＢを使用している電気機器について、処分を行った。

・手数料（高濃度ＰＣＢ廃棄物処分手数料） １，６０２千円

・委託料（高濃度ＰＣＢ廃棄物収集運搬） １５４千円

第４項 清掃事業

１ ごみ処理

（１）ごみ処理量 （単位： ）

大別

種別

可 燃 系 不 燃 系 合 計

ごみ 資源 計 ごみ 資源 計 ごみ 資源 計

直営

委託

持込
－

－

処理量

計
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（２）集団回収量 （単位： ）

種類

年度
紙パック 新聞 雑誌 ダンボール 繊維 金属類 ペットボトル びん 合計

実施団体数 団体 回収報奨金交付額 円

・移動式機密処理車による処分量 ㎏

（３）リサイクル率 （単位： ）

区分

年度

ごみ処理量 集団回収量 総排出量
直接資源化量

可燃系資源

恋路余熱

利用発電

恋路焼却灰

セメント原料化

えこぱーく

選別後資源量
集団回収量 総資源化量

～

リサイクル率

（４）ごみ処理委託

家庭ごみ収集運搬業務９コ－スすべてを民間業者に委託した。

①廃棄物収集運搬 円

・家庭ごみ収集運搬（９コ－ス） （ 円）

・不燃物収集運搬（笠戸島） （ 円）

・可燃系資源収集運搬 （ 円）

・小型家電品収集運搬 （ 円）

・不燃物中継基地運搬 （ 円）

②不燃物積込 円

・東海岸通り中継基地不燃物積込 （ 円）

・不燃物分別 （ 円）

・不燃物解体 （ 円）

③町内清掃等ごみ収集運搬 円

・町内清掃ごみ収集運搬 （ 円）

・河川清掃ごみ収集運搬 （ 円）

・死亡犬猫収集運搬 （ 円）

④可燃系資源の売却による歳入 円

（５）指定ごみ袋販売業務等委託

①指定ごみ袋製作 円

・可燃系 枚 ・不燃系 枚

②指定ごみ袋保管配送 円

・ 箱（ 箱 枚×50セット）

③指定ごみ袋販売 円

・可燃系 枚 ・不燃系 枚

・取扱店 店舗（令和 年 月末現在）

④指定ごみ袋販売による歳入 円

（６）生ごみ処理等購入補助

家庭から排出される生ごみの減量化及び再資源化意識の高揚を図るため、補助金を交付した。

・電動処理機 件 円 ・非電動処理容器 件 円
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（７）啓発活動

・クリーンアップ推進員へ活動の手引きを配布（委嘱人数 名）

・自治会、小学校等でくだまつ行政講座を実施（ 回 受講者 名）

・｢家庭ごみ収集カレンダー｣を全戸配布（ 月）

・ごみ分別アプリ「星ふるまちの分別マスター」

日本語版配信（令和 年 月末 利用 件） 英語版配信（令和 年 月末 利用 件）

２ し尿処理

（１）し尿収集の状況

区 分 単位 令和元年度 令和 年度 令和 年度

定
額
制

人 数 割 人

回
数
割

ヶ月 回 箇所

ヶ月 回 箇所

ヶ月 回 箇所

従量制
定期

ℓ
臨時

臨 時 加 算 回数

困難割
定期

回数
臨時

収 集 量 ℓ

収集委託料 千円

（２）し尿処理の方法

汚水処理一元化による効率化を図るため、老朽化した衛生センターの水処理施設は廃止し、平成２７年度

からは、し尿及び浄化槽汚泥全量を希釈して公共下水道の平田ポンプ場へ投入後、浄化センターに圧送され

一体処理が行われている。令和３年度の圧送量は、１７２，６９２㎥（光市分５，４４３㎥含む）であった。

受入及び前処理施設である衛生センターは、引き続き包括的民間委託により維持管理を行った。

（３）し尿処理量 （単位： ）

年 度
委託分

（生し尿）

許可分

（浄化槽）

※一部生し尿含む

合 計許 可 分 の 内 訳

一般家庭 公共施設 事業所等

※この他、光市からの受入分として、平成３０年度は生し尿４５９ 及び浄化槽汚泥４９５ 、

令和元年度は生し尿４９０ 及び浄化槽汚泥６７０ 、令和２年度は生し尿６３４ 及び

浄化槽汚泥５５２ 、令和３年度は生し尿５３１ 及び浄化槽汚泥５５９ がある。

（４）浄化槽設置整備事業

下水道事業認可区域外の地域における生活環境の保全と公衆衛生の向上を図るため、浄化槽の設置者に

対し、設置費用の一部を補助する浄化槽設置整備事業を引き続き実施した。また、下水道事業認可区域内

にあっても、下水道の整備が当分の間見込まれない一部地域にも、市単独で設置費用の一部を補助する

事業を実施している。

○認可区域外

設置基数 １４基

（米川：２、笠戸：２、生野屋：２、豊井：１、河内：１、切山：２、山田：２、東和：２）

補助総額 ６，６１５千円 （国１／３・市２／３負担）

○認可区域内

設置基数 １０基

（末武：１、豊井：７、河内：１、南花岡：１）

補助総額 ４，５７２千円 （市が全額負担）
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第５款 労 働 費

第１項 勤労者福祉対策

１ 下松市勤労者総合福祉センターの管理

（１）施設の管理運営

勤労者の福祉の充実と勤労意欲の向上を図り、雇用の促進と職業の安定に役立てるための施設

「下松市勤労者総合福祉センター」の管理運営について、 公社 下松市シルバー人材センターを

指定管理者として１５，２０７千円を支出した。

（２）施設の利用状況

利用者数 （単位：人）

区 分 令和元年度 令和 年度 令和 年度

文化

交流

施設

第１会議室

第２会議室

文化教養室

研 修 室

体

育

室

ソフトバレー

卓 球

バドミントン

その他スポーツ

スポーツ以外

トレーニング室

シャワー室

多目的広場

合 計

利用料金 （単位：円）

区 分 令和元年度 令和 年度 令和 年度

利用料収入

（３）施設の改修

令和２年度から令和３年度にかけて下松市勤労者総合福祉センターを改修するため、本体工事及び

工事監理を実施し、９６，３０６千円（繰越明許費）を支出した。

実施状況 （単位：円）

業務名 契約金額 令和 年度 令和 年度

実施設計

天井耐震診断

工事監理

建築主体工事

機械設備工事

電気設備工事

合 計

２ 公社 下松市シルバー人材センター助成

勤労意欲のある高年齢者に対し、多様な就業機会を提供する 公社 下松市シルバー人材センターに

対し、事業に係る経費の一部を助成した。

助成状況 （単位：千円）

令和元年度 令和 年度 令和 年度

３ 中小企業退職金共済制度

中小企業勤労者の退職金共済制度への新規加入を促進するため、掛金の一部を助成した。

助成状況 （単位：件、人、千円）

令和元年度 令和 年度 令和 年度

件数 対象従業員数 金額 件数 対象従業員数 金額 件数 対象従業員数 金額
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第６款 農林水産業費

第１項 農業委員会

毎月開催される定例総会において、農地法、農業経営基盤強化促進法に基づく案件の処理を行った。

また、農業委員及び農地利用最適化推進委員の任期満了に伴い、令和２年７月２０日から３年間新しい体制で

業務を推進することとなった。

許可事務等処理実績

区 分 内 容 件 数
面 積（㎡）

田 畑 合 計

第 ３ 条
所有権移転

賃借権設定

合 計

第 ４ 条

許 可

届 出

条 項 外

第 ５ 条
許 可

届 出

合 計

地目変更
現 況 証 明

法務局照会

合 計

水田埋立 畑 地 造 成

通信事業者 設 置 協 議

第 １８ 条 許可・通知等

農業経営基盤強化促進法

利用権の設定

荒廃農地調査
勧 告 実 施

意 向 調 査

そ の 他

和解の仲介

耕 作 証 明 農耕用軽油減税等 件（ 条添付 件）

その他証明
転用証明の再交付 件

買受適格証明 件

税務署照会等

贈与税納税猶予適格者証明 件

相続税納税猶予適格者証明 件

引き続き農業経営を行っている旨の証明 件

納税猶予対象地利用状況確認 件

相続の届出 届出の受理

諮 問 答 申 農業振興地域整備計画の一部変更
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第２項 農業振興

１ 農業振興費

（１）農業公園管理運営

指定管理者である下松市農業体験型交流施設管理委員会に対して、管理運営費５，０００千円を支出した。

市民対象のニンニクや野菜づくりなどの農業体験は、新型コロナウイルス感染症対策を行いながら実施

したが、農業公園秋まつりや夏季朝市などのイベント開催は中止した。

農業体験の実施状況

区 分
参加人数（人）

内 容
年度 年度 年度

一 般 コース（ニンニク・さつまいもづくりほか）

団 体 団体（幼保育園 園・小中学校 校など）

合 計

また、１１月５日から１１月２３日の期間で「かかしコンテストファイナル」を開催し、農業公園の農村

風景に彩りを添えるとともに、農業への関心向上を図ったが、新型コロナウイルスの感染防止対策の観点

から表彰式は中止した。

（２）農業公園整備

単独市費事業で農業公園舗装改良工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

農業公園舗装改良工事 舗装改良等

（３）鳥獣被害対策

下松市鳥獣被害対策実施隊設置要綱に基づき有害鳥獣の捕獲や情報収集を実施する下松市鳥獣被害対策

実施隊員への報酬１，５１４千円及び捕獲した有害鳥獣に対する報償費１，９９１千円を支払うとともに、

イノシシやサル等の野生鳥獣による農作物の被害を未然に防止するため鳥獣防除柵等（電気柵、ワイヤー

メッシュ等）の設置経費を補助（単市事業１／２補助）し、市内の鳥獣被害の防止、軽減に努めた。

捕獲の実施状況

区 分
イノシシ

（頭）

サル

（匹）

タヌキ

（匹）

アナグマ

（匹）
捕獲期間

年度 ～

年度 ～

年度 ～

鳥獣防除柵等の設置支援状況

区 分 事業費（千円） 補助額（千円） 件数 設置延長（ｍ）

年度

年度

年度

電 気 柵

ワイヤーメッシュ

防獣ネット他

（４）担い手の育成

地域農業の振興を図るため、農地の利用権設定等の集落営農推進に努めると共に、地域営農の確立及び

地域の農地を守る担い手の確保に向け、山口県農業協同組合周南統括本部（以下「ＪＡ周南統括本部」

という。）、周南農林水産事務所等と連携し、法人化への誘導、新規就農者の相談、認定農業者・認定新規

就農者の掘り起こしなどに努めた。

①農業次世代人材投資事業

次世代を担う農業者となることを志向する経営開始直後の新規就農者に対して、事業資金を交付した。

交付対象件数 年間交付額（千円） 交付期間

平成 年度から 年間
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②新規就農者農地確保支援事業

公益財団法人やまぐち農林振興公社が農用地を借り受け、新規就農者に無償で貸し付けるために必要な

経費を補助した。

事業実施主体 年間交付額（千円） 交付期間

公益財団法人やまぐち農林振興公社 平成 年度から 年間

③新規就農者支援事業

認定新規就農者を支援するため、就農初期段階で必要な経費の一部について補助金を交付した。

交付対象件数 交付額（千円）

（５）農業振興対策事業

ＪＡ周南統括本部花き生産部会下松支部の活動支援やＪＡ周南統括本部の行うユリ等の球根購入経費の

補助、生産農家へパイプハウス設置や暗渠排水施設整備に対する経費の一部を補助し、市内農家の技術の

向上と生産量の増加を図り、農家の生活向上に努めた。

（単位：千円）

事業名

年度 年度 年度

事業費 事業費 事業費うち

補助額

うち

補助額

うち

補助額

花き栽培講習費補助事業

ユリ等園芸作物振興助成事業

パイプハウス設置助成事業

暗渠排水対策事業

合 計

（６）経営所得安定対策等推進事業

「水田フル活用ビジョン」に基づき、周南地域の多様な自然条件と水田を有効活用し、地元消費者が求め

る多様な農産物を生産拡大・販売する「地産地消」を推進するとともに、「生産したものを売る時代から

消費者が求める農産物を生産する時代へ」の転換を図るため、ＪＡ周南統括本部等関係機関と連携し取組に

努め、周南地域農業再生協議会に対し７３５千円を補助した。

（７）中山間地域等直接支払交付金

農業生産条件の不利な中山間地域等において、農用地を維持・管理していくための取決め（協定）を締結

し、協定に基づき農業生産活動等を行う集落等に、面積に応じて交付金を交付した。

対象集落
対象農用地面積

（ ）

年間交付額

（千円）
対象期間うち市交付額

（千円）

大藤谷集落 令和 年度～令和 年度

赤谷集落 令和 年度～令和 年度

合 計

（８）多面的機能支払交付金

農業振興地域の農用地区域内の農地を対象に、地域の組織的な共同活動を支援するため、４つの保全会に

対して交付した。

活動組織 活動面積（ ） 金額（千円） 事 業 期 間

切山上環境保全会 令和元年度～令和 年度

赤谷保全会 令和元年度～令和 年度

黒杭保全会 令和 年度 ～令和 年度

大藤谷保全会 平成 年度～令和 年度

合 計

（９）下松市農業改良普及協議会

休耕田管理と地域活動の支援として、協議会に対し５２１千円を補助し、レンゲなどの景観作物を植え、

耕作放棄地の拡大防止や農村景観の維持を図ったほか、地域米の消費拡大、学校給食支援や幼稚園等が栽培

する野菜の種苗支援を実施し、地産地消の推進を図った。
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第３項 土地改良事業

１ 農地費

（１）業務委託

国庫補助事業及び単独市費事業で切山地区大原ため池測量調査設計業務委託ほか１９件の業務委託を

実施した。

業 務 名 金額（千円） 委 託 内 容

切山地区大原ため池測量調査設計業務委託ほか 測量・調査・設計等

（２）水路改良工事

単独市費事業で大藤谷地区暗渠排水改良工事ほか１件の改良工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

大藤谷地区暗渠排水改良工事ほか 暗渠排水改良等

（３）補修工事

単独市費事業で添谷地区前田水路補修工事ほか３０件の補修工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

添谷地区前田水路補修工事ほか 農道・水路等の補修等

単独市費事業（繰越）で農道浴条１号線山田川橋梁補修工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

農道浴条１号線山田川橋梁補修工事 橋梁補修（繰越分）

（４）農振地域整備工事

単独市費事業で山田地区石割水路改良工事ほか８件の改良工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

山田地区石割水路改良工事ほか 水路改良等

（５）ため池整備工事

単独市費事業で来巻地区大蔵東ため池仮設道撤去工事ほか２件の工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

来巻地区大蔵東ため池仮設道撤去工事ほか 仮設道撤去等

（６）浸水対策工事

単独工事で藤光可動堰堰板撤去工事ほか３件の工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

藤光可動堰堰板撤去工事ほか 堰板撤去等

（７）水路整備

単独市費事業（繰越）で大藤谷地区暗渠排水整備工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

大藤谷地区暗渠排水整備工事（繰越） 暗渠排水整備（繰越分）

（８）東幹線水路改修事業負担金

東幹線水路改修事業（上下水道局）の施工に伴う市負担金を支出した。

事 業 名 金額（千円） 事 業 内 容

東幹線水路改修事業 改修工事

東幹線水路改修事業（上下水道局（繰越））の施工に伴う市負担金を支出した。

事 業 名 金額（千円） 事 業 内 容

東幹線水路改修事業（繰越） 改修工事（繰越分）
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第４項 林業振興

１ 林業振興費

（１）業務委託

国庫補助事業及び単独市費事業で山田西ヶ浴森林施業業務委託ほか１４件の業務委託を実施した。

事 業 名 金額（千円） 委 託 内 容

山田西ヶ浴森林施業業務委託ほか 搬出間伐等

単独市費事業で下松市森林所有者意向調査実施計画策定業務委託を実施した。

事 業 名 金額（千円） 委 託 内 容

下松市森林所有者意向調査実施計画策定業務委託 実施計画策定

（２）林道等改良工事

単独市費事業で石合林道改良工事ほか１件の工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

石合林道改良工事ほか 砂利舗装等

（３）小規模治山工事

県補助事業で切山地区二本木地区小規模治山工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

切山二本木地区小規模治山工事 法面工

（４）林道等補修工事

単独市費事業で林道梅ノ木原線路肩補修工事ほか１件の補修工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

林道梅ノ木原線路肩補修工事ほか 路肩補修等

（５）森林環境保全直接支援事業

民有林の造林事業を推進するため、国県補助金の嵩上げをし、林業者の経費軽減を図った。

事業量（ ） 国・県補助金（千円） 市嵩上げ金（千円） 備 考

嵩上げ（ ％）

第５項 水産業振興

１ 水産業振興費

（１）栽培漁業センター管理運営

①種苗生産・中間育成・養殖

事業内容 魚種 生産尾数 うち売払尾数 売払金額（円）

種苗生産

アイナメ

ウマヅラハギ

オニオコゼ

キジハタ

マコガレイ

小計

中間育成

アカガイ

アワビ

カサゴ

ガザミ

クルマエビ

トラフグ

ヒラメ

ヨシエビ

小計

養殖

笠戸ひらめ －

笠戸のとらふぐ －

笠戸のさば －

小計 －

合計

売払金額は売払時の全長等により異なる。

− 62−



②施設等利用状況

年度 施設 利用件数 利用者数 利用料金収入（円）

来館者数 － －

研修室

調理室

来館者数 － －

研修室

調理室

新型コロナウイルス感染拡大防止等のため休館

令和３年５月２日午前中、８月１４日、８月２７日～９月２６日、

１２月１７日１４時３０分～１６時３０分、令和４年１月１４日～２月２０日、３月２６日

③研修・出前講座・職場体験

④指定管理料

指定管理者である 公財 下松市水産振興基金協会に対して、管理運営業務費１５９，９１２千円を支出

した。

（２）たこ産卵礁施設設置事業（単県農山漁村整備事業）

消耗品費（素焼のたこつぼ２，０００個 笠戸島周辺に投入） １，０００千円

（３）栽培漁業センター改良工事

単独市費事業で栽培漁業センタータッチングプール日除け設置工事ほか２件の改良工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

栽培漁業センタータッチングプール日除け設置工事

ほか
日除け設置等

（４）栽培漁業センター補修工事

単独市費事業で下松市栽培漁業センター海水ポンプ取替工事ほか２件の補修工事を実施した。

工 事 名 金額（千円） 工 事 内 容

下松市栽培漁業センター海水ポンプ取替工事ほか 海水ポンプ取替等

（５）県事業負担金（内海地区水産環境整備事業）

既設石材礁等に幼稚魚が誘導されるように、当歳魚保護礁及び幼稚魚育成礁を整備する事業に対して

３，６７５千円を負担した。

（６）周南地域栽培漁業推進協議会

周南地域における水産資源の維持拡大を図るための放流事業等の活動に対して６６５千円補助した。

（７）経営自立化支援事業

新規に漁業経営を開始する漁業者に対して、自己の技術力向上を図るために実施する実践研修に要した

経費の一部に対して２６３千円補助した。

（８）下松市魚食普及推進協議会

学校給食における県産水産物利用拡大等の活動に対し３００千円補助した。

（９）養殖魚赤潮被害緊急助成（繰越分）

笠戸湾で令和２年９月に異常発生した赤潮により、壊滅的な被害を受けた養殖漁業者に対し、次年度の

養殖に要した稚魚購入経費の一部を２，３５３千円補助した。

年度 区分 漁業関係・官庁 一般 学校 計

件数

人数

件数

人数
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第７款 商 工 費

第１項 商工業振興対策

１ 中小企業相談所

地域経済の健全な発展を図るため、中小企業者の依頼に応じ経営管理の診断、改善の指導、融資の相談等

を行う下松中小企業相談所に対し、９，０００千円の助成をした。

活動実績

活動内容 令和元年度 令和 年度 令和 年度

巡回指導 件 件 件

窓口指導 件 件 件

個別指導 回 人 回 人 回 人

集団指導 回 人 回 人 回 人

金 融

斡 旋
件

千円

件

千円

件

千円

貸 付
件

千円

件

千円

件

千円

労働保険等の

事務代行
事業所 事業所 事業所

企業診断 件 件 件

２ 下松市産業技術振興表彰

本市の産業技術の振興に寄与された方々を顕彰するため、下松市産業技術振興表彰要綱に基づき、優れた

技術の維持・継承及び人材の確保・育成に貢献された技術者等を表彰した。

表彰の状況 （単位：人）

令和元年度 令和 年度 令和 年度

功労賞 奨励賞 市長特別賞 功労賞 奨励賞 市長特別賞 功労賞 奨励賞 市長特別賞

３ 下松市駅南市民交流センターの管理

（１）施設の管理運営

市民の多彩な交流活動及び主体的なまちづくり活動の拠点として、地域福祉の増進及び地域経済の活性化

に資するための施設「下松市駅南市民交流センター」の管理運営について 一財 下松市施設管理公社を

指定管理者として２３，３５８千円を支出した。

（２）施設の利用状況

利用者数 （単位：人）

区 分 令和元年度 令和 年度 令和 年度

きらぼしホール

活動室①

活動室②

活動室③

交流サロン

合 計

利用料金 （単位：円）

区 分 令和元年度 令和 年度 令和 年度

利用料収入
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第２項 中小企業金融対策

１ 特別小口融資

事業資金の融資を円滑にし、企業の育成と振興を図るための融資の原資として、東山口信用金庫、山口銀行、

西京銀行及び広島銀行に対し７３，０００千円を預託した。

また、保証料補給として山口県信用保証協会へ２，３３７千円を支出した。

２ 中小企業不況対策特別融資

中小企業者が不況を克服し、企業経営の安定化を図るための融資の原資として、東山口信用金庫、山口銀行、

西京銀行及び広島銀行に対し１４９，０００千円を預託した。

また、保証料補給として山口県信用保証協会へ２１，６４２千円を支出した。

３ 中小企業振興資金貸付金

中小企業者の設備の近代化、協同組合等の事業の推進・強化に必要な資金を融資するための原資として、

商工組合中央金庫に１，０００千円を預託した。

４ 中小企業活性化資金融資

中小企業者等が事業転換、事業拡大、設備投資、経営の合理化、近代化及び多角化に必要な資金を融資する

ための原資として、東山口信用金庫、山口銀行及び西京銀行に対し４３，０００千円を預託した。

また、保証料補給として山口県信用保証協会へ２，３５３千円を支出した。

貸付金の状況 （単位：千円）

年 度

区 分

令 和

元年度

令 和

年度

令 和

年度

備 考

融資制度名 協調倍率

貸

付

金

東山口信用金庫

特 別 小 口 融 資 倍
山 口 銀 行

西 京 銀 行

広 島 銀 行

東山口信用金庫

不 況 対 策 特 別 融 資 倍
山 口 銀 行

西 京 銀 行

広 島 銀 行

商工組合中央金庫 中 小 企 業 振 興 資 金 倍

東山口信用金庫

中 小 企 業 活 性 化 資 金 倍山 口 銀 行

西 京 銀 行

下松市制度融資の状況 （単位：件、千円）

制 度 名
令和元年度 令和 年度 令和 年度

前年度対比

金額

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

特
別
小
口
融
資

小口事業資金

緊 急 資 金 －

無担保無保証人 －

開業支援資金

保 証 承 諾

融 資 残 高

不況対策

特別融資

保 証 承 諾

融 資 残 高

振 興

資 金

組 合 資 金 －

季 節 資 金 －

融 資 残 高 －

活性化

資 金

保 証 承 諾

融 資 残 高
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５ 小規模事業者経営改善資金利子補給

小規模事業者の経費負担の軽減を図るため、日本政策金融公庫が実施する小規模事業者経営改善資金の融資

を受けた事業者に対し利子補給金を交付した。

利子補給の状況 （単位：件、千円）

令和元年度 令和 年度 令和 年度

件数 金額 件数 金額 件数 金額

第３項 産業振興対策

１ 企業誘致の推進

下松市工場等誘致奨励制度に基づき、工場等設置奨励金２３，４９５千円（３事業所）、雇用奨励金

３，０００千円（１０人分）を交付した。

２ 中小企業の育成

周南地域の中小企業の育成、振興の中核施設として、新商品や新技術の研究開発、人材養成及び異業種交流

の支援、情報収集と提供等を行う（公財）周南地域地場産業振興センターの管理負担金として４，９３４千円

を支出した。

また、同センター事業のうち、製造業者の技術力を向上させ、新商品・新技術の開発を支援する事業に対し、

負担金として５７８千円を支出した。

３ ものづくりのまち下松工場見学会

地元の小学生に下松の産業について学んでもらい、「ものづくりのまち下松」の素晴らしさを知ってもらう

とともに、郷土への誇りと愛着の醸成を図ることを目的とした工場見学会を開催し、７４１千円を支出した。

４ 徳山下松港開港記念事業

徳山下松港開港１００周年記念事業実行委員会の負担金として６６４千円を支出した。

第４項 観光行政

１ パンフレット等の作成

観光ＰＲ及び観光客の誘致を目的として、既存のハイキングコースマップを部分的に改訂等行ったうえで

増刷し、４７３千円を支出した。また、従来の下松市観光パンフレットの掲載情報の更新及び印刷し、

２，０９０千円を支出した。

（１）笠戸島ハイキングコースマップ（増刷） 【５，０００部】 ２７５千円

（２）中宮山ハイキングコースマップ（増刷） 【５，０００部】 １９８千円

（３）下松市観光パンフレット作成業務 更新・印刷） 【３，０００部】２，０９０千円

２ はなぐり海水浴場の開設（中止）

例年、はなぐり海水浴場の管理運営を 一財 下松市笠戸島開発センターに委託しているが、令和２年度に

引き続き、令和３年度も新型コロナウイルス感染拡大防止のため開設を中止した。

利用状況 （単位：人）

年 度 開設期間
来場人数

海水浴場 親水公園 計

令和元年度 ～

令和 年度 開設中止 － － －

令和 年度 開設中止 － － －
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３ 遊歩道・園地草刈等の整備

観光環境を整備するため、次のとおり遊歩道・園地草刈等を 公社 下松市シルバー人材センター及び周南

森林組合等に委託して実施した。

事業状況 （単位：千円）

実 施 場 所 実施月 委託料

深浦駐車場用地管理業務 年間契約

県道笠戸島線沿い園地法面草刈業務 月

はなぐり海水浴場草刈剪定業務（１回目） 月

瀬戸遊歩道草刈作業（１回目） 月

瀬川遊歩道草刈作業（１回目） 月

はなぐり海水浴場親水公園草刈・剪定業務 月

はなぐり中間緑地公園（ヒラメ供養塔周辺）草刈作業 月

園地法面ツツジ伐採業務 月

笠戸島夕日岬草刈・伐採業務 月

瀬川遊歩道草刈作業（２回目） 月

瀬戸遊歩道草刈作業（２回目） 月

スカイルート１号～５号草刈業務 月

深浦磯道草刈（観音道、大浦道） 月

はなぐり中間緑地公園（ヒラメ供養塔周辺）草刈作業 月

米泉湖ハイキングコース草刈業務 月

はなぐり海水浴場草刈剪定業務（２回目） 月

スカイ１号・２号倒木処理業務 月

合 計

４ 笠戸島家族旅行村

（１）施設の管理運営

一財 下松市笠戸島開発センターを指定管理者として通年営業を行い、３５，０００千円を支出した。

（２）施設の利用状況 （単位：人）

年 度 バーベキュー キャンプ ケ ビ ン 一 般 計

令和元年度

令和 年度

令和 年度

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため休業

令和３年８月３１日～９月２６日、令和４年１月１９日～２月２０日

５ 笠戸島観光環境整備事業

（１）委託料

笠戸島の観光環境を整備するため、県道笠戸島線沿い園地法面草刈伐採業務を実施し、４８３千円を支出

した。また、潮風ガーデンに案内看板を設置するため、３３０千円を支出した。

（２）工事請負費

笠戸島の観光環境を整備するため、次のとおり事業を実施し、６４９千円を支出した。

①笠戸島瀬戸公衆トイレ解体工事 ３７４千円

②はなぐり海岸便所改修 ２７５千円
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６ 観光行事への助成

以下の観光行事を主催した観光協会及び諸団体に対し、３４０千円を助成した。

（１）くだまつ笠戸島アイランドトレイル ３００千円

（２）河津桜まつり ４０千円

７ 下松市観光協会への助成

下松市観光協会の運営費として、１９，９５０千円を支出した。

（１）下松市観光協会交付金 １６，９５０千円

（２）下松市観光協会交付金（事業費） ３，０００千円

８ 栽培漁業センター施設案内業務

栽培漁業センターの施設案内を実施するため、下松商工会議所に業務を委託し、６，５００千円を支出した。
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第８款 土 木 費

第１項 道路整備等

１ 市道改良舗装等

交付金事業は、社会資本整備総合交付金により、中央線歩道改良工事、花岡八幡通り道路改良事業（家屋

調査・用地補償・工事）及び平田昭和通り水路改良工事を実施した。また、橋梁長寿命化計画に基づく、

橋梁点検業務、高垣北線（高垣大橋）、瀬戸支線（瀬戸橋）及び大手線（桜大橋）の補修工事を実施した。

なお、単独事業としては、天王台１号線路肩改良、城山通り舗装改良、西開作地区の生活道改良など全体

で４１件の工事を実施した。

（１）交付金対象事業

①社会資本整備総合交付金 （単位：千円）

路線（事業）名等（工区・場所） 工事費 補償費 委託料 事務費 計

中央線（美里町地区、瑞穂町地区） ― ― ―

花岡八幡通り ―

橋梁点検 ― ― ―

高垣北線（高垣大橋） ― ― ―

瀬戸支線（瀬戸橋） ― ― ―

交付金対象事業計（単独費を含む） ―

財源内訳
国 県 市 債 その他 一般財源

― ―

②社会資本整備総合交付金【繰越分】 （単位：千円）

路線（事業）名等（工区・場所） 工事費 補償費 委託料 事務費 計

平田昭和通り ― ― ―

大手線（桜大橋） ― ― ―

交付金対象事業計（単独費を含む） ― ― ―

財源内訳
国 県 市 債 その他 一般財源

― ―

（２）一般市道の改良等

路 線 名 工事費 千円 延長 ｍ 備 考

天王台１号線 路肩改良工

川端通り 路肩改良工

中央線 歩道改良付帯工事（美里町地区、瑞穂町地区）

青木線 路肩改良工

花岡八幡通り 路肩改良工

計

（３）排水路の改良

路 線 名 等 工事費 千円 延長 ｍ 備 考

東河原線 水路改良工

大蔵線 水路改良工

江ノ浦４号線 水路改良工

東陽歩行者５号通り 水路改良工

成川線 水路改良工

梅ノ木原線 水路改良工

花岡八幡通り 水路改良工

花岡公園線 水路改良工

殿ケ浴線 水路改良工

西市通り 水路改良工

川端通り 水路改良工

西柳支線 水路改良工

平田昭和通り 社会資本整備総合交付金付帯工事【繰越分】

計
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（４）一般市道の舗装

路 線 名 等 工事費 千円 延長 ｍ 面積 ㎡ 備 考

川端通り支線 ほか 路線

城山通りほか１路線

旗岡環状線

宮前通り

福祉センター線

岡の原線ほか１路線

大蔵線

城山自転車専用線

久保団地線

計

（５）生活道改良・舗装

地 区 名 等 工事費 千円 延長 ｍ 面積 ㎡ 備 考

西町地区 ― 舗装改良工（ひび割れ補修）

西開作地区 舗装改良工

ひらた美里地区 舗装改良工

切山地区 ― 路肩改良工

出合地区 舗装改良工

日の出町地区 ― 水路改良工

中市地区 ― 水路改良工

西市地区 舗装改良工

計

２ 道路維持補修

市内全域にかかる小規模な市道舗装補修等の他、住民や学校等から要望が多い通学路等の防草対策とし

て、張りコンクリートの工事について、次のとおり実施した。

・市内一円市道舗装補修（年間単価契約分）

全体面積 ４，９８２㎡ 工事費 １１，１３１千円

・道路、水路等維持補修

発注件数 ５１件 工事費 ４３，７７２千円

・防草対策

実施箇所 ８箇所 工事費 ４，８５９千円

３ 交通安全施設整備事業

交通安全施設整備について、通学路の交通安全施設点検及び危険箇所対策を重点に、次のとおり実施した。

・道路反射鏡２３基・道路照明灯１６基の点検、恋路トンネルの照明設備保守点検

委託料 ５５２千円

・道路照明灯８０基、道路反射鏡２２基、防護柵７９ｍの設置、その他区画線、視線誘導標、車線分離標、

路面カラーリング等の工事（施設点検結果を踏まえた道路反射鏡２基の改修を含む）

工事費 ２４，４１０千円

４ その他

市道改良等にかかる測量設計業務について、次のとおり実施した。

・桜大橋橋梁補修工事関連事後調査業務委託 ４９６千円

・平田昭和通り交差点予備設計業務委託 ４９５千円

・橋梁点検業務委託に伴う付帯業務委託 ６７１千円

・令和３年度道路台帳修正業務委託 ４，９５０千円
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第２項 河川・砂防・港湾事業

１ 河川改修事業等

河川の浚渫及び護岸工事等について、次のとおり実施した。

・水無川、高橋川、宮本川、生野屋川、時宗川、大谷川、一の谷川、東開作水路、法定外水路工事費

３７，４３２千円

２ 浸水対策事業

豊井地区周辺の浸水対策事業を次のとおり実施した。

・豊井地区法定外水路土砂撤去工事（第１工区、第２工区ほか） １，８９１千円

・大谷川土砂撤去（第１期、第２期、堰堤）工事 ７６７千円

第３項 都市計画事業

１ 住居表示費

（１）住居番号付番業務

住居表示実施地区の新築物件等に対して住居番号の付番を行った。

・令和３年度 付番建物件数 １８１件

（２）住居表示板等維持管理

住居表示実施地区について、表示板の欠損状況を調査し、表示板の更新等の維持管理を行った。

・委託料 住居表示板等維持管理 ４７３千円

令和３年度実施地区 南花岡、星が丘、桜町、藤光町、楠木町

２ 都市計画総務費

（１）景観形成事業

景観に配慮したまちづくりを進めていくため、平成２５年４月１日に下松市景観条例を施行し、景観

計画に基づく届出制度を開始した。

・令和３年度届出件数 ４３件

平成２４年１０月に策定した景観計画の期間満了を迎えることから、社会情勢等の変化に応じた改定を

行った。

・委託料 ３，５２０千円

（２）建築確認申請進達業務

建築確認申請の受理と県への進達を行った。

・令和３年度建築確認申請 （単位：件）

区 分 新 築 増 築 工作物 その他 計

住宅系

非住宅系

計

（３）屋外広告物許可事業

屋外広告物の表示等について必要な規制を行い、良好な景観の形成や風致を維持するとともに、公衆に

対する危害を防止することを目的に屋外広告物の許可等を行った。山口県屋外広告物条例の改正により、

令和３年１０月から自家用広告物の許可等も開始した。

・令和３年度許可等件数 ７８件

（４）開発行為許可申請進達業務

開発行為許可申請の受理と県への進達を行った。

・令和３年度開発行為許可申請 （単位：件）

区 分 住宅系 非住宅系 計

㎡未満 区画 区画 区画

㎡以上 区画 区画 区画

計 区画 区画 区画

（５）立地適正化計画策定業務

都市計画マスタープランに掲げる将来都市像の実現に向けて住宅及び都市機能誘導施設の立地の適正化

を図るため、令和３～５年度の３か年で、立地適正化計画の策定に着手した。

・委託料 全体１３，５０８千円（令和３年度分 ４，２０２千円）
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（６）都市計画公園見直し検討業務

長期に渡って未着手となっている都市計画公園について、整備の必要性を再検討し都市計画公園の見直し

方針を策定した。

・委託料 ５，７４２千円

（７）都市計画総括図作成業務

都市計画施設の変更等に伴い、総括図を作成した。

・委託料 １，５６２千円

３ 街路事業費

（１）都市計画道路大海線道路新設事業

都市計画道路大海線は、市道大手線を起点とし県道下松鹿野線と交差し市道川端通りを終点とする市を

東西方向に貫く幹線道路である。

中部土地区画整理事業で整備した区間から延びる形で道路を整備し、格子状のネットワークを形成する

ため、市道平田昭和通りから県道下松鹿野線までの区間について、平成２８年７月に事業認可を取得し、

道路築造工事、用地購入、物件移転補償等を行った。

繰越 （単位：千円）

費 目 補 助 単 独 合 計

工事請負費

用地購入費

物件移転補償費

繰越計

現年 （単位：千円）

費 目 補 助 単 独 合 計

工事請負費

用地購入費

物件移転補償費

現年計

４ 公園緑化費

（１）緑化の推進

①公園、街路樹等の維持管理

公園を安全・安心に利用できるよう剪定や除草及び施肥等の維持管理を行った。また、良好な景観及び

交通の安全を確保するため、街路樹の剪定及び除草等の維持管理を行った。

・委託料（公園等維持管理・街路樹等維持管理） ７０，２８４千円

②苗の配布

市内の花壇やサルビア一鉢コンクール用として、１３１，８８７本の花の苗を配布した。

《参考》花壇登録団体数 １１２団体（令和４年３月末現在）

③恋ヶ浜緑地公園基本計画策定

恋ヶ浜緑地公園について、地形測量等を行い、主要な施設や配置等について検討し、基本計画を策定

した。

・委託料 ３，７４０千円

（２）公園施設等整備

①広域避難場所である下松公園の多目的トイレ建設工事（バリアフリー化）等を行った。

・工事請負費 ２３，０２３千円

・委託料 ６２７千円

②恋ヶ浜緑地庭球場の東西コート人工芝改修（各コート４面）を行った。

・工事請負費 ６７，０２３千円
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５ 市街地整備費

豊井地区まちづくり整備計画に基づき、幹線道路、準幹線道路及び生活道路に係る設計、調査、工事等を

行った。

豊井地区まちづくり整備事業 （単位：千円）

区分 費 目 補 助 単 独 合 計 摘要

繰
越

委託 中豊井線ほか２路線予備設計業務ほか

繰越計

現

年

委託
都市計画道路豊井恋ヶ浜線沿道整備街路事業

建物等調査算定第１工区業務ほか

工事 生活道路側溝設置工事ほか

用地 都市計画道路中央線計画用地

現年計

合 計

第４項 住宅整備

１ 市営住宅の改修

市営住宅は長寿命化計画に基づき、計画的に改修工事を次のとおり実施した。

（単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

尾尻市営住宅屋上防水改修工事 屋上防水改修

川瀬市営住宅２号棟共用部自火報改修工事 川瀬市営住宅２号棟共用部の自動火災報知設備更新

２ 市営住宅の維持補修

入居中の市営住宅に係る一般修繕及び入居募集のための室内営繕等を次のとおり実施した｡

（単位：千円）

住宅名
一 般 修 繕 室 内 営 繕

件 数 金 額 戸 数 金 額

旗 岡 件 － －

川 瀬 件 戸

生 野 屋 件 － －

末 光 － － － －

末 武 西 － － － －

尾 尻 件 戸

末 武 件 戸

末武第２ 件 戸

久 保 件 戸

合 計 件 戸

３ 旗岡市営住宅建替事業

老朽化した旗岡市営住宅の建替事業として、旗岡市営住宅建替基本計画に基づき、旗岡市営住宅Ｂ棟建設

に着手した。また、旗岡市営住宅から旗岡市営住宅Ａ棟への移転を実施した。

（単位：千円）

事 業 内 訳 事 業 内 容 金 額

旗岡市営住宅Ｂ棟

建設工事（ 棟 戸）

建築主体工事 契約額

機械設備工事 契約額

電気設備工事 契約額

昇降機設備工事 ※ 支出なし 契約額 －

工事監理 建設工事の工事監理業務 契約額

手数料 建設工事中間検査、水道手数料

水道分担金 水道分担金

移転補償費 旗岡市営住宅からの移転（ 戸）

合 計
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４ 生野屋市営住宅分筆のための測量設計

生野屋市営住宅用地と道路等管理用地、その他用地に分筆するための測量を行った。

７，２０５千円

５ 危険空き家除却促進事業

市内の危険空き家の除却に対して９件の補助を行った。

・危険空家等除却補助 ３，７１０千円

第５項 県事業負担金

（単位：千円、％）

事 業 名 路線名等 位 置 事業費 負担率 負担金

土木総務費 負担金計

防災安全・急傾斜 時宗地区 生野屋

〃 末武上地区 末武上

道路橋りょう新設改良費 負担金計

単独道路改良（県道） 獺越下松線 切山

〃 笠戸島線 尾郷、江の浦

街路整備事業（防災安全交付金） 下松新南陽線 末武中

単独街路整備事業 〃 〃

港湾費 負担金計

港湾改修（防災安全対策） 徳山下松港 東海岸通り

港湾施設改良（機能強化） 〃 本 浦

海岸高潮対策 〃 〃

海岸老朽化対策 〃 黒 磯

純単独港湾改修 〃 洲 鼻

附随単独海岸（建設） 〃 平 田

単独港湾改修 〃 東海岸通り

合 計
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第９款 消 防 費

第１項 消防施設等の整備

１ 備品整備

消防車両については、救助工作車及び笠戸島分団深浦部の小型動力ポンプ付積載車を更新配備した。また、

資機材・装備品等については、救助用ゴムボート、胴ベルト型墜落制止用器具を配備し、自然災害等に対する

救助能力の強化を図った。

主な購入機材等 （単位：千円）

２ 各種補助事業 （単位：千円）

補 助 事 業 名 内 容 事業費 交付金

石油貯蔵施設立地対策等補助金事業

消防用ホース 本

消防隊用長靴 足

胴ベルト型墜落制止用器具 本

ウエットスーツ 式

空気呼吸器用高圧空気容器 基

コミュニティ助成事業 救助用ゴムボート 隻

３ 消防水利整備

老朽消火栓の改修や適正配置を行う等、年次計画に基づき整備することで、市内の消防水利の拡充を図った。

（単位：千円）

事業名 工 事 設置 場 所 総 事 業 費

消火栓設置

荒神大橋（県道徳山下松線）

岡ノ原

切山（市道大蔵線）

潮音朝 丁目（市道大海町線）

合 計

第２項 火災の発生状況

１ ５年間の火災傾向の推移

（１）火災発生件数と損害額 （単位：千円）
種別

年
建 物 林 野 車 両 船 舶 その他 計

焼死者
件 損害額 件 損害額 件 損害額 件 損害額 件 損害額 件 損害額

（２）火災原因 （単位：件）

年

出火原因

放火 含む疑い

たばこ

コンロ

ストーブ

たき火・草焼き

溶接･溶断等

その他・不明

品 名 数 量 金 額

救助工作車 台

小型動力ポンプ付積載車 台

救助用ゴムボート 隻

胴ベルト型墜落制止用器具 本

合 計 ―

− 74− − 75−



第３項 救急・救助業務の状況

１ 救急出動件数、救急法講習会実施状況

（１）救急出動件数 （単位：件、人）

種 別

年

出 動

件 数

出 動

人 員

搬 送

人 員

搬 送 人 員 の 内 訳

急 病 交通事故 一般負傷 労働災害 その他

（２）救急法講習会の実施状況 （単位：回、人）

区 分 実施数 受講人員 対 象 範 囲

救急法講習会
幼稚園、小・中学校及びＰＴＡ

各公民館区子供会

上級・普通救命講習会 消防団、市役所、各種団体等

２ 救助業務

救助出動件数 （単位：件、人）

種 別

年

出 動

件 数

出 動

人 員

救 助

人 員

救 助 人 員 の 内 訳

火 災 交通事故 水難事故 その他

第４項 消防職員及び消防団員の教育・訓練

１ 教育

（１）消防職員の教育 （単位：人、日、円）

教 育 研 修 所 等 教 育 課 程 人 員 教育日数 経 費

山口県消防学校

初任総合教育

火災調査科

救助科

水難救助科

予防査察科

周南記念病院 気管挿管病院実習 ヶ月

山口県労働基準協会

小型移動式クレーン

玉掛け技能講習

クレーン運転業務特別教育

日本サバイバルトレーニング

センター
潜水技能研修

山口県管工事協同組合連合会

建機教習センター
チェーンソー特別教育

（２）消防団員の教育 （単位：人、日、円）

教 育 研 修 所 等 教 育 課 程 人 員 教育日数 経 費

山口県消防学校
消防団指揮幹部科（現場指揮）

消防団特別教育操法指導科

山口県管工事協同組合連合会

建機教習センター
チェーンソー特別教育
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２ 訓練

（１）消防職員の訓練

山口県石油コンビナート等総合防災訓練を 月 日中国電力株式会社下松発電所構内において、下松市

引き受けで実施し、災害時における防災活動の徹底と防災関係機関との連携及び相互間の密接な協力体制

の強化を図った。

（２）消防団員の訓練等

区 分 時 期 訓 練 種 目 対 象

特別訓練 月 放水訓練 全分団

特別点検 月 消防機庫特別点検 全分団

救命講習 月 普通救命講習 全分団

予防広報 月･ 月 火災予防巡回広報 全分団

第５項 危険物施設等の設置許可及び検査業務

１ 実施状況

危険物製造所等の設置又は変更許可に係る審査及び検査業務を次表のとおり実施した。

危険物施設等の許可等の業務 （単位：件、千円）

種 別 件 数 手数料

設置許可

変更許可

完成検査前検査 水張・水圧

仮使用等承認

完成検査

保安検査

溶接部検査

消火用屋外給水施設検査

計

第６項 火災予防対策の推進

１ 防火講習、訓練指導等の実施

（１）講習会等の実施状況 （単位：回、人）

区 分 実施数 受講人員 対 象 範 囲

防火講習会及び消火避難訓練
幼稚園、保育園、学校、病院、福祉施設、

ホテル、スーパーマーケット、自治会等

住宅防火講習会 自治会等

防火管理講習会 防火対象物関係者

（２）立入検査の実施状況 （単位：件）

区 分

防火対象物

危険物施設

夜間における訓練検証

− 76− − 77−



第１０款 教 育 費

第１項 学校教育

１ 施設の改善

小・中学校等施設の改善を次のとおり実施した。

（１）主な工事 （単位：千円）

学校名 工 事 名 金 額

公集小学校 普通教室棟床ほか改修工事

花岡小学校 屋内運動場照明改修工事

豊井小学校 屋内運動場外壁ほか改修工事

東陽小学校 改修工事（校舎トイレ・昇降口天井）

下松中学校 昇降口天井改修工事

下松中学校 配膳室等空調設備設置工事

久保中学校 屋上防水改修工事

久保中学校 配膳室等空調設備設置工事

末武中学校 武道場床ほか改修工事

末武中学校 テニスコート防球ネット改修工事

末武中学校 配膳室等空調設備設置工事

セミナーハウス 改修工事（トイレ・屋上防水）

（２）学校等営繕工事の内訳

小学校 （単位：千円） 中学校（セミナーハウス含む） （単位：千円）

区 分 金 額 区 分 金 額

電気設備補修 電気設備補修

機械設備補修（給排水ほか） 機械設備補修（給排水ほか）

建物補修、その他施設設備補修 建物補修、その他施設設備補修

計 計

２ 学校建設事業

学校施設の耐震化を図るため、建設事業を次のとおり実施した。

下松小学校校舎建設事業（第２期工事） （単位：千円）

工事名 金 額 備 考

下松小学校普通教室棟改築建築主体工事 普通教室棟建設（令和３年４月完成）

ＲＣ（一部Ｓ）造 ２階建て ㎡

第２校舎解体

ＲＣ造 ４階建て ㎡

外構整備工事

下松小学校普通教室棟改築機械設備工事

下松小学校普通教室棟改築電気設備工事

下松小学校普通教室棟改築工事監理業務委託

３ 学校環境整備

各小学校及び中学校の樹木剪定や草刈りを実施し、学校の環境整備を図った。また、休校中の米川小学校に

ついて、維持管理を米川環境整備協議会へ委託した。

草刈り 小学校 １，６３９千円 中学校 ８８６千円

樹木剪定 小学校 ３，１５４千円 中学校 ２，３５１千円

米川小学校施設管理業務委託 ５００千円

４ 学校ＩＣＴ環境整備

ＧＩＧＡスクール用端末を小学校に１，０６６台、中学校に６７台、無線アクセスポイント、大型提示装置

等を整備した。

（単位：千円）

区 分 金 額

ＧＩＧＡスクール用端末（児童用ほか）

ＧＩＧＡスクール用端末（生徒用ほか）

小学校ＩＣＴ機器

中学校ＩＣＴ機器

ＧＩＧＡスクールサポーター配置業務
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５ 学校給食の実施状況

学校給食について、次のように実施した。

（単位：日、千円）

給食実施日数 賄材料費

小学校

中学校

６ 小学校給食センター施設整備事業

令和４年度から牛乳の形態が瓶から紙パックへと変更になるため、紙パックのゴミを一時保管するための

場所として倉庫設置工事を行った。

（単位：千円）

内容 業者 金額

倉庫設置工事 株 中山組

７ 中学校給食センター施設整備事業

施設の老朽化に伴い、調理場内床改修工事を行った。牛乳の形態が瓶から紙パックへと変更になるため、

ゴミ置き場増設工事を行った。

調理機器関係については、食器消毒保管庫とトレイ消毒保管庫を更新した。また、備品については、給食用

食器の菜皿の更新などを行った。

（単位：千円）

内容 業者 金額

床改修工事 日栄建設工業 株

ゴミ置き場増設工事 有 髙橋建設

食器・トレイ消毒保管庫（各１台） 山口調理機 株

給食用食器（菜皿） 山口調理機 株

その他備品 －

８ コミュニティ・スクール推進事業

地域に開かれた信頼される学校づくりを一層推進するため、市内全小中学校へＣＳコーディネーターを

各１名配置するとともに、交付金として計１，０８７千円を交付した。

９ 「希望の星ラウンジ｣及び「くだまつふれあいラウンジ」の運用状況

市内の小・中学校における不登校問題への対応支援の一環として、市教育支援センター「希望の星ラウンジ」

をセミナーハウス（笠戸島少年の家）内に設置している。教育指導員、心理カウンセラー及び学習・生徒指導

支援員をスタッフとして、通室生の学校復帰に向けての指導に当たった。また、来室相談１０１件、電話相談

８件、学校、家庭、関係機関への訪問相談５９件の不登校児童生徒に対する相談業務に当たった。

また、市内教育相談体制の充実を図るために公集小学校内に設置している下松市カウンセリングルーム

「くだまつふれあいラウンジ」では、臨床心理士が児童生徒、保護者、教員等から延べ２６５件の相談を受けた。

１０ スクールソーシャルワーカー派遣事業

児童生徒の自立や不登校等の解消に向け、学校の要請に応じて個別支援を行うため、社会福祉に関する専門家

を５名派遣した。

委託料 ２，２６２千円

１１ 心の教室相談員活用事業

生徒が抱える悩み、不安、ストレス等の解消を図るため、心の教室相談員３名を各中学校に配置した。

心の教室相談員報酬 １，４７１千円

１２ 特別支援教育教員補助員配置事業

特別な教育的支援が必要な児童生徒が在籍している小中学校に教員補助員を３４名配置した。

教員補助員報酬 ２９，４７５千円 旅費 １７千円

１３ 学校図書館支援員配置事業

学校図書館の運営の改善及び教育活動への活用を図り、児童生徒及び教職員による学校図書館利用の一層の

向上のため、学校図書館支援員を中学校区別に４名配置した。

学校図書館支援員報酬 ２，８９７千円
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１４ 学校業務支援員配置事業

教職員の事務補助を目的とした学校業務支援員９名を各小中学校に配置した。

学校業務支援員報酬 ６，６９７千円

１５ 部活動指導員配置事業

中学校における部活動指導体制を推進し、部活動の質の向上及び教職員の負担軽減を図るため、部活動

指導員１名を下松中学校に配置した。

部活動指導員報酬 ２７０千円

１６ ＩＣＴ教育推進事業

児童生徒の情報活用能力の育成のため、ＩＣＴ担当教育指導員１名を配置し、研修等を通じて教職員の

ＩＣＴを活用した指導能力の向上を図った。

総事業費 ２，０９０千円

１７ 学校保健

（１）児童・生徒の定期健康診断

①学校医等による検診

学校医等による検診の結果、次表のように疾病や異常が発見され、治療の指導を行った。

（単位：人）

区 分 受検人員 耳疾患
鼻･副鼻腔

・咽頭疾患
眼疾患

小 学 校

中 学 校

計

区 分 未処置歯う歯
視力

未満

尿 検 査

糖 蛋白

小 学 校

中 学 校

計

※（ ）内数字は、罹患率（％）を示す。

学校医等報酬として、学校医・学校歯科医・学校薬剤師に対し次のとおり支払った。

小学校 ２２，５１５千円

中学校 ８，４４９千円

計 ３０，９６４千円

②心臓検診

児童・生徒の心臓検診を次のように実施した。

（単位：人）

区 分 年 生 特 別 検 診 計

小 学 校

中 学 校

計

※特別検診とは、１年生以外で定期健康診断において学校医が必要と認めたもの。

小学校 ７９６千円

中学校 ７４５千円

計 １，５４１千円

③結核検診

学校で実施する結核健康診断（調査票による問診及び学校医による診察）の結果を受け、精密検査の必要

な児童生徒を決定する。

精密検査料（精密検査者１名） ５千円
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（２）教職員の定期健康診断等

①教職員に対する健康診断を次のとおり実施した。

（単位：人）

区 分

受 検 人 員 ・ 検 査 項 目

全部検査

一部検査

全部検査を

希望しない者

胃部検査

３５歳以上と

その他希望者

直接撮影

要精密検査者

小 学 校

中 学 校

計

※全部検査 身長・体重・視力・聴力・結核の有無・血圧・尿・貧血検査・肝機能検査・血中脂質検査・

心電図検査・その他の疾病及び異常の有無

※一部検査 身長・体重・視力・聴力・結核の有無・血圧・尿検査・その他の疾病及び異常の有無

小学校 ３，６８３千円

中学校 １，８１３千円

計 ５，４９６千円

②教職員等に対するストレスチェックを次のとおり実施した。

実施校 小学校７校（２２２名） 中学校３校（１２０名）

小学校 ２２千円

中学校 １２千円

計 ３４千円

（３）日本スポーツ振興センター災害共済

学校における災害給付にかかる共済掛金として、小学校分２，９６２千円、中学校分１，４４７千円を

支払った。

学校管理下において発生した次表の災害について、小学校分２６８千円、中学校分２，４７９千円の給付金

が保護者に給付された。

令和３年度日本スポーツ振興センター災害報告件数 （単位：人）

骨
折

捻
挫

脱
臼

挫
傷
・
打
撲

靭
帯
損
傷
・
断
裂

割
・
裂
・
挫
創

切
創

刺
傷

擦
過
傷

突
指
・
指
の
負
傷

熱
傷
・
火
傷

目
の
外
傷

頭
部
外
傷

歯
牙
破
折

そ
の
他
の
負
傷

疾
病

計

小学校

中学校

計

※その他の負傷：皮膚欠損症、肉離れなど
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１８　就学援助

　　　　要、準要保護児童生徒に対する就学援助費を次のとおり支給した。

人数 金　額 人数 金　額 人数 金　額 人数 金　額

人数 金　額 人数 金　額 人数 金　額 人数 金　額

人数 金　額 人数 金　額

　　　　特別支援学級に在籍する児童生徒に対する就学奨励費を次のとおり支給した。

人数 金　額 人数 金　額 人数 金　額 人数 金　額

人数 金　額

　（２）特別支援教育就学奨励費

中学校計

合　計

　（１）要、準要保護児童生徒援助費

　

　

合　計

中学校計

小学校計

(準) (準) (準)

通学費

(準)

　

 新入学学用品費等
（入学前支給）

(準)

(準)

校外活動費

小学校計

小学校計

合　計

中学校計

学用品費等 給食費新入学学用品費等

学用品費等 修学旅行費  新入学学用品費等

(要)

（単位：円）

計

合　計

給食費

(準) (要) (準)

小学校計

中学校計

医療費

修学旅行費

（単位：円）

合　計

計

小学校計

中学校計

校外活動費
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１９　小・中学校児童生徒数及び学級数推移表

学級数 人　数 学級数 人　数 学級数 人　数 学級数 人　数 学級数 人　数 学級数 人　数

米　川

※ 児童生徒数は５月１日現在の数値。

※ 学級数は４０人学級で集計。（平成２８～令和２年度小学１年生及び令和３年度小学１～２年生は３５人学級）

※ （　）は特別支援学級数で内数。

休　校休　校

  　　年度
学校名

下　松

公　集

豊　井

花　岡

久　保

小
　
　
　
　
学
　
　
　
　
校

中　村

東　陽

計

中
　
学
　
校

計

末　武

下　松

久　保
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２０　学校配当予算の決算状況

　　　令和３年度学校に配当した予算は５７，１５４千円で、執行状況は下表のとおりである。

　　　 (単位：円)

下　松

久　保

公　集

花　岡

豊　井

中　村

東　陽

計

下　松

久　保

末　武

計

下　松

久　保

公　集

花　岡

豊　井

中　村

東　陽

計

下　松

久　保

末　武

計

備品
学校
運営

交付金

　　　費目

学校

教育振興費

手数料 修繕 通信

(学校管理費+教育振興費)

合計計 消耗品
備品

（一般）

　　　費目

学校

学校管理費

計 消耗品 食糧 印刷

備品
（図書）

備品
（理科）

クラブ
振興

小
　
　
学
　
　
校

中

学

校

合  計

合  計

中

学

校

小
　
　
学
　
　
校
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災害復旧費の状況

国・県 市債 その他 一般財源

公共災害

単独災害

公共災害

単独災害

公共災害

単独災害

公共災害

単独災害

第１１款　　災害復旧費

（単位：千円）

区　　　　　分 事業費
財　　源　　内　　訳

農林水産施設

計

繰越

　合　　計

現年

繰越

現年

計

土木施設
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　また、令和３年度末における長期債の目的別現在高及び借入先別現在高の状況は、次のとおりである。

目的別現在高の状況

元金 利子 計

借入先別現在高の状況

元金 利子 計

地方公共団体金融機構

山口県市町きらめき支援資金

国の予算貸付

合　　　　計

広島銀行

山口県農業協同組合

東山口信用金庫

中国労働金庫

全国市有物件災害共済会

振興協会（県）

山口県市町総合事務組合

政府資金

財政融資資金

簡易生命保険資金

郵便貯金資金

山口銀行

西京銀行

（単位：千円）

区　　分
R2年度末
現 在 高

R3年度
起 債 額

R3年度償還額 R3年度末
現 在 高

減 税 補 て ん 債

臨 時 税 収 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

退 職 手 当 債

減 収 補 て ん 債

合　　　　計

教 育

２ 災害復旧債

農 林 水 産

土 木

そ の 他

３ そ の 他

農 林 水 産

うち旧林野特別会計

商 工

土 木

公 営 住 宅

消 防

R3年度末
現 在 高

１ 普 通 債

総 務

民 生

衛 生

労 働

第１２款　　公　債　費

（単位：千円）

区　　分
R2年度末
現 在 高

　長期債の償還費として、元金１７億６，０４２万２千円及び利子１億１１５万７千円を支出した。

R3年度
起 債 額

R3年度償還額
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（単位：千円）

区　分 金　額 備　考

（Ａ）当初予算

（Ｂ）補正予算

第３号 △ 4,600

第５号 △ 1,429

第８号

第１２号

（Ｃ）補正後の予算額 (Ａ)＋(Ｂ)

（Ｄ）予備費充用額

（Ｅ）差引予備費残額 (Ｃ)－(Ｄ)

　予備費充用額の明細は、次表のとおりである。

年 月 日 款 項 目 細 目

令和3年 4月21日 教育費 中学校費 中学校管理費 中学校管理費

令和3年 5月19日 教育費 中学校費 中学校教育振興費 中学校教育振興費

令和3年 6月21日 教育費 中学校費 中学校教育振興費 中学校教育振興費

令和3年 7月 5日 教育費 保健体育費 保健体育総務費 保健体育総務費

令和3年 8月 4日 総務費 徴税費 賦課徴収費 賦課徴収費

令和3年 8月16日 教育費 中学校費 中学校管理費 中学校管理費

令和3年 9月 6日 教育費 中学校費 中学校教育振興費 中学校教育振興費

令和3年10月 5日 総務費 総務管理費 一般管理費 総務課一般管理費

令和3年10月 8日 教育費 中学校費 中学校教育振興費 中学校教育振興費

令和3年10月22日 総務費 徴税費 賦課徴収費 賦課徴収費

令和3年10月25日 衛生費 保健衛生費 墓園管理費 墓園管理費

令和3年11月18日 衛生費 保健衛生費 公害対策費 公害対策費

令和3年11月18日 衛生費 保健衛生費 公害対策費 公害対策費

令和3年11月18日 消防費 消防費 常備消防費 常備消防費

令和4年 1月12日 教育費 教育総務費 事務局費 事務局費

令和4年 1月18日 総務費 徴税費 税務総務費 税務総務費

令和4年 1月26日 商工費 商工費 観光総務費 観光総務費

令和4年 2月 1日 教育費 教育総務費 事務局費 事務局費

令和4年 2月16日 教育費 小学校費 小学校教育振興費 小学校教育振興費

令和4年 2月17日 教育費 小学校費 小学校管理費 小学校管理費

令和4年 3月23日 総務費 総務管理費 諸費 新型コロナウイルス感染症対策費

令和4年 3月31日 総務費 総務管理費 財産管理費 基金管理費

第１４款　　予　備　費

○予備費充用額調

充 用 額 合
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節 金 額 備 考

使用料及び賃借料 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

役務費 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

役務費 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

委託料 下松市温水プールの現況調査に要する経費として

償還金利子及び割引料 法人市民税の還付を行うため

役務費 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

役務費 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

委託料 固定資産評価決定取消請求控訴事件の代理人委任契約に係る着手金の支払のため

役務費 下松中学校及び久保中学校の修学旅行キャンセル料支払のため

償還金利子及び割引料 法人市民税の還付を行うため

工事請負費 市営納骨堂旗山閣梁ほか補修工事請負費として

役務費 高濃度ＰＣＢ廃棄物処理料として

委託料 高濃度ＰＣＢ廃棄物収集運搬費として

委託料 弁護士費用として

使用料及び賃借料 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

委託料 公租書類の無効確認請求事件に係る委託料支払のため

需用費 笠戸島家族旅行村更衣室修繕料として

使用料及び賃借料 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

役務費 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

共済費 会計年度任用職員の社会保険料支払のため

需用費 新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として

積立金 ふるさと納税基金の積立金に係る経費として

計

○予備費充用額調
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　令和３年度に行った新型コロナウイルス感染症対策は、以下のとおりである。

款 項 目 細目 事業名 補正予算額 支出済額

（千円）

財産管理費 基金管理費
新型コロナウイルス感染症
対策基金

諸費
新型コロナウイルス感染症
対策費（一部予備費充用）

一部
新型コロナウイルス感染症
対策費

総務費計（事業数2）

社会福祉費
住民税非課税世帯等に対する
臨時特別給付金給付事業費

住民税非課税世帯等に対する
臨時特別給付金給付事業費

住民税非課税世帯等に対する
臨時特別給付金給付事業費
（国１０/１０）

児童福祉総務費 児童福祉総務費
児童手当等現況届郵送方式
対応経費

子ども・子育て支援事業
（国１／３）

保育環境改善等事業
（国１／２）

保育士等処遇改善臨時特例
交付金（国１０/１０）

母子父子福祉費
子育て世帯生活支援特別
給付金（ひとり親世帯分）
給付事業費

子育て世帯生活支援特別
給付金（ひとり親世帯分）
給付事業費（国１０／１０）

市立保育園費 市立保育園費
保育環境改善等事業
（国１／２）

子ども・子育て支援事業
（国１／３）

保育士等処遇改善臨時特例
交付金（国１０/１０）

児童センター管理運営費 児童センター管理運営費
子ども・子育て支援事業
（国１／３）

総務費 総務管理費

民間保育費

学童保育事業費 学童保育事業費

民間保育費

民生費

児童福祉費

第３節　歳　出（新型コロナウイルス感染症対策分）

地方
創生

最終
予算現額
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（単位：千円）

一般財源 不用額 事業の概要、実績等 担当課

国県支出金 その他

翌年度以降の新型コロナウイルス感染症対策の実施に備えるため
積立を行った。
・議員旅費、費用弁償分　　　　　　　　　3,309千円
・イベントの中止等に伴う不用額減額分　　8,468千円
・基金利子　　　　　　　　　　　　　　　　 10千円

財政課

新型コロナウイルス感染症対策基金を活用し、新型コロナウイルス感染症対策
に要する消耗品、備品の購入等を行った。
・消耗品費　　8,196千円（消毒液、手袋、非接触型体温計等）
・通信運搬費  1,099千円（ワクチンサポート案内等）
・備品購入費　　767千円
　（パーテーション、空気清浄機、足踏み式消毒スタンド等）

財政課

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得の世帯の生活を
支援するため、住民税均等割非課税世帯等に対して、1世帯当たり10万円の
給付を行った。
・報酬　　　　　　　　　　   906千円（会計年度任用職員4人分）
・職員手当　　　　　　　　   680千円（時間外勤務手当）
・社会保険　　　　　　　　　 105千円（社会保険料）
・消耗品費　　　　　　　　   345千円（コピー用紙等）
・印刷製本費　               359千円（チラシ及び封筒の作成）
・通信運搬費　             1,849千円（文書等郵送費）
・手数料　                   327千円（給付金振込取扱手数料）
・委託料　　　　　　　　   2,635千円（システム改修、封入封緘）
・負担金補助及び交付金　 296,800千円（対象：2,968世帯）

長寿社会課

新型コロナウイルス感染症対策として「児童手当・特例給付」現況届を
郵送方式で行った。
・印刷製本費　 23千円（返信用封筒作成）
・通信運搬費　460千円（返信用封筒郵送費）

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症対策として行う物品等の購入事業を
子育て支援センター（2施設）及び病児・病後児保育施設（1施設）に
委託して行った。
・委託料　900千円
　（マスク、ハンドクリーム、玩具殺菌乾燥保管庫等を購入）

子育て支援課

保育所等（11施設）に対して、新型コロナウイルス感染症対策として行う
物品等の購入に要する費用の補助を行った。
・負担金補助及び交付金　4,799千円
　（超音波式噴霧器、ワンタッチテント、人工芝等の購入に要する費用）

子育て支援課

保育所等（14施設）に対して、保育士等の処遇改善のため、令和4年2月から
収入を3％程度引き上げるために必要な費用の補助を行った。
・負担金補助及び交付金　5,007千円

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得のひとり親
子育て世帯の生活を支援するため、児童扶養手当受給世帯等に対して、
対象児童1人につき5万円の給付を行った。
・報酬　　　　　　　　　　 246千円（会計年度任用職員1人分）
・通信運搬費　              32千円（文書等郵送費）
・手数料　                  42千円（給付金振込取扱手数料）
・委託料　　　　　　　　   891千円（システム改修）
・負担金補助及び交付金　31,200千円（対象：383世帯　624人）

子育て支援課

公立保育園（2施設）において、新型コロナウイルス感染症対策に要する
物品等の購入を行った。
・消耗品費　　 338千円（手指消毒液、フェイスシールド等）
・備品購入費  　74千円（除菌ボックス）

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症対策として行う物品等の購入事業を児童の家
（放課後児童クラブ：10施設17クラブ）に委託して行った。
・委託料　5,077千円（消毒液、ハンドソープ、サーキュレーター等を購入）

子育て支援課

児童の家（放課後児童クラブ：10施設17クラブ）に対して、
放課後児童支援員等の処遇改善のため、令和4年2月から
収入を3％程度引き上げるために必要な費用の補助を行った。
・負担金補助及び交付金　845千円

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症対策として行う物品等の購入事業を
子育て支援センター（1施設）に委託して行った。
・委託料　300千円（せっけん、タウパー等を購入）
児童センター「わかば（一時預かり事業）」において、
新型コロナウイルス感染症対策に要する物品等の購入を行った。
・消耗品費　　175千円（ウェットシート、ペーパータオル等）
・施設器具費　125千円（タオルスタンド、スライドナーサリーベッド）

子育て支援課

翌年度
繰越額

特定財源

左の財源内訳
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款 項 目 細目 事業名 補正予算額 支出済額

（千円）

地方
創生

最終
予算現額

子育て世帯生活支援特別給付
金（ひとり親世帯以外分）
給付事業費

子育て世帯生活支援特別給付
金（ひとり親世帯以外分）
給付事業費

子育て世帯生活支援特別
給付金（ひとり親世帯以外
分）
給付事業費（国１０/１０）

子育て世帯への臨時特別給付
金給付事業費

子育て世帯への臨時特別給付
金給付事業費

子育て世帯への臨時特別給付
金給付事業費（国１０/１０）

生活保護総務費 生活保護総務費
住居確保給付金事業
（国３／４）

新型コロナウイルス感染症生
活困窮者自立支援金支給事業
費

新型コロナウイルス感染症生
活困窮者自立支援金支給事業
費

新型コロナウイルス感染症生
活困窮者自立支援金支給事業
（国１０／１０）

民生費計（事業数12）

母子保健対策費 母子保健対策費
乳幼児健康診査個別実施
支援事業（国１／２）

新型コロナウイルス
ワクチン接種事業
（国１０／１０）

（繰越明許費）
新型コロナウイルス
ワクチン接種事業
（国１０／１０）

地域外来・検査センター
運営費

地域外来・検査センター
運営費

地域外来・検査センター
設置事業（県１０／１０）

衛生費計（事業数4）

感染症予防費
新型コロナウイルス
ワクチン接種事業費

衛生費 保健衛生費

民生費

児童福祉費

生活保護費
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（単位：千円）

一般財源 不用額 事業の概要、実績等 担当課

国県支出金 その他

翌年度
繰越額

特定財源

左の財源内訳

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得の子育て世帯の
生活を支援するため、住民税均等割非課税世帯等に対して、
対象児童1人につき5万円の給付を行った。
・報酬　　　　　　　　　　  89千円（会計年度任用職員1人分）
・職員手当　　　　　　　　  41千円（時間外勤務手当）
・消耗品費　　　　　　　　  23千円（コピー用紙等）
・通信運搬費　             　9千円（文書等郵送費）
・手数料　                  19千円（給付金振込取扱手数料）
・委託料　　　　　　　 　4,235千円（システム改修）
・負担金補助及び交付金　16,700千円（対象：174世帯 334人）

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、子育て世帯の生活を
支援するため、臨時特別的な給付措置として、
対象児童1人につき10万円の給付を行った。
・職員手当　　　　　　　　  509千円（時間外勤務手当）
・消耗品費　　　　　　　　   52千円（コピー用紙等）
・印刷製本費　              198千円（封筒の作成）
・通信運搬費　              808千円（文書等郵送費）
・手数料　                  585千円（給付金振込取扱手数料）
・委託料　　　　　　　　　2,970千円（システム改修）
・負担金補助及び交付金　921,000千円（対象：5,318世帯 9,210人）

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症の影響で、離職または失業等により
収入が減少し、住居喪失の恐れがある世帯に対して、
住宅費を支給した。
・扶助費 255千円（対象世帯：2世帯）

福祉支援課

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、生活が困窮している世帯
に対する支援策として、収入要件等を満たす世帯に対して
支援金の支給を行った。
・扶助費 3,640千円、事務費 2,228千円
 （対象世帯：17世帯、うち再交付4世帯）

福祉支援課

新型コロナウイルス感染拡大を避けるため、3歳児健康診査の
一般健康診査（内科）を集団から個別に切り替えて行った。
・委託料　2,905千円（対象者：485人）

健康増進課

新型コロナウイルスワクチン接種の接種対象者の拡大や追加接種
（３回目接種）に対応し接種体制を維持した。
・報酬　　　　    　　  724千円
・報償費　　　    　  1,120千円
・消耗品費　　  　    　498千円
・印刷製本費    　    2,599千円（接種券・予診票印刷等）
・通信運搬費 　 　    　234千円（郵送料）
・手数料　　　　　    1,322千円
・委託料　　 　　    23,970千円
　（コールセンター業務、封入封緘、会場運営業務、ワクチン運搬業務、
    廃棄物処理）
・使用料及び賃借料    1,964千円（会場使用料、バス借上料）

健康増進課

新型コロナウイルスワクチン接種の希望者に対して、円滑に接種を実施する
ための体制整備を行った。

・報酬　　　　  　  　3,061千円
・共済費　　　　　　  　200千円
・報償費　　　     　33,160千円
・消耗品費　　 　   　2,850千円
・印刷製本費   　   　1,274千円（接種券・予診票印刷等）
・修繕料　　　　　  　　279千円
・通信運搬費 　　   　7,089千円（電話代、郵送料）
・手数料　　　　　  　6,069千円
・保険料　　　　　　  　113千円
・広告料　　　　　   　　48千円
・委託料　　 　  　 206,978千円
　（ワクチン接種業務、システム改修、コールセンター業務、封入封緘、
    ワクチン運搬業務、ワクチン警備、廃棄物処理、大規模接種業務委託等）
・使用料及び賃借料    8,767千円
  （会場使用料、接種用備品リース、バス借上料）
・備品購入費   　　   3,472千円
・負担金補助及び交付金  259千円

健康増進課

「下松市地域外来・検査センター」を開設し、新型コロナウイルス感染症
検査体制の強化を行った。
・場    所：地域交流センター敷地内
・利用状況：開設日数 4日、検体採取 2件
・経費内訳：保険料 158千円、委託料 436千円（検体採取業務等）

健康増進課
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款 項 目 細目 事業名 補正予算額 支出済額

（千円）

地方
創生

最終
予算現額

◎
中小企業応援！下松市
感染症そなエール補助金

◎
業界団体応援！下松市
経営ささエール補助金

◎
下松市テイクアウト等
支援事業

◎
下松市プレミアムチケット
販売事業

◎
飲食店応援！下松市新型コロ
ナ対策取組認証店応援事業

◎
中小企業等総合相談・
支援事業補助金

◎
中小企業応援！下松市事業継
続支援事業

◎
地域応援くだまる商品券2021
事業

国民宿舎大城施設管理維持
持続化事業

国民宿舎特別会計繰出金

商工費計（事業数8）

国民宿舎特別会計繰出

商工費 商工費 商工業振興費

商工業振興費
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（単位：千円）

一般財源 不用額 事業の概要、実績等 担当課

国県支出金 その他

翌年度
繰越額

特定財源

左の財源内訳

新型コロナウイルス感染症対策を取りながら事業継続に取り組む
中小企業者等を支援するため、感染防止対策に係る経費について
補助を行った。
・事業内容：1事業者につき最大20万円（補助率3/4）支給
・実施主体：下松商工会議所
・実施期間：令和3年4月～7月
・事業実績：441件、45,019千円

産業振興課

新型コロナウイルス感染症対策を取りながら、業界団体がその構成員である
事業者と行う新たな経済活動活性化に対する取組を支援するための経費
について補助を行った。
・事業内容：1団体につき最大200万円（補助率3/4）支給
・実施主体：市
・実施期間：令和3年4月～9月
・事業実績：4団体、3,760千円

産業振興課

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内の飲食店と
外出の自粛により飲食店に行けない市民をつなぐプロジェクト
「下松エール飯」に対して経費の一部を助成し、市内飲食業者の
継続的な営業を支援する事業に対して補助を行った。
・事業内容：事業の広告宣伝費、参加店舗への導入助成金（1店舗上限5万円）
            割引クーポン券相当額の助成、スタンプラリー実施の助成
・実施主体：下松商工会議所
・実施時期：令和3年7月～10月
・事業実績：広告宣伝費 　1,676千円
            導入助成金 　1店舗 50千円
            クーポン券助成 2,386枚、632千円
　　　　　　スタンプラリー景品 応募数222件、142千円

産業振興課

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内事業者を支援するため、下松商工会
議所が市内の店舗で幅広く利用できるプレミアムチケットを販売する事業に対して
補助を行った。
・事業内容：15,000円分のチケットを10,000円で5,000セット販売
　　　　　（1,000円券15枚、うち3枚は飲食店専用）
・実施主体：下松商工会議所
・実施時期：令和3年8月～令和4年1月
・事業実績：チケット 74,409千円（使用率：約99.7％）

産業振興課

新型コロナウイルス感染症対策に取り組みながら営業を継続する飲食店に
対して山口県が実施する「もっと膳力！もっと安心！飲食店応援事業」
認証店に対して応援金を交付した。
・1店舗につき10万円
・実施主体：市
・実施期間：令和3年9月～令和4年3月
・事業実績：172店舗　17,200千円

産業振興課

市内中小企業に勤務する労働者の雇用の確保と、事業者の経営継続の
支援を目的とした各種支援制度の周知や専門家による総合相談・支援事業
に対して補助を行った。
・事業内容：各種支援策の周知、電話相談受付、専門家個別相談会、
            ビデオセミナー、アンケート調査・分析
・実施主体：下松商工会議所
・実施時期：令和3年4月～令和4年3月
・事業実績：周知用チラシ等配布 約8,500枚、電話相談受付 1,252件、
            専門家による個別相談件数 17件、セミナー受講者 約50名、
　　　　　　アンケート調査 3回実施

産業振興課

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上に大きな影響を受けている
市内事業者を支援するため、事業継続のための支援金を交付した。
・事業内容：令和3年1月から6月のいずれかの月で売上高等が前年同月比で
　　　　　　30％以上減少した事業者に対して、1事業者につき10万円を
　　　　　　支給した。
・実施主体：市
・実施時期：令和3年8月～令和3年12月
・事業実績：565件 56,500千円

産業振興課

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域経済の活性化を図るとともに、
感染防止に取り組む市民を支援するため全市民に商品券を配付した。
・事業内容：市民1人につき5千円の商品券を配付
・実施主体：市と下松商工会議所の共同
・実施時期：令和3年11月～令和4年3月
・事業実績：商品券 280,573千円（使用率：約98.4％）

産業振興課

指定管理者に対し、国民宿舎大城の休館期間中の施設の維持管理及び周辺施設の環
境整備等に要した経費の一部を負担した。
なお、一般会計から国民宿舎特別会計へ繰出し、特別会計から交付した。
・交付対象：(一財)下松市笠戸島開発センター
・対象期間：➀令和3年6月1日～7月8日のうち19日間
　　　　　　②令和3年8月31日～9月26日（27日間）
　　　　　　③令和4年1月19日～2月20日（33日間）
・負担金額：11,136千円
・対象経費：人件費 3,814千円、光熱水費 4,270千円、通信運搬費 473千円、
　　　　　　委託料 2,094千円、賃借料 442千円　保険料 43千円
　　　　　　計 11,136千円（予算額を上限）

地域交流課

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市が休館要請を行ったことによる影響
を踏まえ、指定管理者が納付する納付金について変更を行った。
・休館要請に伴う納付金の影響額　20,000千円×79日÷365日≒4,328千円

地域交流課

− 102 − − 103 −



款 項 目 細目 事業名 補正予算額 支出済額

（千円）

地方
創生

最終
予算現額

土木費 都市計画費 公園緑化費 公園緑化費 小中学校花いっぱい応援事業

土木費計（事業数1）

事務局費 事務局費
携帯電話リース料
（予備費充用）

幼稚園費 幼稚園費
保育士等処遇改善臨時特例交
付金（国１０/１０）

小学校管理費 小学校管理費 ◎ 学校保健備品整備事業

小学校教育振興費 小学校教育振興費
モバイルWi-Fiルータの通信料
（予備費充用）

◎ 学校保健備品整備事業

全国大会出場選手に対するPCR
検査（予備費充用）

携帯電話リース料（予備費充
用）

モバイルWi-Fiルータの通信料
（予備費充用）

修学旅行等キャンセル料
支援事業（予備費充用）

◎

公共的空間安全・
安心確保事業
【新型コロナウイルス感染症
対策経費負担金】

文化施設の感染拡大予防・活
動支援環境整備事業（国１/
２）

教育費計（事業数9）

合計（事業数42）

うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業の計（事業数12）

中学校教育振興費 中学校教育振興費

社会教育費 文化事業費 文化事業費

中学校費

中学校管理費 中学校管理費

教育総務費

小学校費

教育費
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（単位：千円）

一般財源 不用額 事業の概要、実績等 担当課

国県支出金 その他

翌年度
繰越額

特定財源

左の財源内訳

感染拡大防止対策に伴い、学校生活や日常生活が制限される中で入学を迎えた
小中学校の1年生に「花」と触れ合う機会を提供し、明るい気持ちの醸成を
図るとともに学校生活を応援するため、以下の事業を行った。
・入学記念品として応援メッセージ付き切り花の贈呈
  対象者1,039人（小学1年生536人、中学1年生503人）
・1年生の教室にフラワーバスケット（42鉢）を設置

都市整備課

予備費を充用し、児童生徒が新型コロナウイルスに感染した際に、学校と
学校教育課が児童生徒の保護者と連絡を取る手段を拡充するためレンタル携帯電話
を各学校に配備した。
・手数料　251千円

教育総務課

幼稚園等（8施設）に対して、幼稚園教諭等の処遇改善のため、
令和4年2月から収入を3％程度引き上げるために必要な費用の補助を行った。
・負担金補助及び交付金　2,062千円

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症対策として、健診器具等の滅菌を徹底するため、市内小
学校5校に対して、自動高圧蒸気滅菌器の整備を行った。
・備品購入費　1,371千円

教育総務課

予備費を充用し、小学校において学年・学級閉鎖・休校等の影響により自宅待機と
なった児童のうち家庭にインターネット環境がない場合に、学習環境の整備のた
め、家庭で使用するモバイルWi-Fiルータの貸与を行った。
・通信運搬費　　17千円

教育総務課

新型コロナウイルス感染症対策として、健診器具等の滅菌を徹底するため、市内中
学校2校に対して、自動高圧蒸気滅菌器の整備を行った。
・備品購入費　645千円

教育総務課

予備費を充用し、緊急事態宣言、まん延措置防止重点地域において開催される
全国大会に出場する生徒・顧問等に対してPCR検査を実施した。
・手数料　460千円（対象：2校　生徒 21人　顧問等 7人）

学校教育課

予備費を充用し、学校が自宅待機中の生徒又は生徒の保護者と連絡を取る手段
を確保するためレンタル携帯電話を各学校に配備した。
・手数料　175千円

教育総務課

予備費を充用し、中学校において学年・学級閉鎖・休校等の影響により自宅待機と
なった生徒のうち家庭にインターネット環境がない場合に、学習環境の整備のた
め、家庭で使用するモバイルWi-Fiルータの貸与を行った。
・通信運搬費　　90千円

教育総務課

予備費を充用し、デルタ株感染拡大防止集中対策に伴う修学旅行の
キャンセル料を負担した。
・手数料　1,791千円（対象：2校 生徒212人 教員15人）

学校教育課

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための指定管理者制度対象施設
運営持続化事業に要した経費に対して補助を行った。
・対象施設：文化会館
・事 業 者：(公財)下松市文化振興財団
・対象経費：抗ウイルス・抗菌処理業務

生涯学習振興課

文化会館における新型コロナウイルス感染症対策に要する備品等の整備を
行った。
・消耗品費　　141千円
・備品購入費　 69千円（消毒用スタンド）

生涯学習振興課

（注）端数処理の関係で誤差を生じている場合がある。
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第４節　継続費の状況

令和３年度年割額の支出残額を、次のとおり令和４年度に逓次繰越した。

花岡公民館講堂建設事業
（第２期工事）

継 続 費 予 算 現 額

予算計上額

旗岡住宅建設事業（Ｂ号棟）

事　　業　　名
前　年　度
繰　越　額

計
支出済額 残額

翌　年　度
逓次繰越額

− 106 −



（単位：円）

国県支出金 地方債 その他

左 の 財 源 内 訳

繰越金
特 定 財 源
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第５節 繰越明許費の状況

下記事業については、年度内に完了しない見込みとなったので、下表のとおり令和４年度に繰り越した。

（単位：千円）

事 業 名 金 額
翌年度

繰越額

左の財源内訳

既 収 入

特定財源

未 収 入

特定財源
一般財源

地籍調査事業

戸籍情報システム等改修事業

介護施設等整備補助金事業

介護施設等開設準備経費補助金事業

住民税非課税世帯等に対する

臨時特別給付金給付事業

下松児童の家３・４建設事業

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業

新型コロナウイルスワクチン接種事業

下松赤谷土地改良区支援事業負担金

災害発生土処理場建設事業

単独道路改良事業

社会資本整備総合交付金事業

道路改良事業（新斎場周辺環境整備事業）

河川改修事業

港湾施設改修事業

大海線道路新設事業

豊井地区まちづくり整備事業

花岡小学校特別教室棟改築実施設計業務

小学校トイレ洋式化事業

中学校空調設備整備事業

計
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第６節 債務負担行為の状況

債務負担行為の明細は、以下のとおりである。また、土地評価システム作成業務外１７件について、令和３

年度に債務負担行為を設定した。

（単位：千円）

事 項 限 度 額 期 間
令和 年度末

までの支出額

令 和 年 度

支 出 額

令 和 年 度

以 降 支 出

予 定 額

平成２０年度徳山下松港末武（１）

地区埠頭用地造成事業負担金

（平成２１年度）

平成 年度

～

令和 年度

平成２２年度徳山下松港末武（１）

地区埠頭用地造成事業負担金

（平成２３年度）

平成 年度

～

令和 年度

平成２２年度港湾整備事業

資本費平準化債償還負担金

（平成２３年度）

平成 年度

～

令和 年度

－

平成２３年度徳山下松港末武（２）

地区上屋整備事業負担金

（平成２４年度）

平成 年度

～

令和 年度

平成２３年度港湾整備事業

資本費平準化債償還負担金

（平成２４年度）

平成 年度

～

令和 年度

平成２４年度港湾整備事業

資本費平準化債償還負担金

（平成２５年度）

平成 年度

～

令和 年度

小学校給食センター調理・

配送等業務

（平成２７年度）

平成 年度

～

令和 年度

－

情報システム共同利用化事業

（平成２８年度）

平成 年度

～

令和 年度

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（平成２８年度）

平成 年度

～

令和 年度

－

廃棄物収集運搬業務

（平成２９年度）

平成 年度

～

令和 年度

中学校給食センター調理・

配送等業務

（平成２９年度）

平成 年度

～

令和 年度

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（平成２９年度）

平成 年度

～

令和 年度

平成２７年度徳山下松港末武（２）

地区野積場整備事業負担金

（平成２９年度）

平成 年度

～

令和 年度

平成２８年度徳山下松港末武（２）

地区野積場整備事業負担金

（平成２９年度）

平成 年度

～

令和 年度
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事 項 限 度 額 期 間
令和 年度末

までの支出額

令 和 年 度

支 出 額

令 和 年 度

以 降 支 出

予 定 額

笠戸島地区スクールバス運行業務

（平成２９年度）

平成 年度

～

令和 年度

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

下松市東陽コミュニティー

センター指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

－

山口県市町総合事務組合災害基金

納付金

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

下松市地域交流センター指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

下松市老人集会所指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

下松市勤労者総合福祉センター

指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

下松市農業公園指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

－

下松市駅南市民交流センター

指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

下松市文化会館指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

下松市体育施設指定管理料

（平成３０年度）

平成 年度

～

令和 年度

平成２９年度徳山下松港

東海岸通り埠頭造成事業負担金

（令和元年度）

令和元年度

～ 年度

平成２０年度港湾整備事業

資本費平準化債償還負担金

（令和元年度）

令和元年度

～ 年度

下松市栽培漁業センター

指定管理料

（令和元年度）

令和元年度

～ 年度

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（令和元年度）

令和元年度

～ 年度
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事 項 限 度 額 期 間
令和 年度末

までの支出額

令 和 年 度

支 出 額

令 和 年 度

以 降 支 出

予 定 額

米川地区小学生スクールバス

運行業務

（令和元年度）

令和元年度

～ 年度

市広報等配送業務

（令和元年度）

令和元年度

～ 年度

下松市中小企業不況対策特別融資

利子補給

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
－

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（新型コロナウイルス感染症関連）

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度

市広報編集等業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度

米川地区中学生スクールバス

運行業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度

小学校警備業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
－

小学校消防設備点検保守業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
－

小学校給食センターＬＰガス

供給業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
－

小学校給食センター調理・

配送等業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度

中学校警備業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
－

中学校消防設備点検保守業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
－

セミナーハウス警備業務

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
－

平成２１年度港湾整備事業

資本費平準化債償還負担金

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度
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事 項 限 度 額 期 間
令和 年度末

までの支出額

令 和 年 度

支 出 額

令 和 年 度

以 降 支 出

予 定 額

下松市深浦公民館指定管理料

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（令和２年度）

令和 年度

～ 年度

土地評価システム作成業務

令和３年度）

令和 年度

～ 年度

下松市議会議員一般選挙

公報校正印刷業務

令和３年度）

令和 年度

～ 年度

下松市議会議員一般選挙

ポスター掲示場設置及び

撤去業務

令和３年度）

令和 年度

～ 年度

立地適正化計画策定業務

令和３年度）

令和 年度

～ 年度

図書館システム更新業務

令和３年度）

令和 年度

～ 年度

下松市中小企業不況対策特別融資

利子補給

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（新型コロナウイルス感染症関連）

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

下松市東陽コミュニティー

センター指定管理料

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

下松市農業公園指定管理料

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

令和元年度徳山下松港

東海岸通り埠頭造成事業負担金

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

令和２年度徳山下松港

東海岸通り埠頭造成事業負担金

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

平成２２年度港湾整備事業

資本費平準化債償還負担金

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度
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事 項 限 度 額 期 間
令和 年度末

までの支出額

令 和 年 度

支 出 額

令 和 年 度

以 降 支 出

予 定 額

小学校給食センターＬＰガス

供給業務

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

市民交流拠点施設警備業務

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

公民館施設警備業務

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

温水プール施設改修計画策定業務

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度
－

小規模事業者経営改善資金

利子補給

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度

下松市笠戸島家族旅行村指定管理料

（令和３年度）

令和 年度

～ 年度
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第７節 財産の状況

第１項 公有財産の状況

令和３年度において異動があった土地・建物は、次表のとおりである。

土地については、行政財産が１９，３２９．２７平方メートルの減、普通財産が１７，８８４．６３平方

メートルの増であった。

建物については、行政財産が５，１１９．３６平方メートルの減、普通財産が４，５９０．２２平方メート

ルの増であった。

令和３年度土地増減明細 （単位：㎡）

区 分 増減高
内 訳

区 分 理 由 面 積

行政財産 その他の

行政機関

消防施設 江の浦消防機庫

岡の原防火水槽

寄附

地積更正 △

公共用財産 学 校 △ 下松小学校 分類替 道路へ △

公営住宅 △ 生野屋市営住宅

緑ヶ丘市営住宅

分類替 普通財産へ

分類替 普通財産へ

△

△

その他の

公共施設

△ 中央保育園

久保児童の家

久保児童の家２

ごみステーション用地

ごみステーション用地

ごみステーション用地

分類替 普通財産へ

地積更正

地積更正

開発行為帰属

分類換 普通財産から

分類替 普通財産へ

△

△

△

行政財産（土地）の計 △

普通財産 宅 地 中部区画市有地

中部区画市有地

守重残地

旧生野屋市営住宅

旧緑ヶ丘市営住宅

旧中央保育園

売却

分類換 行政財産へ

売却

分類換 行政財産から

分類換 行政財産から

分類換 行政財産から

△

△

△

その他 法定外公共物等

法定外公共物等

法定外公共物等から

分類換

売却 △

普通財産（土地）の計

財産（土地）の計 △
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令和３年度建物増減明細 （単位：㎡）

区 分
木 造 非木造

増減高 区 分 増減高 区 分

行政財産 公共用財産 学 校 △ 下松小学校

プール専用便所

△

△

下松小学校 普通教室棟

下松小学校 屋外トイレ

下松小学校 普通教室棟

公営住宅 △ 緑ヶ丘市営住宅

普通財産へ分類換

△

△

生野屋市営住宅

普通財産へ分類換

緑ヶ丘市営住宅

普通財産へ分類換

公 園 下松公園 トイレ

その他の

公共施設

久保児童の家２ △ 花岡公民館 講堂）

行政財産（建物）の計 △

普通財産 建 物 旧緑ヶ丘市営住宅

行政財産から分類換

旧生野屋市営住宅

行政財産から分類換

旧緑ヶ丘市営住宅

行政財産から分類換

普通財産（建物）の計

財産（建物）の計 △
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第３章 特 別 会 計

第１節 国民健康保険特別会計

令和３年度は、制度改正として、低所得者に係る保険税軽減判定基準の見直し（平成３０年度税制改正に

伴い、低所得者軽減判定所得の算定時における基礎控除額相当額の基準額の引き上げ等）が行われた。また、

被保険者の負担軽減と国民健康保険基金の計画的な活用を図るため、保険税率を下げる改定を行った。 

１ 決算の状況

本年度の決算額は、歳入総額５６億２，５６２万４千円、歳出総額５０億８，３２８万４千円となり、形式

収支は５億４，２３４万円の黒字となった。また、前年度繰越金などを控除する単年度実質収支においては、

１億６，２６２万３千円の黒字となった。

（単位：千円）

歳 入 令和 年度 令和 年度 歳 出 令和 年度 令和 年度

国 民 健 康 保 険 税 総 務 費

使用料及び手数料 保 険 給 付 費

国 庫 支 出 金 事業費納付金

県 支 出 金 共同事業拠出金

財 産 収 入 保 健 事 業 費

繰 入 金 基 金 積 立 金

繰 越 金 諸 支 出 金

諸 収 入 予 備 費

合 計 合 計

２ 被保険者の状況

国民健康保険の年度末世帯数は、前年度に比べ２０５世帯減の６，５９２世帯となった。また、年度末被保険

者数は、前年度に比べ３６２人減の９，８１１人となり、本市年度末人口５７，２３８人に占める被保険者の

割合は、１７．１％となった。

・世帯数及び被保険者数の状況

（単位：世帯、人）

年度末時点 年度平均

元年度 年度 年度 元年度 年度 年度

総

数

世 帯 数

被 保 数

再

掲

未 就 学 児

前期高齢者

歳 以 上

・世帯数及び被保険者数の状況（介護保険第２号被保険者）

（単位：世帯、人）

年度末時点 年度平均

元年度 年度 年度 元年度 年度 年度

一 般
世 帯 数

被 保 数

退 職
世 帯 数

被 保 数

総 数
世 帯 数

被 保 数
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３ 保険税の状況

・保険税率の状況

本年度においては、昨年度に引き続き、被保険者の負担軽減を図るため、国民健康保険基金を活用し、医療分

の所得割率を８．２％から７．７％に引き下げ、平等割額を２３，０００円から２２，０００円に引き下げた。

なお、平成３０年度から令和３年度までの推移は次のとおりである。

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

医 療 分

所 得 割 ％ → ％ ％

均 等 割 円 → 円 →

平 等 割 円 → → 円

限 度 額 円 円 円 →

後 期 分

所 得 割 ％ → → →

均 等 割 円 → → →

平 等 割 円 → → →

限 度 額 円 → → →

介 護 分

所 得 割 ％ → → →

均 等 割 円 → → →

平 等 割 円 → → →

限 度 額 円 → 円 →

・保険税収納状況

本年度の現年度分収納率は、前年度に比べ０．８７ポイント増加し、９６．７９％、滞納繰越分においては、

前年度に比べ３．８ポイント減少し２６．９２％となったものの、現年度分及び滞納繰越分を合わせた収納率

は８６．４７％となり、納税環境の整備や税負担の公平性に基づく積極的な滞納整理の取組により全体的に

改善している。

（単位：千円、％）

区分 年度 調定額 収納額
還付未済額

（別掲）
不納欠損額 未収額 収納率

現年

元年度

年度

年度

滞納

繰越

元年度

年度

年度

合計

元年度

年度

年度
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４ 医療費等の状況

・医療費（入院、入院外、歯科）の推移

被保険者の高齢化や医療の高度化により、近年の医療費の増加傾向は顕著となっており、本年度の費用額は、

前年度と比較して約０．７％の増加となったが、令和元年度と比較すると約３．０％減少しており、引き続き、

新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えが続いていると考えられる。

年度平均

被保数 人

件数

件

日数

日

費用額

千円

１日当たり

医療費 円

１人当たり

医療費 円

一般

年度

元年度

年度

年度

退職

年度

元年度

年度

年度

合計

年度

元年度

年度

年度

※１日当たり医療費＝（入院、入院外、歯科の費用額合計）÷（入院、入院外、歯科の日数）

・年度別保険給付費の推移

（単位：千円、％）

療 養

給 付 費
療 養 費

高 額

療 養 費

高 額

介 護 合 算
移 送 費 合 計 伸 率

一

般

年度 △

元年度 △

年度 △

年度

退

職

年度 △

元年度 △

年度 △

年度 －

合

計

年度 △

元年度 △

年度 △

年度

※決算ベース

５ 保健事業の状況

本年度は、平成３０年３月に「下松市国民健康保険第３期特定健康診査等実施計画」と一体的に策定した

「下松市国民健康保険第２期データヘルス計画」（平成３０年度～令和５年度）に基づいた事業を実施し、

被保険者の健康増進、医療費の適正化に努めた。昨年度に引き続き、「健診で〇〇応援プロジェクト」を実施し、

特定健診受診者へのインセンティブの付与を目的としてクーポン券を配布するするとともに、ＡＩとマーケティ

ング分析に基づく対象者の特性に応じた受診勧奨を行い、受診率向上を図った。また、被保険者の健康寿命の

維持の取組として、糖尿病性腎症重症化予防事業を実施した。

（１）特定健診及び特定保健指導の状況

（単位：人）

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

特定健康診査

全受診者数

内

訳

個別健診

集団健診

特定保健指導

全利用者数

内

訳

動機付け支援

積極的支援
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（２）はり・きゅう施術利用状況

（単位：件、千円、人）

区分
平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額

は り

き ゅ う

併 用

計

利用人員（延べ）

（３）脳ドック受診状況

（単位：人、千円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

人数 金額 人数 金額 人数 金額 人数 金額

脳ドック

簡易脳ドック

合計

（４）ジェネリック医薬品差額通知の実施状況

（単位：人、千円）

対象年月 送付時期 対象者数（延べ） 事業費

元年度
平成 年 月、

令和元年 月調剤分
令和元年 、 月

年度 令和 年 、 月調剤分 令和 年 、 月

年度 令和 年 、 月調剤分 令和 年 、 月

６ 国民健康保険財政の状況

医療費の大幅な増加がないことや制度改革による公費の拡充等により、近年、財政収支は改善してきてい

る。また、国民健康保険基金残高も安定してきていることから、本年度は、基金の積み増しを行わないことと

した。

・収支の状況

（単位：千円）

区分 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

歳 入

歳 出

形 式 収 支

単 年 度 実 質 収 支 △

基 金 残 高

※単年度実質収支＝形式収支－前年度繰越金－前年度末基金保有額＋当該年度末基金保有額＋繰上充用金＋公債費

７ 予備費

次のとおり、予備費１，３９５千円を充用した。

（１）国民健康保険システム改修のため、委託料に１，３４２千円を充用した。

（２）傷病手当金の支給のため、負担金補助及び交付金に２４千円を充用した。

（３）傷病手当金の支給のため、負担金補助及び交付金に２９千円を充用した。
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第２節 介護保険特別会計

１ 決算の状況

介護保険特別会計歳入歳出決算は、歳入総額５４億７５９万８千円、歳出総額５２億３，２０２万７千円、

歳入歳出差引額１億７，５５７万１千円となった。

第８期介護保険事業計画期間の初年度にあたる令和３年度は、歳入において、支払基金交付金が前年度比

１．６％の減となったが、介護保険料が同４．５％の増、国庫支出金が同６．３％の増となったため、全体で

同１．６％の増となった。

歳出においては、保険給付費が前年度比１．２％の増となり、全体で同０．８％の増となった。

【介護保険特別会計決算額】 （単位：千円）

【款別歳入の状況】 （単位：千円、％）

款
令和 年度 令和 年度

決算額 構成比 決算額 構成比

介護保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

合 計

【款別歳出の状況】 （単位：千円、％）

款
令和 年度 令和 年度

決算額 構成比 決算額 構成比

総務費

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金

諸支出金

予備費

合 計

区 分 令和 年度 令和 年度

歳入

歳出

歳入歳出差引

翌年度に繰り越すべき財源

実質収支
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２ 保険給付費の状況

介護保険給付費については、介護給付費全体で前年度比１．２％の増となった。

介護サービス等諸費については、居宅介護サービス費が前年度比０．３％の減、地域密着型サービス費が

同９．６％の増、施設介護サービス費が同０．２％の減となり、全体で同１．８％の増となった。

介護予防サービス等諸費については、全体で前年度比１７．２％の増となった。

【介護給付費の状況】 （単位：千円、％）

区 分
令和 年度 令和 年度

決算額 構成比 決算額 構成比

介護サービス等諸費

居宅介護サービス費

地域密着型サービス費

施設介護サービス費

居宅介護福祉用具購入費

居宅介護住宅改修費

居宅介護サービス計画費

介護予防サービス等諸費

介護予防サービス費

地域密着型介護予防サービス費

介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修費

介護予防サービス計画費

審査支払手数料

高額介護サービス等費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

合 計

３ 介護保険料の状況

【段階別保険料】 （単位：円）

保険料段階
令和 年度 令和 年度

保険料率 年額保険料 保険料率 年額保険料

第 １ 段 階

第 ２ 段 階

第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

第 ５ 段 階

第 ６ 段 階

第 ７ 段 階

第 ８ 段 階

第 ９ 段 階

第１０段階

第１１段階

第１２段階
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本年度の現年度分及び滞納繰越分等の賦課徴収状況は次のとおりとなった。

なお、滞納繰越分のうち９８２件（１４６人、６２３万８，６６０円）を時効により不納欠損処理した。

【収納状況】 （単位：千円、％）

区 分 調定額 収納額 不納欠損額 未収額 収納率

特別徴収

令和 年度

令和 年度

普通徴収

令

和

年

度

現年度分

滞納繰越分

過年度分

計

令

和

年

度

現年度分

滞納繰越分

過年度分

計

介護保険料 計

令

和

年

度

現年度分

滞納繰越分

過年度分

計

令

和

年

度

現年度分

滞納繰越分

過年度分

計

（参考）令和 年度収入済額： 千円 令和 年度収入済額： 千円

（注）収入済額＝収納額＋還付済額＋還付未済額

４ 要介護認定の状況

【被保険者数】 （単位：人）

年齢区分 令和 年度末 令和 年度末

６５歳以上７５歳未満

７５歳以上

計

【要介護認定者数（第２号被保険者を含む）】 （単位：人、％）

区 分
令和 年度末 令和 年度末

認定者数 構成比 認定者数 構成比

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

計

− 122 − − 123 −



（１）介護認定調査員の状況

介護認定調査は、要介護認定において重要な役割を担う職務である。

訪問調査は、会計年度任用職員が業務に携わり、一部指定居宅介護支援事業所や介護保険施設に委託を行っ

た。介護認定調査員の職種及び認定調査の状況は、次の表のとおりである。

【介護認定調査員の職種】

会計年度任用職員 人

職種別内訳

職種 人数 職種 人数 職種 人数

医師 人 歯科医師 人 保健師 人

看護師 人 理学療法士 人 作業療法士 人

社会福祉士 人 介護福祉士 人 ホームヘルパー 人

歯科衛生士 人 栄養士 人 再掲 介護支援専門員 人

※令和４年３月３１日現在

 
【認定調査の状況】

区 分 令和 年度 令和 年度

介護認定調査員 件 件

委託 件 件

計 件 件

（２）介護認定審査会の状況

介護認定審査会は、要介護認定において審査判定を行う機関として保健・医療・福祉の専門職で構成してい

る。６合議体で審査判定を実施し、年間８４回（２，０９９件）の介護認定審査会を開催した。

【介護認定審査会委員の職種】

委員定数

人

委嘱委員数

人

合議体数

合議体

一合議体委員数

人

職種別内訳

職種 人数 職種 人数 職種 人数

医師 人 歯科医師 人 保健師 人

看護師 人 理学療法士 人 作業療法士 人

社会福祉士 人 介護福祉士 人 福祉施設長 人

薬剤師 人 介護支援専門員 人 言語聴覚士 人

※令和４年３月３１日現在

５ 地域支援事業

すべての高齢者が、要介護状態等となることを予防し、社会に参加しつつ、地域において自立した生活を営む

ことができるよう様々なサービスを提供するとともに、相談・支援体制の構築等を推進した。

（１）介護予防・日常生活支援総合事業

介護保険制度の改正に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）が創設され、本市では

平成２９年４月からサービスが利用開始となった。

①介護予防・生活支援サービス事業

要支援者等に対して、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び

地域における自立した日常生活の支援を実施することにより、一人ひとりの生きがいや自己実現のための

取組を支援し、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるように支援することを目的として

実施した。

【相談受付人数】 ３２人（新規３２人・更新０人）

【介護予防・生活支援サービス事業費の状況】 （単位：千円）

区 分 令和 年度 令和 年度

訪問型サービス

通所型サービス

通所型サービス委託料

高額介護予防サービス費

高額医療合算介護予防サービス費

合 計
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【地域包括支援センター対応件数】

区 分 令和 年度 令和 年度

総合相談に関すること 件 件

権利擁護（成年後見制度等）に関すること 件 件

権利擁護（高齢者虐待）に関すること 件 件

包括的・継続的支援（関係機関との連携等）に関すること 件 件

介護予防ケアマネジメント（新総合事業）に関すること

（一部を居宅介護支援事業所に委託）
件 件

介護予防ケアプラン（予防支援）に関すること

（一部を居宅介護支援事業所に委託）
件 件

【介護サービス相談員派遣事業の実施状況】

区 分 介護相談員 派遣施設 派遣回数 面接件数 相談件数

令和 年度 人 施設 回 件 件

派遣先施設

（内訳）

施設の種類 施設数 施設の種類 施設数

介護老人福祉施設 施設 地域密着型介護老人福祉施設 施設

介護老人保健施設 施設 介護療養型医療施設 施設

認知症対応型共同生活介護 施設 小規模多機能型居宅介護
施設

（再掲）

通所介護 施設 認知症対応型通所介護 施設

短期入所生活介護 施設

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、介護サービス相談員の受け入れが見合わせとなる施設が多かった。

【認知症カフェの実施状況】

設置地区 実施回数 参加者

花岡 回 延 人

久保 回 延 人

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、花岡、久保ともに状況に応じて開催した。

【生活支援体制整備事業協議体の開催状況】

下松市社会福祉協議会に委託 ６，３３４，５４６円

市内全域・９地区に第２層協議体の設置

第２層生活支援コーディネーターの配置 社協職員、地元選出２人

生活支援コーディネーター会議 １２回

協議体開催回数 第１層協議体 第２層協議体

令和 年度 回 回

令和 年度 回 回

【在宅医療・介護連携推進の状況】

在宅医療・介護連携推進研究会 １回

多職種連携勉強会 ＹｏｕＴｕｂｅ研修 ９１人 １１職種 、事例検討会 ５６人（９職種）

在宅医療・介護連携支援センター 相談件数 ４２件

終活安心支援事業 講座等 ８４人（８回）、エンディングノート配布 ７００冊

終活安心アドバイザー登録 ２５人

６ 新型コロナウイルス感染症の影響による第一号保険料の減免措置

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少したこと等による介護保険の第一号被保険者の減免措置

を行った。

（単位：人、円）

減免事由 減免基準 対象者数 減免した保険料の額

主たる生計維持者の死亡

又は重篤な傷病
全部

主たる生計維持者の事業

収入等の減少

全部

１０分の８

合計
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第３節 後期高齢者医療特別会計

平成２０年４月から、７５歳以上の方や６５歳から７５歳未満の一定の障害がある方を対象とした後期高齢者

医療制度が創設された。山口県後期高齢者医療広域連合が運営主体となり医療の給付、保険料の決定等を行い、

市は申請受付等の窓口業務や保険料の徴収を行っている。

１ 決算の状況

歳入総額１０億７８９万６千円、歳出総額９億７，６６４万１千円、歳入歳出差引総額３，１２５万５千円と

なったが、この歳入歳出差引総額は、後期高齢者医療の保険料であるため、翌年度に山口県後期高齢者医療広域

連合に納付されることとなる。

・歳入、歳出決算額の状況

（単位：千円）

歳 入
年 度

歳 出
年 度

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

後 期 高 齢 者

医 療 保 険 料
総 務 費

使 用 料 及 び

手 数 料

後期高齢者医療

広域連合納付金

繰 入 金 諸 支 出 金

繰 越 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金

計 計

・収支の状況

（単位：千円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

歳 入

歳 出

形 式 収 支

２ 被保険者数の状況

平成 年度末 令和元年度末 令和 年度末 令和 年度

被保険者数 人 人 人 人

歳から 歳未満（再掲） 人 人 人 人

３ 保険料の状況

・保険料率の状況

平成 年度

～平成 年度

平成 年度

～平成 年度

平成 年度

～令和元年度

令和 年度

～令和 年度

所得割率 ％ ％ ％ ％

均等割額 円 円 円 円
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－１２８－ 

・保険料の収納状況

本年度の収納率は、現年分については前年度と比べ、０．０５ポイント増加し、９９．８７％となり、滞納

繰越分については前年度に比べ１２．９４ポイント増加し、５５．３３％となった。 

  （単位：円、％） 

調定額 収納額 
還付未済額 

（別掲） 
不納欠損額 収納率 

A B C D E=B÷A×100 

現

年

分

特別徴収 

元年度 430,543,352 430,543,352 246,778 0 100.00 

2 年度 457,941,707 457,941,707 95,746 0 100.00 

3 年度 462,415,223 462,415,223 237,584 0 100.00 

普通徴収 

元年度 291,879,008 290,854,464 15,006 0 99.65 

2 年度 302,388,470   301,280,009 4,324 0 99.63 

3 年度 308,301,510 307,316,449 21,323 0 99.68 

過年度随時 

元年度 1,934,342 1,930,813 0 0 99.82 

2 年度 1,231,004 1,000,382 0 0 81.26 

3 年度 602,166 601,131 2,244 0 99.83 

現年分 計 

元年度 724,356,702 723,328,629 261,784 0 99.86 

2 年度 761,561,181 760,222,098 100,070 0 99.82 

3 年度 771,318,899 770,332,803 261,151 0 99.87 

滞納繰越分 

元年度 1,481,606 799,504 0 262,428 53.96 

2 年度 1,362,747 577,712 0 249,267 42.39 

3 年度 1,831,837 1,013,582 0 407,792 55.33 

合 計 

元年度 725,838,308 724,128,133 261,784 262,428 99.76 

2 年度 762,923,928 760,799,810 100,070 249,267 99.72 

3 年度 773,150,736 771,346,385 261,151 407,792 99.77 



第４節 国民宿舎特別会計

１ 決算の状況

本年度の歳入歳出決算の総額は、２億９，０５９万５千円となり、前年度に比べ２億３８７万３千円、

２３５．１％の増となった。新型コロナウイルス感染症の影響により、休業要請に伴い実施した休業期間の

指定管理者納付金への影響を考慮し、納付金を２０，０００千円から１５，６７２千円に変更した。

（単位：千円）

歳 入 歳 出

繰 入 金 施設管理費

諸 収 入 公 債 費

計 計

２ 事業の概要

（１）施設の管理運営

（単位：人）

年 度 宿 泊 休 憩 会議・宴会 食堂・喫茶 温 泉 計

令和元年度

令和 年度

令和 年度

※新型コロナウイルス感染拡大防止集中対策（県外在住者の使用自粛要請）のため休業

令和３年６月１日～７月８日のうち１９日間

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため休業

 令和３年８月３１日～９月２６日、令和４年１月１９日～２月２０日

（２）施設管理費

①修繕料

次のとおり施設の修繕を実施し、３，２３３千円を支出した。

（ア）貯湯槽タンク修繕 ３３０千円

（イ）天井内結露対策修繕 １，０７８千円

（ウ）天井修繕 ７２６千円

（エ）レストラン壁修繕 ４１７千円

（オ）夕映えの間壁修繕 ６８２千円

②手数料

次のとおり分析を実施し、１２１千円を支出した。

（ア）温泉成分分析（一般水質検査） １２１千円

③工事請負費

次のとおり施設の工事を実施し、３，１２４千円を支出した。

（ア）膨張タンク取替工事 ８８０千円

（イ）揚湯管取替工事 ２，２４４千円

④負担金補助及び交付金

次のとおり新型コロナウイルス感染症に関する補助事業を実施し、１１，８７７千円を支出した。

（ア）施設管理維持体制持続化事業補助金 １１，１３６千円

（イ）指定管理者制度対象施設運営持続化事業に対する補助金 ７４１千円

施設管理費 （単位：千円）

費 目 備 考

修繕料

手数料 － －

委託料

工事請負費 －

負担金補助及び交付金 －

合 計

− 128 − − 129 −



３ 公債費

次のとおり、長期債の償還に加え、市民公募債（２億円）の満期一括償還を行った。

（単位：千円、％）

借入

年度
起債額

令和 年度償還額 令和 年度末

現在高
利率 借入方式 借入先

元金 利子 計

利率見直 ㈱広島銀行

利率見直 ㈱山口銀行

360
年満期

一括償還

市民公募債

募集・引受：㈱山口銀行

合計

※市民公募債満期一括償還に係る手数料（ 千円）は含めていない。

４ 予備費

次のとおり、予備費３，１５０千円を充用した。

（１）貯湯タンクの修繕を実施するため、修繕料に３３０千円を充用した。

（２）天井内の結露対策のため、修繕料に１ ０７８千円を充用した。

（３）新型コロナウイルス感染拡大防止のための消耗品費の経費として、負担金補助及び交付金に７４１千円を

充用した。

（４）膨張タンク内ゴム破損の修理のため、工事請負費に８８０千円を充用した。

（５）温泉法施行令に基づく温泉成分分析のため、手数料に１２１千円を充用した。

− 130 −





令和４年９月３０日 

 

  下松市議会議員  様 

 

                      総 務 部 長 

 

   決算報告書の訂正について 

 

 令和４年第７回下松市議会臨時会に提出される決算報告書について、

下記のとおり誤りがありましたので、訂正をお願いします。 

 

記 

 

●令和３年度決算報告書   １０６、１０７ページ 

 

 １０６，１０７ページ 「第４節 継続費の状況」の見出しの次に 

 「令和３年度下松市継続費精算報告書」（裏面）の記載漏れがあった

ため、同報告書を追加するもの 
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